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第１章 総合計画及び総合戦略とは 
 
第１節 計画策定の目的 

平成 27（2015）年度に策定した河内長野市第５次総合計画では、まちの

将来都市像である「人・自然・歴史・文化輝くふれあいと創造のまち 河内長

野」のもと、まちづくりを進めてきました。また、人口減少を克服し、将来

にわたって活力ある地域社会を実現していくため、平成 28（2016）年２

月、「河内長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第１期総合戦

略」）を策定し、計画的に施策の展開を図ってきました。 

この間、地方創生の推進や大規模自然災害や新型コロナウイルス感染症の

発生による安心・安全の希求など、まちづくりに求められるニーズが多様化

する一方、国・地方自治体1ともに厳しい財政状況が続いています。 

こうした状況の中、河内長野市第５次総合計画前期基本計画（以下「前期

基本計画」）、河内長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略が令和２（2020）

年度に最終年度を迎えることから、現行の計画・戦略を基本としながら、こ

の間の変化への対応や、これから５年間の変化を予測しながら、令和３

（2021）年度以降の持続可能なまちづくりの指針となる河内長野市第５次総

合計画後期基本計画（以下「後期基本計画」）及び河内長野市第２期まち・ひ

と・しごと創生総合戦略（以下「第２期総合戦略」）を策定します。 
 
第２節 計画の構成及び期間 

１．構成 
 本計画は、「基本構想」「基本計画（地域別計画含む）」及び「実施計画」

により構成する「河内長野市第５次総合計画」における、「基本計画」の後

期５年間の計画と第２期総合戦略からなります。 

 

（１）河内長野市第５次総合計画 
① 基本構想 

 市民・関係団体・事業者・行政などすべての主体が共有する将来都市像

と、その実現のためのまちづくりの指針となるものです。 
 
② 後期基本計画 

 基本構想に基づき、将来人口と都市空間に関する施策の方向性や、今後

の財政運営の考え方等を示すもので、まちづくりの分野ごとの分野別計画

と小学校区ごとの地域別計画で構成しています。 

後期基本計画は、基本構想期間の後期に相当する令和３（2021）年度か

ら令和７（2025）年度の５年間の計画です。  

 
1 地方自治体：都道府県及び市町村。 
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ア）分野別計画 

基本構想を実現するための手段・手法として、まちづくりの分野ごとに

施策の体系を示すものです。 

イ）地域別計画 

地域の特性を活かした、より地域の実態に合ったまちづくりを進めるた

め、小学校区ごとに主にソフト面2のまちづくりの方針を示すものです。 
 
③ 実施計画 

 基本計画に基づき、施策及び事業の実施内容や期間を具体的に示すもの

で、３年間を１期として毎年更新することにより実効性の高い計画としま

す。 

 

（２）河内長野市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略 
将来にわたって活力ある地域を維持するため、雇用創出や地域資源を生

かした交流促進、出産・子育ての希望が実現できる環境整備などにより定

住・転入促進を図るとともに、市民が潤いある豊かな生活を安心して営む

ことができる地域づくりを一体的に推進するための計画です。 

第２期総合戦略では、第１期総合戦略の実施状況を踏まえつつ、若者、高

齢者、女性、障がい者、外国人など誰もが居場所と役割を持ち活躍できる地

域をめざす「多様な人材の活躍の推進」や、Society5.0 の実現に向けた技術

活用や持続可能な開発目標（SDGs）の実現に向けた取り組みなど、「新しい

時代の流れを力にする」視点を盛り込んだ計画とします。 

  
２．計画期間 
 

H２８ 
（2016） 
年度 

H２９ 
（2017）
年度 

H３０ 
（2018）
年度 

R１ 
（2019）
年度 

R２ 
（2020）
年度 

R３ 
（2021）
年度 

R４ 
（2022）
年度 

R５ 
（2023）
年度 

R６ 
（2024）
年度 

R７ 
（2025）
年度 

          

 
2 ソフト面：人材・技術・情報など無形のものに関すること。 

基本構想 

実施計画 

基本計画 

前期基本計画 後期基本計画 

３年を１期として見直し 

第２期総合戦略 総合戦略 
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第３節 後期基本計画策定の視点 

① 社会潮流に対応した柔軟で戦略的な計画づくり 

  前期基本計画期間における進捗状況や人口動態、財政状況の推移、社会情

勢等の変化などの社会潮流を踏まえ、施策の優先度、重要度を重視しつつ、

令和元（2019）年 12 月に閣議決定された「第２期まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を勘案し、SDGs や Society5.0 などの新たな考え方、国や大阪府

における構想や計画との整合性を図る計画とします。 

② 経営の視点による成果・実効性を重視した計画づくり 

  前期基本計画における個別施策の進捗状況から施策ごとの課題と方向性

を整理したうえで、将来都市像の実現に向けた取り組みを設定し、財政収

支見通しの見直しを踏まえて実効性のある計画とします。 

③ 市民の声を活かした計画づくり 

  市民アンケート等、地域からの意見を踏まえ、市民の声を反映した市民参

加による計画とします。 
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第２章 基本構想の概要 
 
第１節 まちづくりの基本理念と将来都市像 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

≪将来都市像≫ 

人・自然・歴史・文化輝く 

ふれあいと創造のまち 河内長野 
 

市民一人ひとりが元気で輝き、本市が持つ魅力的な自然・歴史・文化にさ

らに磨きをかけるとともに、人と人、人と自然、人と歴史・文化とのつなが

りを大切にします。 

さらに、市民同士のふれあいや支えあいによって豊かな暮らしを創造する

とともに、新たな魅力や価値を創出し、にぎわいや活力に満ちたまちを創造

します。 
 
第２節 将来人口と都市空間の基本的な考え方 

１．将来人口 

① 定住人口 

人口減少を抑制し、これまでに整備してきた公共建築物やインフラ施設、

商業施設、病院などの都市機能を維持できるよう、令和７（2025）年度末

における定住人口の想定を約 97,000 人とします。 

② 活動人口 

まちの活力を維持していくため、協働3による活動の場を広げていくとと

もに、参加者としてだけではなく、企画運営に関わりながら、地域課題の解

決につなげるため、「活動の質」の向上をめざし、地域や各種団体の活動支

援などを推進していく必要があります。  

 
3 協働：それぞれの主体性・自発性のもとに、お互いの存在意義を認め尊重し合い、対等の立

場でそれぞれが持ちうる資源を出し合い、補い合うことで、共通の目的を達成するた

めに、協力、協調すること。 

≪まちづくりの基本理念≫ 

人・自然・歴史・文化など、多様な地域資源を最大限に活用しながら、

成熟した都市として、人と人とのふれあいを大切にし、市民の豊かな暮ら

しと新たな価値の創造をめざします。 

【まちづくりの視点】 

みんなでみんなでみんなでみんなで一緒一緒一緒一緒にににに創創創創るるるる    

まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり    

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心でででで    

元気元気元気元気なまちづくりなまちづくりなまちづくりなまちづくり    

みんなでみんなでみんなでみんなで一緒一緒一緒一緒にににに創創創創るるるる    

まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり    
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２．都市空間の基本的な考え方 
 
 

≪将来の都市空間づくりの方向性≫  
～集約連携都市（ネットワーク型コンパクトシティ）への再構築～ 

 

≪本市の特性を活かした集約連携都市づくり≫ 
 

～生活圏の自立性を高め、拠点との連携を図りながら、 

多様な価値観に対応した、豊かな生活を創出する～ 
 

≪都市空間づくりの目標≫ 

 

 

 
 
第３節 将来都市像の実現に向けたまちづくり 
    
１．まちづくりの方向 
 

基本目標１．「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 

分野別政策２ みんなで共に支えあう福祉の充実と仕組みづくり 

分野別政策３ 誰もが元気で暮らせる健康づくり 

基本目標２．「育み・学び・思いやり」の質の高いまち  
分野別政策４ 子どもが健やかに育つ環境の整備 

分野別政策５ ふるさとへの誇りを高め未来を拓く教育の推進 

分野別政策６ 生涯にわたる多様な学びの推進 

分野別政策７ 一人ひとりを大切にする思いやりのあるまちの推進 

基本目標３．「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策８ 豊かな自然と暮らしが調和する環境づくり 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 

分野別政策 10 にぎわいと活力を創造する地域産業の振興 

包括的政策 都市魅力の創造と効果的な発信 

 
    

２．まちづくりを支える政策 
 

基本政策１ 協働によるまちづくり 

基本政策２ 「選択と集中」による行政運営の推進 

基本政策３ 安定した財政基盤の確立  

暮暮暮暮らしやすさをらしやすさをらしやすさをらしやすさを    

追求追求追求追求するするするする    

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心にににに暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる

生活環境生活環境生活環境生活環境をををを確保確保確保確保するするするする    
地域地域地域地域のののの活力活力活力活力をををを創出創出創出創出するするするする    
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第３章 後期基本計画策定の背景 
 

第１節 前期基本計画策定後の社会潮流の変化 

① 持続可能な開発目標（ＳＤＧs）の実現に向けた取り組みの推進 

2015 年国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジ
ェンダ」における 2016～2030 年までの国際目標として、持続可能な開発
目標（SDGs）が掲げられました。世界が抱える問題を解決し、「誰一人取り
残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現をめざし、「17 のゴ
ール（目標）・169 のターゲット（施策）」から構成され、途上国のみならず
先進国自身が取り組む普遍的な目標となっており、経済、社会、環境をめぐ
る幅広い分野の課題に取り組む国際社会の普遍的な目標として、まちづく
りに活かすことが求められています。 

 

② Society5.0 を見据えた取り組み（デジタル化等）の推進 

ＩｏＴ（モノのインターネット）、ＡＩ（人工知能）、ＲＰＡ（ロボット技
術）等の先端技術が、産業や日常生活のあらゆる場面に導入されたデジタル
化社会により実現する狩猟（Society1.0）、農耕（Society2.0）、工業
（Society3.0）、情報（Society4.0）社会に続く５番目の社会の姿（Society5.0）
への対応が必要となっており、健康・医療、農業・食料、環境・気候変動、
エネルギー、安全・防災、ジェンダー、平等などの様々な課題の解決につな
げることが求められています。 

 

③ ウィズコロナ・ポストコロナ社会への対応 

新型コロナウイルス感染症の流行により、３密回避をはじめとした、新し
い生活様式の導入や、海外との往来の自粛・制限などの「ウィズコロナ社会」
が、今後数年間は続くことが予想されています。ワクチン開発等によって終
息を迎えた後においても、価値観やライフスタイルの変化が予想されるこ
とから「ポストコロナ社会」を見据えたまちづくりを進めることが求められ
ています。 

 

④ 災害の多様化への対応 

全国各地で台風や集中豪雨、大規模地震等の自然災害が発生しており、過
去の災害からの教訓や、今後の発生が予想される南海トラフの巨大地震等
への備えも含め、必要となる対応をあらゆる分野で進めることが求められ
ています。 
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第２節 河内長野市の現況 
 
１．人口の動向 

① 人口の推移 

昭和 29（1954）年の市制施行時に 31,052 人であった本市の人口は、昭

和 40（1965）年前後からの大規模な住宅団地の開発により大幅に増加しま

したが、平成 12（2000）年２月末の 123,617 人をピークに減少傾向に転じ

ています。 

その要因として、出生率の低下などによる自然動態が減少するだけでな

く、転入数が年間約 3,000 人前後で推移している一方で、転出数は 3,500 人

～4,000 人前後と、転出超過による社会動態の減少が大きく影響しています。 

第５次総合計画の目標年次である令和３（2021）年３月の想定人口から

は令和２（2020）年３月時点で 104,031 人と約千人少なくなっています。 

また、大阪府と人口増減率の推移を比較すると、大阪府が微増傾向にある

中で、本市では平成 22（2010）年度から令和元（2019）年１月で 8.9 ポイ

ントの減少となっています【図２】。 

② 人口減少、少子高齢化の状況 

生産年齢人口（15～64 歳）は平成 27（2015）年度の 57.8％から令和２

（2020）年度には 54.5％と 3.3 ポイント減少が見込まれます。一方で、高

齢者人口（65 歳以上）は増加しており、特に後期高齢者（75 歳以上）の人

口に占める構成比が高くなっています【図１】。また、大阪府、全国と高齢

化率、年少人口比率の推移を比較すると、平成 22（2010）年度から令和元

（2019）年度の間に、大阪府では高齢化率が 4.8 ポイント増加しているの

に対し、本市では 10.0 ポイントの増加となっており、大阪府では年少人口

比率が 1.0 ポイント減少しているのに対し、本市では 2.0 ポイント減少とな

っています。【図２】。 

③ 人口の見通し 

本市の人口は、人口減少や少子・高齢化の傾向が続き、本計画の最終年

度である令和７（2025）年度末には 95,160 人となることが予測されます

【図１】。年齢区分別に見ると、年少人口（0～14 歳）は緩やかに減少す

るものの、生産年齢人口は大きく減少していくことが予測されます。一方

で、高齢化はさらに進み、特に後期高齢者は、令和７（2025）年度末には

23.5％となることが予測されます【図１】。これは、大規模な住宅団地に転

入した年代が一気に高齢期を迎えていることが影響していると考えられま

す。また、年齢区分別構成比の将来推計を大阪府と比較すると、本市で

は、特に生産年齢人口比率の減少が大きくなっている一方、後期高齢者比

率の増加が大きくなっています【図３】。  
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■人口の推移と将来推計【図１】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
■全国、大阪府との比較【図２】 

【高齢化率の推移】 

 

 

 

 

 

 
 
 【年少人口比率の推移】 

 

 

 

 

  

※実績値は住民基本台帳に基づく人口の各年度末。推計値は河内長野市推計。 

※推計値については、小数点以下を含むため、内訳の合計が総人口と一致しない場合があります。 

※平成 12（2000）年度～平成 27（2015）年度は河内長野市は

住民基本台帳に基づく人口の各年度末。大阪府、全国は国

勢調査。令和元（2019）年度のみいずれも住民基本台帳に基

づく人口（１月１日現在） 

実績値 推計値 
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令和 2（2020）年度末 令和 7（2025）年度末 

0-14歳 15-64歳 65-74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者）

総面積

面積（ha） 比率 面積（ha） 比率 面積（ha） 比率 面積（ha） 比率 面積（ha） 比率 面積（ha） 比率 面積（ha）

S52（1977）年 771 7.0% 622 5.7% 7,577 69.1％ 220 2.0% 238 2.2% 1,532 14.0% 10,960

S57（1982）年 665 6.1% 786 7.2% 7,575 69.1％ 263 2.4% 252 2.3% 1,419 12.9% 10,960

S62（1987）年 611 5.6% 888 8.1% 7,568 69.1％ 261 2.4% 303 2.8% 1,329 12.1% 10,960

H4（1992）年 551 5.0% 933 8.5% 7,538 68.8％ 256 2.3% 329 3.0% 1,354 12.4% 10,961

H9（1997）年 530 4.8% 980 8.9% 7,503 68.5％ 254 2.3% 375 3.4% 1,319 12.0% 10,961

H14（2002）年 516 4.7% 1,009 9.2% 7,497 68.4％ 254 2.3% 395 3.6% 1,290 11.8% 10,961

H19（2007）年 505 4.6% 1,031 9.4% 7,479 68.2％ 254 2.3% 427 3.9% 1,265 11.5% 10,961

H24（2012）年 493 4.5% 1,039 9.5% 7,490 68.3％ 253 2.3% 421 3.8% 1,265 11.5% 10,961

H29（2017）年 481 4.4% 1,049 9.6% 7,487 68.3％ 251 2.3% 430 3.9% 1,265 11.5% 10,963

道路 その他農地 宅地 森林 水面・河川・水路

 
■年齢区分別構成比の大阪府との将来推計比較【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．土地利用 
土地利用の推移については、昭和 52（1977）年と平成 29（2017）年

を比較すると、宅地が 622ha から 1,049ha と 1.69 倍に増加する一方、農

地が 771ha から 481ha と 0.62 倍に減少しています。【表１】 

しかしながら、土地利用区分別面積比では山林が 68.3％を占めるなど

（平成 29（2017）年現在）、大阪都心に近い交通至便な地域でありながら

自然豊かな環境に恵まれています【表１】。 

近年、空き家・空き地や農地及び森林における耕作放棄地・管理放棄林

など、土地利用の質的な変化が生じており、適切な対応が求められていま

す。 
 
■土地利用区分別面積・比率の推移【表１】 

 

 

 

 

 

 
※国土利用計画関係資料一部修正。総面積は全国都道府県市町村別面積調 
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※河内長野市は河内長野市推計。大阪府は国立社会保障・人口問題研究所推計より 
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３．財政の状況 

① 歳入の推移 

歳入の状況については、自主財源のほとんどを占める市税収入が、人口減

少や高齢化、地価下落などの影響により減少傾向となっています。一方、依

存財源である地方交付税は、市税の減少などにより、近年は増加傾向にあり

ます【図４】。 

なお、市税については、平成 19（2007）年度、平成 20（2008）年度に、

国税である所得税を減税し、個人市民税を増税したことや定率減税の廃止

といった税制改正により一時的に増加に転じたものの、減少傾向が続いて

おり、特に、団塊の世代が大量に退職し始めた平成 16（2004）年度以降、

府内都市平均と比較すると減少の幅が大きくなっています。ベッドタウン

として発展した本市では、歳入に占める個人市民税の割合が府内都市平均

よりも高いことから、大きな影響を受けたものと考えられます【図５】。 

また、本市は企業が少なく府内都市平均と比較して市民一人当たりの法

人市民税が半分以下であり、固定資産税も大阪市を中心として地価は放射

状に低くなるため、府内都市平均より低くなっています。 

 

■歳入（収入）の推移（普通会計）【図４】 

 

 

 

 

 
 

※財政課資料 

■平成 9（1997）年度を 100 とした場合の市税の指数【図５】 
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② 歳出の推移 

歳出のうち、人件費は、職員数の削減などにより減少傾向にあります。 

また、扶助費（福祉や生活保護にかかる費用）は、平成 21（2009）年度

と比較すると令和元（2019）年度では 1.7 倍と著しく増加しており、児童

福祉費の制度改正や生活保護費の増加などが要因となっています【図６】。

さらに、その他経費に含まれる、介護関係の繰出金も増加してきています。 

今後も人口減少、生産年齢人口（15～64 歳）の減少による市税の減少や

高齢化に伴う社会保障関係経費の増加が見込まれます。 

また、人口急増期に整備された市内の公共建築物をはじめ、道路や橋梁、

上下水道、公園などのインフラ施設などが更新時期を迎え、その改修などの

費用が膨大となることが予測されており、計画的な維持管理・更新を行って

いく必要があります。 

 

■歳出（支出）の推移（普通会計）【図６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 財政の状況 

本市の市債現在高は、新規起債発行の抑制や繰上償還の実施などにより

減少傾向となっています。なお、財政調整基金は、近年では横ばいとなっ

ているものの【図７】、人口減少や少子・高齢化などにより、今後さらな

る厳しい財政状況が予想されることから、可能な限り基金に頼らない財政

運営をめざしています。 

また、財政構造の弾力性（ゆとり）を示す経常収支比率は、団塊の世代

が大量に退職し始めた頃から悪化し、府内都市平均を上回った状態が続

き、平成 21（2009）年度以降 100％前後で高止まりしており、財政の硬

直化が顕著になっています【図８】。 
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本市では、平成 24（2012）年度に策定した「財政体質改善プログラム

（平成 25（2013）年度～平成 29（2017）年度）」に基づき、「経常収支

比率の改善を主眼とした財政構造の弾力化」及び「市債残高の抑制」、「基

金に依存しない財政体質の継続」を目標に掲げ、財政健全化に取り組んで

きました。 

その後も「全庁視点」による横断的な改革を強力に推進するとともに、

予算編成手法として包括予算制度を導入し、「現場視点」による事業の見

直しを行うなどの取り組みを進めていますが、今後も収支均衡の持続可能

な財政運営を行うことが求められています。 

 

■市債現在高及び財政調整基金の推移【図７】 

 

 

 

 

 

 
 

 

■経常収支比率の推移【図８】 
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第３節 市民意識 
 
■調査概要 

調査目的 
河内長野市第５次総合計画の後期基本計画の策定にあたり、

市民の意見を把握し、これからのまちづくりに反映する 

調査時期 令和元（2019）年 10 月 

調査対象 
本市の住民基本台帳に登録されている18歳以上の男女2,000

名を無作為抽出 

回収状況 回収数：922   回収率：46.1％ 
 
■結果概要 

■■■■施策施策施策施策のののの満足度満足度満足度満足度・・・・重要度重要度重要度重要度 

・満足度では「まちなみ・自然・歴史などの景観の美しさ」「騒音・悪臭な

どの少なさ」「歴史文化遺産の保存・活用」などが高く、「商業地の賑わい」

「身近な場での働きやすさ」「バスなどの公共交通サービス」などが低く、

地域資源を活かした良好な環境が一定評価されている一方、利便性や賑

わい、雇用の場に不満を感じている人が多いことがうかがえる。 

・前回調査と比較すると「歴史文化遺産の保存・活用」が上位に入っており、

日本遺産に関連する取り組みなどが市民に浸透していることがうかがえ

る。 

・重要度では「防災」「消防・救急」「防犯」などが高く、「国際交流や多文

化共生社会の推進」「文化芸術活動などの環境」「男女共同参画の推進」「各

種講座や施設など生涯学習の環境」などが低くなっており、安心して暮ら

せる環境を求めるニーズが高いことがうかがえる。 

・「福祉・社会保障に関する分野」では満足度が低く、重要度が高く、「安心・

安全に関する分野」では満足度も重要度も高くなっており特に力を入れ

ていくべき施策。特に満足度が高い「生活環境・景観・自然に関する分野」

は本市の強みとして、さらに活用が期待される。 
    

■■■■定住意向定住意向定住意向定住意向 

・『住み続けたい』市民が５割と前回調査と比べ若干低下しており、性別で

は男性が、年代別では年齢が上がるほど『住み続けたい』の割合が高く、

小学校区別でも割合に差がみられる。 

・住み続けたい理由は「自然環境」「愛着」が高く、前回調査との比較では

「田舎の良さが残っているから」が上昇しており、ゆったりとした暮らし

方に価値を見出す人が増えている。 

・住み続けたくない理由は「買い物や日常生活に不便」「通勤・通学に不便」

などの割合が高く、その他回答では移動や医療に関する内容が多く、生活

の利便性に対する不満がうかがえる。 
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■■■■基本目標基本目標基本目標基本目標１１１１「「「「安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心・・・・支支支支えあいえあいえあいえあい」」」」にににに関関関関するするするする内容内容内容内容    

・「防災」は満足度・重要度ともに高く、力を入れるべき取り組みは「災害

時における連絡体制の充実」「防災資機材の備蓄・整備の充実」など、災

害発生後の対策が求められているとともに、「耐震診断や改修などの補助

制度や施設の耐震化の充実」も高く、地震への不安が大きい。 

・「消防・救急」「防犯」は満足度・重要度ともに高く、安全・安心のまちづ

くりの強化が求められており、力を入れるべき取り組みは「防犯灯や防犯

カメラの設置など、防犯環境の充実」「警察・行政・市民等による情報共

有など、関連機関・団体の連携促進」「地域における見まわりや声掛けな

ど、防犯対策の充実」など、犯罪が起こりにくい地域づくりが求められて

いる。 

・「高齢者・障がい者にとっての暮らしやすさ」「社会保障」では満足度と比

べ重要度が高く、高齢化の進行を見据え、医療体制や介護サービス、地域

における支え合い等の充実や障がい者に対する理解の浸透が求められて

いる。力を入れるべき取り組みは「高齢者や障がい者が入所（入居）でき

る施設の整備」「福祉制度など経済面での生活支援の充実」「休日急病診療

や救急など医療の充実」などの割合が高く、特に「福祉制度など経済面で

の生活支援の充実」「高齢者や障がい者などが生活しやすいバリアフリー

化の推進」は前回調査と比べ割合が高い。 
    

■■■■基本目標基本目標基本目標基本目標２２２２「「「「育育育育み・み・み・み・学学学学び・び・び・び・思思思思いやりいやりいやりいやり」」」」にににに関関関関するするするする内容内容内容内容    

・「小中学校の教育環境」「子育てのしやすさ」「児童に対する福祉」などで

は満足度・重要度ともに比較的高く、子どもを産み育てる環境の充実が求

められており、力を入れるべき取り組みは「いざという時に子ども預けら

れる保育サービスの実施」「子育て家庭に対する経済的支援の充実」や「社

会のルールや命の大切さを学ぶ心の教育の推進」などが高くなっており、

また、「不登校やいじめなどに対応した教育の推進」「子育て家庭に対する

経済的支援の充実」は前回調査と比べ割合が高い。 

・「各種講座や施設など生涯学習の環境」「文化芸術活動などの環境」では重

要度が低く、満足度が高く、一定の評価を受けていることがうかがえる。

力をいれるべき取り組みは「多様なニーズに対応した生涯学習（図書館含

む）の活動ができる機会の確保」「いくつになっても取り組める生涯スポ

ーツ活動の推進」などの割合が高い。 

・「人権の尊重と平和意識の高揚」「男女共同参画の推進」「国際交流や多文

化共生社会の推進」では重要度が低く、力をいれるべき取り組みは「学校

教育における人権教育の充実」「ネット社会における人権擁護活動の推

進」の割合が高い。 
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■■■■基本目標基本目標基本目標基本目標３３３３「「「「潤潤潤潤い・い・い・い・快適快適快適快適・・・・活力活力活力活力」」」」にににに関関関関するするするする内容内容内容内容    

・「自然環境への配慮」「リサイクル施策など循環型社会への取り組み」「ま

ちなみ・自然・歴史など景観の美しさ」は満足度も重要度も高く、力を入

れるべき取り組みは「ごみを減らし、ものを大事に使うライフスタイルの

定着」「公園や緑地などの整備・保全」「リユース（再使用）・リサイクル

など資源循環利用の促進」などの割合が高い。 

・「住環境」「上下水道」などは満足度も重要度も高い一方、「市街地の整備」

「バスなどの公共交通サービス」「道路や橋などの交通網」では満足度が

低く、重要度が高く、生活利便性や移動手段の確保の重要性が高まってい

る。 

・「商業地の賑わい」「身近な場所での働きやすさ」「農林業の振興」「観光事

業」では満足度、重要度ともに低く、力をいれるべき取り組みは「駅周辺

などにぎわいを生む商店の活性化」「歴史・文化・自然などを活かし、交

流人口の増加による観光振興」「企業や研究機関などの誘致」などの割合

が高い。 

    

■■■■包括的政策包括的政策包括的政策包括的政策「「「「都市魅力都市魅力都市魅力都市魅力のののの創造創造創造創造とととと効果的効果的効果的効果的なななな発信発信発信発信」」」」にににに関関関関するするするする内容内容内容内容    

・「都市ブランドの創出・都市魅力の発信」では満足度、重要度ともに低く、

力を入れるべき取り組みは「新規移住者の受け入れ体制の構築」「まちの

魅力の効果的なプロモーション」などの割合が高い。 
    

■■■■まちづくりをまちづくりをまちづくりをまちづくりを支支支支えるえるえるえる政策政策政策政策にににに関関関関するするするする内容内容内容内容    

・「適正で透明性の高い財政運営」では満足度が低く、重要度が高く、力を

入れるべき取り組みは「事務・事業を見直し、必要に応じて統合あるいは

廃止する」「市民ニーズに合わせて市役所の組織を作り直す」などの割合

が高い。 

・地域やまちづくり活動への参加状況では月１回以上の参加は２割弱にと

どまっており、前回調査よりも若干低下しているが、協働を「推進すべ

き」割合は前回調査よりも高い。 
    

■■■■将来将来将来将来のまちののまちののまちののまちの姿姿姿姿、、、、中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地にににに求求求求めるめるめるめる特性特性特性特性にににに関関関関するするするする内容内容内容内容    

・将来のまちの姿について「自然を残した、豊かな田園風景が広がるまち」

「自然や歴史を活かし、多くの観光客が訪れるまち」が高い一方、「大都

市や高速道路へのアクセスがよい交通の便利なまち」が前回調査よりも

高い。 

・中心市街地のまちづくりについて、「現在の空店舗・空地に魅力ある店舗

を誘致し、にぎわいのあるまち」や「高野街道や町家などの歴史的景観を

活かした風情のあるまち」が高い。  
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重
要
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現在の満足度

平均値：平均値：平均値：平均値：2.932.932.932.93

平均値：平均値：平均値：平均値：4.184.184.184.18

Ａ Ｂ

Ｃ Ｄ

■■■■「「「「現在現在現在現在のののの満足度満足度満足度満足度」」」」とととと「「「「今後今後今後今後のののの重要度重要度重要度重要度」」」」のクロスのクロスのクロスのクロス分析分析分析分析    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
エリア 項 目 

Ａ 
早急な対応が 
求められる 

エリア 

７７７７.高齢者にとっての暮らしやすさ／９９９９.社会保障制度／８８８８.障がい者にとっての暮らしやすさ／30303030.
バスなどの公共交通サービス／38383838.適正で透明性の高い財政運営／29292929.道路や橋などの交通網／５５５５.消
費者行政／26262626.市街地の整備 

Ｂ 
より強化される 

ことが期待 
されるエリア 

１１１１.防災／２２２２.消防・救急／３３３３.防犯／13131313.小中学校の教育環境／12121212.子育てのしやすさ／４４４４.交通安全／
11111111.児童に対する福祉／14141414.青少年の健全な育成／22222222.自然環境への配慮／27272727.住環境／31313131.上下水道／
25252525.まちなみ・自然・歴史など景観の美しさ／24242424.騒音・悪臭などの少なさ／23232323.リサイクル施策など
循環型社会への取り組み 

Ｃ 
他項目との優先 

順位を考え 
取り組むエリア 

37373737.行政改革への取り組み／32323232.商業地などの賑わい／35353535.身近な場での働きやすさ／40404040.都市ブラン
ドの創出・都市魅力の発信／36363636.市民同士の連携や市民と行政の協働／33333333.農林業の振興／34343434.観光事
業／18181818.スポーツ施設や活動などの環境 

Ｄ 
安定的な維持が 

期待される 
エリア 

６６６６.地域の支え合い／28282828.公園や緑地などの環境／10101010.健康づくりを進める環境／17171717.歴史文化遺産の
保存・活用／19191919.人権の尊重と平和意識の高揚／15151515.各種講座や施設など生涯学習の環境／20202020.男女共
同参画の推進／16161616.文化芸術活動などの環境／21212121.国際交流や多文化共生社会の推進 

  

【早急な対応が求められるエリア】 【より強化されることが期待されるエリア】 

【他項目との優先順位を考え取り組むエリア】 【安定的な維持が期待されるエリア】 

安心・安全 

に関する分野 

子育て 

に関する分野 

生活環境・ 

景観・自然 

に関する分野 

産業・雇用 

に関する分野 

文化・芸術、共生等 

に関する分野 

福祉・社会保障 

に関する分野 
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第４節 前期基本計画の検証 
 
■実施概要 

実施目的 

前期基本計画において進めてきた各施策の進捗状況の確認、住み

よさ指標の評価、後期基本計画策定に向けた課題や方向性の整理を

行う 

実施時期 令和２（2020）年２～３月 

実施対象 前期基本計画 38 施策の所管課 

調査項目 

【進捗】 

① 現状 ② ５年間の変化（見込みを含む） ③ 課題・方向性 

【評価】 

① 住みよさ指標の実績 ② 指標の状況 ③ 総合評価・評価の理由 

【施策の展開】 

① 実施状況 ② 新たに実施した取り組み ③ 課題 

④ 主な取り組み ⑤ 方向性 

【関連する個別計画】 

① 計画名 ② 計画期間 ③ 変更の有無・内容 

≪評価結果≫ 

■住みよさ指標評価区分 

区分 

A 既に中間値（R2 年度の目標値）を達成している 

B 中間値の達成に向け、概ね順調である 

C 数値は上昇しているが、中間値の達成に遅れがある 

D 数値は下降しており、中間値の達成に遅れがある 

E 数値が大幅に下降している 

■住みよさ指標評価結果 

評

価 

全体 基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 包括的政策 
まちづくりを 

支える政策 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

A 44 33.3% 11 39.3% 9 24.3% 19 37.3% 1 25.0% 4 33.3% 

B 11 8.3% 3 10.7% 1 2.7% 5 9.8% 0 0.0% 2 16.7% 

C 27 20.5% 5 17.9% 10 27.0% 7 13.7% 1 25.0% 4 33.3% 

D 42 31.8% 7 25.0% 12 32.4% 19 37.3% 2 50.0% 2 16.7% 

E 8 6.1% 2 7.1% 5 13.5% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 

計 132 100.0% 28 100.0% 37 100.0% 51 100.0% 4 100.0% 12 100.0% 

  ※割合については、小数点以下を含むため、内訳の合計が 100.0％と一致しない場合があります。 
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■施策の総合評価区分 

区分 

A 
「10 年後のめざす姿」の実現に向けて、予定以上の効果が現れて

おり、進捗は想定以上である 

B 
「10 年後のめざす姿」の実現に向けて、予定通りの効果が現れて

おり、進捗は順調である 

C 
「10 年後のめざす姿」の実現に向けて、一定の効果が現れており、

進捗は概ね順調であるが、一部の取り組みで遅れがある 

D 
「10 年後のめざす姿」の実現に向けて取り組みを進めたが、効果

は限られ、進捗に遅れがある 

E 
「10 年後のめざす姿」の実現に向けて取り組みを進めたが、効果

が現れていない、または取り組みが進んでいない 

■総合評価結果 

評

価 

全体 基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 包括的政策 
まちづくりを 

支える政策 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

A 2 5.3 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

B 17 44.7 6 60.0% 2 20.0% 7 50.0% 0 0.0% 2 66.6% 

C 16 42.1 1 10.0% 7 70.0% 6 42.9% 1 
100.0

% 
1 33.3% 

D 3 7.9 1 10.0% 1 10.0% 1 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 

E 0 0.0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

計 38 100.0 10 100.0% 10 100.0% 14 100.0% 1 100.0% 3 100.0% 

 

  

※割合については、小数点以下を含むため、内訳の合計が 100.0％と一致しない場合があります。 
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第５節 河内長野市の主な課題 

① 急速な人口減少と少子・高齢化への対応 

本市の人口は、平成 12（2000）年をピークに減少に転じ、府内自治体と

比較しても、人口減少が急速に進んでいます。また、昭和 40 年代に開発さ

れた住宅団地を多く抱える本市では、人口急増期に転入した年代が後期高

齢者（75 歳以上）となる中、税収の減少や、地域コミュニティの担い手不

足などによるまちの活力の低下への対応が喫緊の課題となっています。 

人口減少や人口構造の変化に対応した取り組み、人口減少を抑制する取

り組みを進めるとともに、安心して子どもを産み育てるための途切れのな

い支援や女性が働きながら子育てしやすい環境づくり、高齢者が住み慣れ

た地域で元気に生きがいを持って暮らせる社会づくりなど、子どもから高

齢者までライフステージに応じた支援により、誰もが安心して住み続けら

れるまちづくりを進める必要があります。 

また、「河内長野に住みたい、住み続けたい」と思えるまちづくりのため、

子育て支援や教育環境の充実、雇用の創出、都市魅力の創出と発信などに取

り組み、さらなる定住・転入を促進していく必要があります。 

② ぬくもりのある地域社会の構築 

本市では、府内自治体と比較しても高齢化が急速に進んでおり、特に後期

高齢者の増加により、介護や支援を必要とする人の増加が予測されます。そ

のため、健康寿命の延伸に向けた健康づくりや介護予防の推進など、高齢者

自身の取り組みへの支援と合わせ、地域の支えあいの体制づくりが重要と

なります。 

元気な高齢者が地域における支援において活躍できる仕組みづくりも大

切な視点であり、地域包括ケアシステムの深化や認知症対策など、さらなる

取り組みを推進する必要があります。 

また、障がい者に対する支援の充実を図り、可能な限り自立して暮らせる

まちづくりを進めるとともに、ひとり親家庭や生活困窮者などの支援を必

要とする人が安定した生活を送ることができるよう、相談体制や生活支援

の充実を図ることが求められます。 

さらに、一人ひとりの人権を尊重しながら、誰もが雇用の場や地域におい

て活躍でき、ぬくもりを感じることができるよう、地域ごとの特性に応じた

地域共生社会づくりを進める必要があります。 
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③ 安全で安心なまちづくり 

市民の生命と財産を守るため、防災や防犯、感染症対策など、日常生活に

おける安全・安心対策の強化が求められています。 

本市では、市域の大半を占める山間部、丘陵部において、台風や集中豪雨

による土砂災害などへの対応が課題となっており、地域主体による自主防

災組織の活動など、災害対策への意識が高まっていますが、被害を最小化さ

せる「減災」に向け、治山・治水対策や自主的な防災活動の促進など、さら

なる防災対策の充実に向けた取り組みを推進する必要があります。 

また、本市は府内でもトップレベルの犯罪の少ないまちとなっています

が、全国的に子どもや高齢者など社会的弱者を狙った犯罪が目立っており、

引き続き、大阪一犯罪の少ないまちをめざし、防犯対策の強化を図っていく

必要があります。 

さらに、消防・救急体制や医療体制の充実を図るとともに、新型コロナウ

イルスなどの感染症対策や消費者問題への対応、交通安全対策など、あらゆ

る分野において安全で安心なまちづくりを進めていく必要があります。 

④ 自然環境の保全とより良い環境の創造 

本市は、都市近郊でありながら森林に囲まれ、里山や農空間が形成されて

おり、豊かな自然環境やその恩恵である美味しい水や空気は市民にとって

かけがえのない財産となっています。一方で、農林業の担い手の高齢化や後

継者不足などから耕作放棄地や管理放棄林が増加しています。 

また、自然とのふれあいにより、潤いや安らぎを感じられる豊かな市民生

活を実現していくため、森林、河川、農地などの自然環境の保全や活用を行

うとともに、環境美化の推進や美しい景観づくりなど、質の高い、より良い

環境の創造に向けたまちづくりが求められています。 

さらに、持続可能な社会を構築していくため、市民・関係団体・事業者な

どと連携しながら、資源循環や環境負荷の低減に向けた取り組みを推進す

る必要があります。 
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⑤ 地域資源の活用と連携による産業の振興 

後継者不足などにより、商工業事業所数や農林業従事者が減少している

中、本市の資源や魅力を活かした新たな価値の創造をめざして、農林業・商

工業の連携を図り、生産から加工・販売までを効果的・効率的に行うための

取り組みなどを推進するとともに、市民・関係団体・事業者などとも連携し

ながら、生産、消費、雇用などの経済活動が市内で循環するように取り組ん

でいく必要があります。 

また、市域を越えた広域的な産業間の連携により、さらなる相乗効果を生

むことが期待されています。 

今後は、さらに自然や歴史・文化などの地域資源を活かしながら、奥河内

の玄関口である「地域活性・交流拠点（奥河内くろまろの郷）」の活用や観

光振興による交流人口の増加を図るとともに、既存事業者への支援や起業

促進、企業誘致の推進など、市内経済の活性化に向けた取り組みが必要です。 

また、こうした取り組みにより、市内における雇用の場を確保するととも

に、女性や高齢者、障がい者などの就労支援や、これらの取り組みを進める

企業への支援など、誰もが働きやすい環境づくりを進めていく必要があり

ます。 

⑥ 質の高い魅力ある都市づくり 

本市では、人口減少や少子・高齢化が進む中で、河内長野駅周辺の中心市

街地の活性化や、公共交通の維持・発展などによる利便性の確保、住宅団地

等における空き家・空き地への対策が求められており、市民の暮らしやすさ

の維持・向上を図っていく必要があります。 

また、本市の将来的な発展に向けて大阪河内長野線の延伸や堺方面への

アクセス道路など、広域幹線道路網の整備を進めていくとともに、市内交通

網の充実を図る必要があります。 

さらに、自動運転など先端技術の活用を含め、高齢化に対応した公共交通

のあり方の検討が必要です。 

一方、住宅団地等の開発に伴い整備された道路や橋梁、上下水道、公園な

どのインフラ施設、及び公共建築物が老朽化による更新時期を迎えており、

計画的な維持管理・更新を行う必要があります。 

今後も、本市の強みである自然や歴史・文化などの地域資源を活かしなが

ら、美しい都市景観の形成や地域ごとの特性に応じた質の高い魅力ある都

市づくりを進めていく必要があります。 
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⑦ 学びを通した人づくり 

まちの魅力を活かし、まちの活力を維持・向上していくためには、市民力

や地域力を高めることが必要であり、「教育立市」の精神のもと、あらゆる

世代の学びを進めるとともに、学びの成果をまちづくりに活かすことが求

められています。 

とりわけ、次世代を担う人材として、豊かな心とたくましく生きる力を持

った子どもたちを育むため、学校教育環境の充実を図るとともに、家庭や地

域、学校など地域総ぐるみで子育てを担っていく必要があります。 

また、高齢者をはじめ誰もが生きがいを持って健康で充実した生活が送

れるよう、学びの場・機会の創出、文化活動やスポーツの振興を図っていく

必要があります。 

さらに、全国有数の文化財や本市の伝統、文化を大切にし、文化庁から認

定された日本遺産のストーリーに基づき、ふるさとや地域への愛着と誇り

を高める取り組みを推進するとともに、これら資源を効果的にまちづくり

に活用していく必要があります。 

⑧ 市民主体の地域づくり 

地域によって地理的条件や生活状況が異なる本市では、地域ごとの特性

を踏まえた対応が求められており、様々な地域課題に対して市民自ら考え

実行していくことで、自治意識の向上を図り、地域力を高めていくことが必

要となっています。 

しかしながら、全国的な傾向と同様、本市においても自治会加入率が低下

しており、担い手不足や地域のつながりの希薄化が懸念され、地域コミュニ

ティの活性化が課題となっています。 

そのため、今後さらに、自治会への加入促進をはじめ、自治会や地域まち

づくり協議会等のコミュニティ活動への支援などを通じて、特に若い世代

を含め、誰もが地域社会に参加できる仕組みづくりを行うとともに、まちづ

くりへの主体的な参画を促進し、コミュニティ組織やＮＰＯ、企業などの多

様な主体の連携を図りながら、市民一人ひとりが、元気で住み良い、市民主

体の地域づくりを進めていく必要があります。 
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⑨ 協働によるまちづくり 

市民のまちづくり意識が高まる中で、多様化・高度化した市民ニーズに効

果的・効率的に対応していくためには、行政に委ねられてきたこれまでの公

共に対して、共にまちづくりを推進する担い手として、ＮＰＯや事業者など

多様な主体が、公共あるいは公共的分野の運営に関わり、行政だけでは生み

出すことのできない新たな価値やサービスを創造していくことが求められ

ます。 

そのため、それぞれの主体がまちの課題や、まちづくりの方向性を共有し、

お互いに信頼関係を築きながら、当事者意識や共感の輪を広げていくこと

で、協働によるまちづくりを進めていく必要があります。 

⑩ 健全で効率的な行政運営と広域連携の推進 

本市が将来にわたり発展していくには、人口減少や少子・高齢化への対応

をはじめ、多様化・高度化する市民ニーズに対応していくことが必要です。 

また、地方分権改革により市町村への事務や権限が積極的に移譲されて

いく中で、新たな時代に対応し、まちの魅力を向上していくため、行政評価

を踏まえた「選択と集中」による成果重視の効果的な行政運営を行うととも

に、情報格差の解消や個人情報の保護等に対応した ICT や RPA など先端技

術の活用など、利便性の高い新たなサービスの展開を図ることにより、効果

的・効率的な行政運営を推進する必要があります。 

さらに、市民サービスを安定的・継続的に提供していくためには、財源の

確保や公共施設などの計画的な維持管理・更新などに取り組み、安定した財

政基盤を確立していく必要があります。 

あわせて、広域的な課題に対応していくため、近隣市町村や関係機関との

連携を図りながら、経済、観光、文化、交通、医療など幅広い分野において、

広域連携を推進する必要があります。 
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Ⅱ 後期基本計画 
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第１章 後期基本計画について 
 
第１節 後期基本計画の考え方 
 

基本計画は、基本構想に基づき、将来人口と都市空間に関する施策の方向

性や、今後の財政運営の考え方等を示すとともに、基本構想に示したまちづ

くりの方向とまちづくりを支える政策に基づき、まちづくりの分野ごとに施

策及び事業の体系を示す分野別計画と、小学校区ごとの地域づくりの方向を

示す地域別計画で構成します。 

分野別計画は、施策ごとの方向性を明らかにするとともに、令和３（2021）

年度～令和７（2025）年度までの後期５年間の主な取り組みを示します。 

地域別計画は、小学校区ごとの地域特性を活かし、地域の実態に合った地

域づくりを進めるため、めざすべき地域の将来像の実現に向け、主にソフト

面について、市民が主体的に行う取り組みや地域と行政が協働して行う取り

組みを示します。 

また、本計画を着実に推進していくため、施策の選択と集中を図るととも

に、予算との連動性を強化しながら、行政評価を活用したＰＤＣＡサイクル

に基づく進行管理の徹底を図ります。 
 

第２節 SDGs の視点について 

平成 27（2015）年に国連サミットで採択された SDGs（Sustainable 

Development Goals-持続可能な開発目標）は、世界が抱える問題を解決するた

め、持続可能な社会をつくる 17 の目標と 169 のターゲットを定めており、国

では「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現をめ

ざし、経済、社会、環境をめぐる幅広い分野の課題に対して総合的に取り組む

こととされています。 

地方自治体においても「地方創生の深化に向けて中長期を見通した持続可能

なまちづくりが重要」「自治体における SDGs の達成に向けた取り組みは地方

創生の実現に資する」とされており、経済、社会、環境の調和による持続可能

なまちづくりを進めることが求められています。 

本市では「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会」を実

現するという国際社会の目標達成に寄与するため、基本施策と SDGs に掲げら

れた 17 の目標との関連性を整理するとともに、SDGs の達成に向けた取り組

みを後期基本計画に位置付け、持続可能なまちづくりを進めます。 
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第２章 将来人口と都市空間形成 
 
第１節 将来人口 
 
１．定住人口 

 

定住人口：令和７（2025）年度末 『9.7 万人』 を想定 
 

人口減少、少子・高齢化が続く中、人口減少の抑制を図るとともに、人口構

造の変化に対応した地域づくりが必要です。 

本市では、出生率の向上や若年層の転出超過を改善することで、高齢者を支

える世代の比率を維持しながら、令和７（2025）年度末の定住人口の想定を約

97,000 人とします。 

そのため、結婚・出産・子育てへの切れ目のない支援による出生率の向上や、

働きやすさ、暮らしやすさの向上により定住・転入促進を図るとともに、人口

構造が変化したとしても、誰もが住み続けられる地域づくりをめざして健康づ

くりや福祉、安全・安心に関する施策など、「第２期総合戦略」に基づく取り

組みとの整合を図りながら各種施策を推進します。 

なお、令和７（2025）年度末以降の長期的な将来の人口展望については、「河

内長野市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」において定めています。 
 

■年齢３区分別人口の想定 

 実績 想定 

H27（2015）年度末 R７（2025）年度末 

0～14 歳 
人数 12,005 人 9,769 人 

構成比 11.0% 10.1% 

15～64 歳 
人数 63,044 人 50,130 人 

構成比 57.8% 51.7% 

65～74 歳 
人数 18,733 人 14,282 人 

構成比 17.2% 14.7% 

75 歳以上 
人数 15,257 人 22,768 人 

構成比 14.0% 23.5% 

合計人数 109,039 人 96,949 人 

【想定人口の設定根拠】 

・合計特殊出生率を令和 12（2030）年度末に 1.80 となるよう段階的に上昇させ設定 

・子育て世代（25～39 歳）の移動率を１/２に縮小して設定 

・高齢層（75 歳以上）の生存率を府内トップレベルに設定 
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（１）出生率の向上 
子どもを安心して産み育てることができるよう、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない支援を行うとともに、家庭と保健・福祉・医療・教育機

関との連携を充実することで、子育てをしやすい環境づくりを行います。 

あわせて、魅力ある教育の推進や雇用の確保と就労・労働環境の充実を図

るなど、子育て世代の暮らしやすさを高めることにより、出生率の向上をめ

ざします。 

 

施策№11 児童福祉の推進 施策№12 子育て支援の充実 

施策№13 学校教育の充実 施策№14 青少年の健全育成の推進 

施策№19 男女共同参画の推進 

 

施策№34 雇用の確保と就労・ 

労働環境の充実 

【「河内長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における主な位置づけ】 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

（２）定住・転入促進 
若い世代の定住を促進するため、安定した魅力あるしごとづくりが必要

であることから、地域資源の活用による商工業や農林業、観光の分野にわた

る産業の振興を図るとともに、雇用の創出・確保に取り組みます。 

また、本市の恵まれた自然・歴史・文化や、良好な住環境などの地域資源

を活かし、子どもや若者の郷土愛を育むとともに、本市への良いイメージを

定着・発信することで、定住促進やＵ・Ｉ・Ｊターンなどの市外からの転入

促進を図ります。 

 

施策№13 学校教育の充実 施策№25 市街地整備の推進 

施策№26 住宅環境の充実 施策№31 商工業の振興 

施策№32 農林業の振興 施策№33 観光の振興 

施策№34 雇用の確保と就労・労働

環境の充実 

施策№35 都市ブランドの構築と 

魅力発信 

 

【「河内長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における主な位置づけ】 

基本目標１ 安定した雇用を創出する 

基本目標２ 新しいひとの流れをつくる 
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（３）誰もが住み続けられる地域づくり 

子どもから高齢者まで、誰もが生きがいを持って、安全・安心に暮らし続

けることができるよう、健康づくりの推進や防災・防犯対策などに取り組み

ます。 

また、人口減少への対応として、空き家対策やコンパクトな都市づくりに

取り組むとともに、協働の促進や地域コミュニティの活性化を推進し、地域

活力の維持・向上を図ります。 

 

施策№１ 危機管理・防災対策の推進 施策№３ 防犯対策の推進 

施策№６ 地域福祉の推進 施策№７ 高齢者福祉の充実 

施策№10 健康づくりの推進と 

医療体制の充実 

施策№25 市街地整備の推進 

施策№26 住宅環境の充実 施策№29 公共交通の充実 

施策№36 協働の推進と地域コミュニティ 

の活性化 

施策№38 健全な財政運営の推進 

 

【「河内長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における主な位置づけ】 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、 

地域と地域を連携する 

 

２．活動人口 

（１）活動の場や機会の創出、活動参加の促進への支援 

学習の成果を地域活動の解決や地域の活性化につなげていくため、くろ

まろ塾講座の充実に加えて、庁内各課や地域活動団体・ボランティア等の外

部団体との連携を推進し、学びの場を通じた学習の場の確保や人材の育成

などを図ります。 

また、自治会や各種団体、ＮＰＯなどが行う、コミュニティ活動や市民公

益活動への支援を充実するとともに、多様な主体による協働を促進し、市民

のまちづくりへの主体的な参画を促します。 

さらに、市外の人も含めて、関係人口として本市に関わりを持ってもらえ

る人を増やし、まちの活力の向上につなげます。 

 

施策№15 生涯学習の推進 

施策№36 協働の推進と地域コミュニティの活性化 
 
【「河内長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における主な位置づけ】 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、 

地域と地域を連携する  
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第２節 都市空間形成 
 
１．将来都市構造 

本市がめざすべき都市空間の将来の姿について、具体的な形や規模、配置

や仕組みなどの都市構造を示します。 
 

集約連携都市（ネットワーク型コンパクトシティ） 

 
市内を南北に鉄道が貫き、５つの谷や丘陵部を切り開いた住宅地が広範

囲に広がる本市の特徴を踏まえ、地域資源を活用しながら、地域の実情に即

した地域主体のきめ細かなまちづくりを推進し、「拠点」と「ネットワーク」

により構成する集約連携都市（ネットワーク型コンパクトシティ）をめざし

ます。 
 

（１）拠点の形成 

主要３駅周辺を「都市拠点」（河内長野駅）及び「地域拠点」（千代田駅、

三日市町駅）と位置づけ、行政サービスや生活利便施設などの都市機能を集

積し、拠点を中心に歩いて暮らせるまちづくりを進めます。また、都市機能

の拠点として、「行政拠点」、「消防・防災拠点」、「地域活性・交流拠点」を

位置づけます。 

さらに、南花台を周辺の開発団地の拠点である「丘の生活拠点」として位

置づけるとともに、開発団地や既存集落などには、必要に応じて地域の実情

に即した「小さな拠点」を設置し、日常生活サービスの補助や福祉・コミュ

ニティの拠点としての機能の充実を図ります。 

（２）地域圏の形成 

「都市拠点」「地域拠点」を核として、公共交通ネットワークでつながる

まとまりを「地域圏」と設定し、地域圏内（開発団地・既存集落）の住民が

将来にわたって拠点の都市機能を利用できるよう、公共交通サービスを維

持・発展させます。また、それぞれの地域圏で不足する機能やサービスなど

は、地域圏同士で相互に連携しながら確保・維持します。 

さらに、居住地域から離れたところに産業集積を図る「活力創造ゾーン」

を設定し、企業誘致の推進や雇用の創出により人口減少の抑制を図ります。 

（３）ネットワークの形成 

「拠点」と市民生活が営まれるそれぞれの生活圏を含む「地域圏」、「地域

圏同士」「市外との広域連携」など、道路や公共交通などの交通基盤、人的

資源や地域のつながりを含めた、人、モノ、情報の交流が行われるネットワ

ークを形成し、それぞれが有機的に連携・補完することで、質の高い暮らし

を創出します。  
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■将来都市構造図 
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２．土地利用の方針 

（１）「まち」の土地利用 

① 拠点 

◇鉄道・バス交通、商業施設等の都市機能が集積する河内長野駅周辺を都市

拠点、行政サービスが集積する市役所周辺を行政拠点と位置づけます。 

◇千代田駅周辺、三日市町駅周辺は、それぞれの地域特性に合わせ、商業や

日常生活サービス機能等を集約していく地域拠点とします。 

◇南花台の中心地は、幹線沿道も含めた商業集積を活かし、周辺地域の生活

を支える「丘の生活拠点」と位置づけ、多世代が住み慣れた場所で安心し

て住み続けられるまち（スマートエイジング・シティ）の形成に取り組み

ます。 

② 住環境 

◇拠点周辺市街地では、教育・医療・福祉施設や住宅など様々な機能の立地

誘導を推進するとともに、若者から高齢者まで、駅から歩いて暮らせるま

ちをめざします。 

◇住宅を基本としながら商工業も点在する既成住宅地では、良好な住環境

を確保します。 

◇郊外部の丘陵地の住宅地は良好な住環境の保全に努めるとともに、地域

の魅力向上に向け、空き家・空き地などの活用や、貸庭・貸農園・出張販

売ステーションなどの土地の有効利用を検討し、地域コミュニティの維

持・再生を図ります。 

◇本市の財産である自然資源の「緑」をより特徴づけ、まちの品格を高める

要素となっている傾斜地における緑地は、グリーンベルトとして保全に

努めます。 

◇郷土への愛着心の醸成や地域コミュニティの活性化、交流人口増加を図

るため、旧高野街道などの歴史文化資源を活用するとともに、景観保全の

ルール作りや地区計画の策定も含め、まち並みの保全等について取り組

みを進めます。 

③ 産業 

◇現に工場地と住宅地が混在する工業地を住工共生地として設定し、操業

環境と住環境の共生を図る地域や操業環境を守る地域に分類し、計画的

な環境整備を推進します。 

◇工業団地などは、産業集積地に設定し、工場等が集まる機能的な操業環境

の維持を図ります。 
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（２）「里」の土地利用 

① 拠点 

◇奥河内ビジターセンターや地産地消レストラン、農産物直売所をはじめ、

地域活性・交流施設が集積する地区を地域活性・交流拠点（奥河内くろま

ろの郷）に位置づけ、広域的な交流を推進する拠点とします。 

◇消防本部・消防署が立地する地区を、消防・防災拠点と位置づけ、大阪河

内長野線・堺アクセス道路の整備と合わせ広域的な防災の役割を担う拠

点とします。 

② 住環境 

◇５つの谷筋に点在する集落地では、良好な住環境の保全や自然や歴史な

どの特性を活かしたまちづくりに努めるとともに、集落の活力維持・向上

を図り、地域の生活環境を向上します。 

◇ふるさと景観を有する里山は、生物多様性の確保、良好な景観形成、市民

のレクリエーションなど、多面的な機能の保全・活用を推進します。 

◇本市の財産である自然資源の「緑」をより特徴づけ、まちの品格を高める

要素となっている傾斜地における緑地は、グリーンベルトとして保全に

努めます（再掲）。 

③ 産業 

◇農業地域では、食料などの安定供給、良好な景観形成、市民のレクリエー

ションなど多面的な機能を有する貴重な農地の保全・活用を推進します。 

◇ふるさと農道などの沿道では、地権者や営農者の意向や暮らしに配慮し

つつ、市全体の活性化、農林業の振興に資する施設の立地などについて検

討を進めます。 

◇活力創造ゾーンでは、本市の活性化に寄与する産業・ものづくりの拠点と

して、農地保全、営農環境の保全に十分配慮しつつ、有効な土地利用を推

進します。 

◇社会情勢や地域のまちづくりの機運の高まりに伴い開発の可能性が高い

地域は、周辺地域の環境に配慮した産業施設・地域活性化施設の立地誘導

を推進します。 

（３）「森」の土地利用 

◇本市の約７割を占める森林については、林業の生産の場、良好な景観の形

成、レクリエーションや観光の場、保水など多様な公益的機能を有するこ

とから、保全・活用を推進します。 

◇金剛生駒紀泉国定公園の一部となっている市域南部については自然公園

地域として保全します。 
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第３章 財政計画 
 
第１節 本市の財政状況 

人口減少、少子・高齢化が進行している本市においては、生産年齢人口の減

少等により自主財源の大半を占める市税収入の減少が予測される一方、高齢者

の医療・介護にかかる社会保障関係経費の増大が懸念されます。また、今後、

人口増加期に整備を行った公共施設等の更新にかかる経費の増大も財政を圧

迫する要因となります。 

現在、本市では行政経営改革プランに基づき、安定した財政運営に取り組ん

でいますが、市債の現在高は減少傾向にあるものの、経常収支比率は依然とし

て高く、非常に硬直した状況となっています。また、財政調整基金については、

必要に応じて取り崩しを行っていますが、今後さらなる厳しい財政状況が予測

される中で、可能な限り基金に頼らない財政運営が求められています。 

このような厳しい状況を改善していくためには、今後の財政収支を踏まえ、

選択と集中による効果的・効率的な財政運営がより一層必要となっています。 

 
第２節 今後の財政運営の考え方 

財政計画に定める財政収支の見通しについては、歳入は定住人口の想定を考

慮した上で一定の推計を行っていますが、歳出は社会経済動向や国・府の方針、

新型コロナウイルス感染症の影響など、予測が困難な要因が大きいことから、

収支の均衡という前提に立ち、歳入の範囲内で歳出予算を組むことを財政運営

の基本とします。 

今後、人口減少や高齢化により、市税の減少などの歳入の減少が予測される

中で、社会保障関係経費の増加や、公共建築物やインフラ施設の維持管理・更

新などの課題に対応するとともに、新たな課題への対応や本市の発展に向けた

まちづくりを推進していく必要があります。 

そのため、歳入面では、定住・転入の促進や産業振興等により市税の増加を

図るなど、さらなる財源の確保に努めるとともに、歳出面では、効果的・効率

的な行政運営を推進し、行政評価を活用した事業の見直しや、施策の選択と集

中を図ることにより、総合計画を着実に実行していくこととします。 
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第４章 分野別計画  
第１節 分野別計画の趣旨と概要 

１．分野別計画の趣旨と内容 
分野別計画は、基本構想に示した「まちづくりの方向」と「まちづくりを

支える政策」に基づき、基本理念や将来都市像などを実現するため、まちづ

くりの分野ごとに施策、主な取り組みの体系を示し、本市のまちづくりを計

画的に推進するために策定するものです。 

それぞれの施策については、現状と課題を踏まえ、めざす姿と住みよさ指

標を設定するとともに、その達成に向けた効果的な施策の展開などを示しま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．分野別計画の期間 
分野別計画は、施策ごとの方向性を明らかにするとともに、施策の展開に

ついては令和３（2021）年度～令和７（2025）年度までの後期５年間を対象

とします。 

 

３．地域別計画との関係 
分野別計画では、まちづくりの分野ごとに「めざす姿」を設定し、その実

現に向けて行政が主体となって取り組む施策や主な取り組みなどについてま

とめています。 

一方、地域別計画は、地域のめざす将来像に向けて、市民が主体的に取り

組むものや市民と行政の協働による取り組みをまとめています。また、地域

別計画には「地域づくりを支える主な施策」として、分野別計画に示してい

る関連施策をまとめており、地域別計画との連携・調整を図りながら、地域

特性に合った効果的なまちづくりを進めていきます。 

基本計画 

総合計画 

分野別計画（分野別計画（分野別計画（分野別計画（38383838 施策）施策）施策）施策）    

●現状と課題 

（現状やこれまでの取り組み、今後の課題や取り組みの方向） 

●めざす姿             ●住みよさ指標 

●施策の展開（主な取り組み・内容） ●関連する個別計画 

基本構想 

実施計画 

地域別計画地域別計画地域別計画地域別計画    
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第２節 分野別計画の体系 

１．まちづくりの方向  
基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 
施策№１危機管理・防災対策の推進 施策№２消防・救急・救助体制の強化 
施策№３防犯対策の推進 施策№４交通安全対策の推進 施策№５消費生活の安定と向上 

 
分野別政策２ みんなで共に支えあう福祉の充実と仕組みづくり 
施策№６地域福祉の推進 施策№７高齢者福祉の充実  
施策№８障がい者福祉の充実 施策№９社会保障制度の適正な運営 

 
分野別政策３ 誰もが元気で暮らせる健康づくり 
施策№10 健康づくりの推進と医療体制の充実   
 

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 
分野別政策４ 子どもが健やかに育つ環境の整備 
施策№11 児童福祉の推進 施策№12 子育て支援の充実 

 
分野別政策５ ふるさとへの誇りを高め未来を拓く教育の推進 
施策№13 学校教育の充実 施策№14 青少年の健全育成の推進 

 
分野別政策６ 生涯にわたる多様な学びの推進 
施策№15 生涯学習の推進 施策№16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興 
施策№17 生涯スポーツ活動の振興 

 
分野別政策７ 一人ひとりを大切にする思いやりのあるまちの推進 
施策№18 人権と平和の尊重 施策№19 男女共同参画の推進  
施策№20 多文化共生と国際交流の推進 

 
基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策８ 豊かな自然と暮らしが調和する環境づくり 
施策№21 自然環境の保全・活用 施策№22 循環型社会の構築 
施策№23 快適な生活環境の確保 施策№24 魅力的な景観の形成 

 
分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
施策№25 市街地整備の推進 施策№26 住宅環境の充実 施策№27 公園・緑地の整備 
施策№28 道路基盤の整備 施策№29 公共交通の充実 施策№30 上下水道の整備 

 
分野別政策 10 にぎわいと活力を創造する地域産業の振興 
施策№31 商工業の振興 施策№32 農林業の振興 施策№33 観光の振興 
施策№34 雇用の確保と就労・労働環境の充実 

 
包括的政策 都市魅力の創造と効果的な発信 
施策№35 都市ブランドの構築と魅力発信 

 
２．まちづくりを支える政策  

 
基本政策１ 協働によるまちづくり 

施策№36 協働の推進と地域コミュニティの活性化 
 

基本政策２ 「選択と集中」による行政運営の推進 

施策№37 効果的・効率的な行政運営の推進 
 

基本政策３ 安定した財政基盤の確立 

施策№38 健全な財政運営の推進  
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第３節 分野別計画について 

※分野別計画の見方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

政策実現に向けた施策の名称です。 

施策に関する本市の現状やこれまでの取り組みにつ

いて記載しています。 

施策に関する本市の今後の課題や取り組みの方向

について記載しています。 

施策を実施することで 10 年後（令和７（2025）年度）

のめざす姿を記載しています。 

関連する SDGｓの目標を

記載しています。 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

自主防災組織化率 61.3％ 80％ 68.9％ 100％ 
地域防災活動参加者数 5,725 人 6,700 人 3,885 人 4,000 人 
（参考）「防災」に関する市民満足度 19.2％ 30.0％ 18.1％ 40.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

防災意識の普及・啓発 

危機管理課 内 

容 

充 
継 
継 

・地域主体の防災訓練支援の強化 

・地域防災計画の見直し 
・防災ガイドマップや地域版ハザードマップ作成 

２ 

防災組織の強化 

危機管理課 

全課 
内 

容 

充 
充 
充 
充 
継 
充 

・自主防災組織の育成及び充実・強化 
・避難所運営体制の充実と周知促進 
・避難所運営マニュアルの作成支援 
・情報伝達手段の多重化・多様化の促進 
・災害時相互応援協定を締結している市との連携強化 
・事業者との災害時協力体制の構築 

３ 

災害応急対策の充実 

危機管理課 

全課 
内 

容 
充 
継 
継 
継 

・災害時備蓄物資計画に基づく食糧品、備品等の充実 
・全庁的な事業継続計画（ＢＣＰ）に基づく取り組みの推進 
・避難行動要支援者の把握と適切な支援体制の構築 
・マンホールトイレの整備 

４ 

土砂災害、河川災害対策の推進 
公園河川課 

農林課 
内 

容 

継 
継 
充 

・急傾斜対策施設及び砂防施設の整備 
・森林、河川の整備・管理による治山・治水対策の推進 
・調整池の機能回復、排水路の改良、排水機能の向上 

５ 

危機管理対策の推進 

危機管理課 

健康推進課 
内 

容 

継 
継 
充 
継 
充 
継 
継 

・職員の危機管理能力の向上のための研修及び訓練の実施 
・広報等による危機管理意識の周知啓発 
・市民・関係団体・事業者・関係機関との情報共有及び情報提供体制の充実 
・国民保護計画及び国民保護措置実施マニュアルの見直し 
・避難勧告等判断伝達マニュアル等（備蓄、感染症対策含む）の運用 
・感染症予防に向けた周知啓発及び医師会等との連携強化 
・生活安全対策の推進 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市国民保護計画 H28（改訂）～ 

河内長野市新型インフルエンザ等対策行動計画 H26～ 

河内長野市地域防災計画 R３～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の目標を指標化しています。基準値は、前期基本計画作成時点の数値を記載し

ています。目標値は計画の最終年次である令和７（2025）年度末時点の数値としてい

ます。 

施策実現に向けて、後期５年間で取り組む主な取り組み内

容や、主な担当課を記載しています。なお、取り組み内容に

ついては、新（新規）、充（充実）、継（継続）に区分していま

す。 

施策に関連する個別計画について、計画名

と計画期間を記載しています。 
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施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・風水害、地震などの自然災害をはじめ、大規模事故やテロ、感染症など、市

民の生命及び財産に被害を及ぼす危機事象が多様化しており、防災・危機管

理体制を強化するとともに、自助・共助の取り組みが大切となっています。 

・市域の大半を山間部や丘陵部が占め、土砂災害による被害が想定されるため、

土砂災害特別警戒区域内の住宅の移転及び補強促進や危険性の高い箇所へ

の対策、防災機能を有する森林の維持管理・間伐などについて、大阪府等と

の連携を図りながら進めています。 

・市民の防災意識向上をはじめ、地域における自主防災組織の推進と協議会と

の連携や市民・関係団体・事業所・行政などが一体となった防災・救助活動

体制の整備、避難行動要支援者への支援体制、避難所の機能等の充実など、

減災の取り組みを進めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・熊本地震や大阪北部地震などの教訓を活かし、大規模災害の発生に備えた体

制や避難所の整備を図ります。 

・本市では、特に土砂災害や水害等への対応が課題であり、森林整備による治

山対策や河川機能の維持管理のため護岸工事、河川水量を調整するための調

整池の機能回復等の治水対策とともに、大阪府と協力しながら急傾斜地崩壊

対策やため池の適正な管理及び保全などに取り組んでいきます。 

・地域防災力の向上（自助・共助への意識改革）をめざし、防災に対して市民

一人ひとりの取り組みや、地域が協力して取り組むことが重要なことから、

家庭や学校、地域などでの防災啓発の取り組みへの支援を継続して行ってい

くとともに、自主防災組織の充実強化や避難行動要支援者支援制度の定着化、

避難所の運営体制・備蓄の充実など、地域防災力の強化を図ります。 

・市の危機管理対応力の向上（公助力の強化）をめざし、地域防災計画に基づ

く災害予防対策を進めるため、全庁的な事業継続計画（ＢＣＰ）や受援計画

等を運用するとともに、職員の危機管理能力の向上を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
あらゆる危機事象に対して、市民・関係団体・事業所・行政などが連携し、

組織的で、迅速かつ的確に対応できる危機管理体制が確立されるとともに、市

民の危機管理などに対する意識啓発が進むことで、市民の安全・安心を確保し、

被害を最小に抑えることができる防災体制が整っています。 

また、風水害被害の未然防止に向け、土砂災害対策や治山・治水対策が図ら

れています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

自主防災組織化率 61.3％ 80％ 68.9％ 100％ 
地域防災活動参加者数 5,725 人 6,700 人 3,885 人 4,000 人 
（参考）「防災」に関する市民満足度 19.2％ 30.0％ 18.1％ 40.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

防災意識の普及・啓発 

危機管理課 内 

容 

充 
継 
継 

・地域主体の防災訓練支援の強化 
・地域防災計画の見直し 
・防災ガイドマップや地域版ハザードマップ作成 

２ 

防災組織の強化 

危機管理課 

全課 
内 

容 

充 
充 
充 
充 
継 
充 

・自主防災組織の育成及び充実・強化 
・避難所運営体制の充実と周知促進 
・避難所運営マニュアルの作成支援 
・情報伝達手段の多重化・多様化の促進 
・災害時相互応援協定を締結している市との連携強化 
・事業者との災害時協力体制の構築 

３ 

災害応急対策の充実 

危機管理課 

全課 
内 

容 

充 
継 
継 
継 

・災害時備蓄物資計画に基づく食糧品、備品等の充実 
・全庁的な事業継続計画（ＢＣＰ）に基づく取り組みの推進 
・避難行動要支援者の把握と適切な支援体制の構築 
・マンホールトイレの整備 

４ 

土砂災害、河川災害対策の推進 
公園河川課 

農林課 
内 

容 
継 
継 
充 

・急傾斜対策施設及び砂防施設の整備 
・森林、河川の整備・管理による治山・治水対策の推進 
・調整池の機能回復、排水路の改良、排水機能の向上 

５ 

危機管理対策の推進 

危機管理課 

健康推進課 
内 

容 

継 
継 
充 
継 
充 
継 
継 

・職員の危機管理能力の向上のための研修及び訓練の実施 
・広報等による危機管理意識の周知啓発 
・市民・関係団体・事業者・関係機関との情報共有及び情報提供体制の充実 
・国民保護計画及び国民保護措置実施マニュアルの見直し 
・避難勧告等判断伝達マニュアル等（備蓄、感染症対策含む）の運用 
・感染症予防に向けた周知啓発及び医師会等との連携強化 
・生活安全対策の推進 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市国民保護計画 H28（改訂）～ 

河内長野市新型インフルエンザ等対策行動計画 H26～ 

河内長野市地域防災計画 R３～ 
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施策 No.２ 消防・救急・救助体制の強化 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・近年、地震をはじめ台風や局地的な集中豪雨による大規模な自然災害のほか、

雑居ビルなどでの火災など、災害や火災が大規模化、多様化しており、建物

の複雑化・高層化や、高齢化による救急出動件数の増加などに対応するため、

消防・防災拠点を整備するとともに、高機能消防指令センターの更新・整備

などによる消防情報通信体制の強化や消防職員の技能向上を図っています。 

・住宅火災による被害及び死傷者低減のため、住宅用火災警報器の普及など火

災予防の啓発活動や、地域防災の要となる消防団員に対する訓練の充実化並

びに施設・設備の整備を計画的に実施し、地域の総合的な防災力向上を図っ

ています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・災害や火災などに迅速かつ的確に対応できるよう、市民・関係団体・事業者・

関係機関との連携強化を図るとともに、消防職員の資質向上や施設、設備等

の機能充実など、消防・救急・救助体制の整備を進めます。 

・住宅用火災警報器の設置促進などの各種住宅防火対策や市民の防火防災意

識の高揚を図るとともに、違反対象物公表制度の施行による意識啓発や防火

対象物や危険物施設の立入検査体制の充実・強化を図ります。 

・消防広域化の進捗を見据えながら状況に応じた消防力の強化に取り組むと

ともに、消防団を核とした地域防災力の向上を図るため、消防団員の加入促

進や装備・教育訓練を充実・強化します。 

・高齢化や市民意識の変化等による救急需要の増加に対応するため、救急・救

助体制の充実・強化を図ります。 

・急病患者等の発生時に市民の誰もが応急処置ができるよう、救命知識や技術

の普及を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
大規模災害への対応も含め、市内全域で消火・救急・救助事案に速やかに対

応できる体制が整備されるとともに、市民の防火意識向上や応急処置などの知

識や技術が普及し、市民が安心して暮らしています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

出火率（人口１万人当たり

の出火件数） 

2.88 

件／万人 

2.00 

件／万人 

1.43 

件／万人 

0.00 

件／万人 

住宅用火災警報器設置率 82.0％ 92.0％ 86.7％ 100％ 

救命講習等の延べ受講者数 23,500 人 38,500 人 39,047 人 53,500 人 

（参考）「消防・救急」に関する市民満足度 28.6％ 33.6％ 27.2％ 38.6％ 
 
  
◇施策の展開 
 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

消防体制の強化 

消防本部 内 

容 

継 

充 

充 

新 

・消防職員の資質向上 

・消防団の人員確保・体制の充実 

・消防団との連携強化 

・消防広域化の検討 

２ 

消防施設・設備の適切な運用 

消防本部 内 

容 

継 

充 

継 

・消防通信指令システムの適切な運用 

・消防車両の更新・充実、消防資器材の整備及び充実・強化 

・消火栓や防火水槽など消防水利の確保 

３ 

火災予防対策の推進 

消防本部 内 
容 

継 

継 

充 

・住宅用火災警報器の設置促進 

・市民、事業所などの防火意識の高揚に向けた啓発 

・防火対象物及び危険物施設等への立入検査の強化 

４ 

救急・救助体制の推進 

消防本部 内 

容 

充 

充 

継 

・救急需要の増加への対応強化 

・救急救命士等の計画的な養成と救急・救助資機材の充実強化 

・応急手当の普及啓発による救命率の向上 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市地域防災計画 R３～ 
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施策 No.３ 防犯対策の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・子どもや高齢者等を狙った犯罪が社会問題化し犯罪のない地域社会づくり

への取り組みが求められている中で、本市では、警察や防犯協議会など生活

安全に関係する団体と連携して、防犯に関する啓発や地域の防犯活動の支援

を行うことで、犯罪発生率が低いまちを維持しています。 

・夜間の犯罪防止のため、防犯灯を整備するとともに、自治会等が管理する防

犯灯への維持管理経費の一部補助やＬＥＤ化などの取り組みを進めていま

す。 

・自主防犯活動推進事業への助成や自治会による防犯カメラ設置への補助、安

全・安心パトロール、防犯声かけ運動などによる地域における防犯意識の向

上を図っています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・地域社会の連帯感の希薄化による地域の犯罪防止機能の低下を防ぐため、防

犯協議会との連携等を行い市民参加による地域防犯力の向上を図ることが

必要です。 

・安心して暮らせる犯罪のない明るいまちづくりのため、市民一人ひとりの防

犯に関する意識の高揚や知識の普及、地域の自主防犯活動の支援などを推進

します。 

・大阪一犯罪の少ない都市をめざし、防犯カメラ設置台数の増加や特殊詐欺等

への対策支援などによる防犯環境の整備などを進めるとともに、犯罪状況に

応じた防犯への取り組みを進めます。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民の防犯意識や地域防犯力の向上と犯罪被害に遭わない、犯罪を起こさせ

ない環境整備により、犯罪の発生や被害が減少し、大阪一犯罪が少ないまちと

して、市民が安心して生活しています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

刑法犯認知件数4 1,015 件 950 件 407 件 850 件 

（参考）「防犯」に関する市民満足度 17.7％ 19.7％ 23.2％ 21.7％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

防犯意識の普及・啓発 

危機管理課 内 

容 

充 

充 

継 

継 

・警察、防犯協議会など関係機関との連携の推進 

・犯罪状況に応じた犯罪防止策の推進 

・地域の自主的な防犯活動の支援・促進 

・自動通話録音装置の貸出事業 

２ 

防犯環境の整備促進 

自治協働課 

危機管理課 
内 

容 

継 

継 

充 

・防犯灯の設置促進 

・防犯灯の適正な維持管理・支援 

・防犯カメラの設置促進 
 
 

 

  

 
4 刑法犯認知件数：警察において（被害の届け出や告訴などにより）発生を認めた刑法犯の件

数のこと。なお、刑法犯とは、刑法に定められている罪を犯すことで、凶悪犯、粗暴犯、窃

盗犯、知能犯、風俗犯、その他(住居侵入や器物損壊など)の６つに分類される。 
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施策 No.４ 交通安全対策の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・全国的に高齢者、幼児、児童・生徒などが交通事故に巻き込まれるケースが

後を絶たず、飲酒運転や無免許運転、あおり運転などの悪質なケースや高齢

運転者による事故も多発しています。 

・本市では交通事故発生件数が減少傾向にある一方、高齢者関連の事故が増加

しており、免許証自主返納者数も増加しつつありますが、後期高齢者の免許

保有者数は増加しています。 

・高齢者や障がい者、妊産婦など誰もが安全・快適に移動できるよう道路環境

の整備を進め、歩道への点字ブロックの設置や段差解消等を実施しています。 

・歩行者や車両が安全・安心・快適に通行できるよう、交通安全施設（カーブ

ミラー・ガードレール・道路照明灯・区画線等）の設置や交差点改良、放置

自転車対策等を行っています。 

・交通事故防止のため、運転者講習会の実施や保育所・幼稚園、小・中学校、

高等学校、自治会などを対象にそれぞれに応じた内容で交通安全教育を実施

しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・市民一人ひとりが交通安全意識を高め、正しい交通マナーを実践できるよう、

関係機関等と連携しながら、地域ぐるみで交通安全運動や交通安全教室等の

継続した取り組みを進めます。 

・超高齢化社会の中、高齢ドライバーによる事故が社会問題化しており、高齢

者への交通安全意識の徹底を働きかけるとともに、高齢者が身体機能の状態

などを確認し交通安全に役立てられる体験型の講習会を増やしていきます。 

・市民の安全な交通環境を確保するため、交通安全施設の維持・更新などの整

備を推進します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民の交通安全への意識が高まり、交通ルールの遵守や交通マナーが向上す

るとともに、交通安全施設が整備されることにより、交通事故発生件数が減少

し、交通事故のない安全・安心・快適に暮らせるまちとなっています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

交通事故発生件数 411 件 391 件 323 件 260 件 

（参考）「交通安全」に関する市民満足度 15.8％ 18.3％ 17.0％ 20.8％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

交通安全意識の向上 

都市計画課 

道路課 
内 

容 

継 

継 

 

充 

 

継 

継 

・警察や関係機関等との連携による交通安全意識の啓発 

・保育所・幼稚園、小・中学校、高等学校、自治会など

を対象とした交通安全教育の実施 

・高齢者に対する重点的な取り組みとして、運転免許証

自主返納後の公共交通への円滑な乗り換えを支援 

・地域主体の交通安全活動の取り組みへの支援 

・放置自転車対策の実施 

２ 

交通安全環境の整備 

道路課 内 

容 

継 

継 

継 

継 

・交通安全施設（カーブミラー等）の整備及び維持・更新 

・地域との連携による交通危険箇所等の把握 

・歩道整備等の実施 

・通学路の安全性の確保 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市移動円滑化道路特定事業計画 H15～ 
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施策 No.５ 消費生活の安定と向上 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・消費者ニーズや商品、販売形態などが多様化している中で、悪質商法や詐欺、

インターネットトラブルなど様々な問題から市民の消費生活を守るため、啓

発物品・冊子の配布、出前講座の開催、広報紙、ホームページなどでの情報

提供を通じて啓発を行っています。 

・本市では、消費生活の安定と向上を図るため、消費生活センターを拠点に、

的確な情報提供を通じた啓発や、消費者相談事業、各種広報、講演会、セミ

ナー、出前講座などに取り組んでいます。 

・持続可能な社会を築くため、環境や労働問題等の人権問題、社会、地域等の

持続可能性に配慮した消費行動である「エシカル消費」を実践できる消費者

市民社会が求められています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・消費生活に関する相談体制は充実しつつありますが、相談件数は横ばいであ

り、消費者問題の多様化が進む中、自ら考え行動できる消費者が増え、消費

生活に関するトラブルが減少しているとは言えない状況です。 

・市民が安心して消費生活を送れるよう、必要な知識や情報の提供など、多様

な啓発事業の実施や学習機会の充実を図ります。 

・高齢者や子どもの被害の未然防止に向けた意識啓発、消費者教育を推進しま

す。 

・消費生活相談体制を強化するとともに、消費者被害の救済につなげていくた

め、関係機関との連携体制の充実を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
消費者教育や啓発、情報提供が進み、自ら考え行動する消費者が増え、消費

生活に関するトラブルが減少しているとともに、必要に応じて各種の専門的な

相談を受けることができる体制が整っています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策１ 安心を築く危機管理・安全対策の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

消費生活講座受講者数 1,391 人 1,500 人 1,088 人 1,600 人 

（参考）「消費者行政」に関する市民満足度 7.7％ 8.7％ 6.8％ 9.7％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

消費者意識の啓発及び知識の普及 

自治協働課 内 

容 

継 

充 

新 

継 

新 

・講演会・講座等による消費者意識の啓発 

・高齢者への取り組みの推進 

・小中高校生を対象とした消費者教育の推進 

・広報紙、ホームページ等、様々な機会を通じた情報の提供 

・社会潮流にあった取り組みの推進 

２ 

消費生活相談の充実 

自治協働課 内 

容 

継 

継 

継 

・消費生活センターにおける相談体制の強化 

・職員の相談対応力の向上 

・関連機関との連携体制の充実 
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施策 No.６ 地域福祉の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・住み慣れた地域や家庭で、誰もが安心して自立した生活を送ることができる

よう、市民・関係団体・事業者・行政など、地域に関わる人が協働し、自分

たちの住むまちを暮らしやすくする取り組みが求められています。 

・本市では、「地域共生社会」の理念を踏まえ、市の「地域福祉計画」と社会

福祉協議会の「地域福祉活動計画」に基づき、地域課題の解決に向けた取り

組みを進めています。 

・全小学校区に福祉委員会を設置し、地域の特性に合わせた福祉活動を実施し

ているほか、中学校区単位で配置しているコミュニティソーシャルワーカー

（ＣＳＷ）や民生委員・児童委員などと連携した地域福祉ネットワークの充

実を図っています。 

・社会福祉士や精神保健福祉士など専門性の高いＣＳＷと各種専門機関等と

の連携を進め、支援を必要とする人への総合相談体制を整備しています。 

・地区（校区）福祉委員会や民生委員・児童委員をはじめとする多様な主体に

よる、地域の「居場所づくり」や「生活支援活動」、「移動支援活動」などの

支え合い活動が進展しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・地区福祉委員やＣＳＷをはじめとした活動の担い手となる人材の育成を進

めるとともに、地域における支えあいや助けあいの活動やボランティアなど

自主的な取り組みを推進します。 

・個々の福祉サービスへのニーズの多様化に対応した相談・支援体制の充実を

図ります。 

・身近な地域から、校区、市域全体へと重層的に多様な主体が協力し、地域の

様々な生活課題の解決や地域づくりに取り組むことで、地域共生社会の実現

をめざします。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
少子・高齢化などにより、多様化する福祉ニーズに対応し、地域課題を市民

自らが発見し、課題の解決に向けて、様々な主体が協力し、みんなで支えあう

まちとなっています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策２ みんなで共に支えあう福祉の充実と仕組みづくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

地域福祉活動への 

延べ参加者数 
65,135 人 67,000 人 69,830 人 70,000 人 

（参考）「地域の支え合い」に関する市民満足度 17.7％ 21.0％ 19.9％ 25.0％ 
 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

地域福祉を推進する人材の育成 

高齢福祉課 内 

容 

継 

継 

継 

継 

・ボランティア活動等への参加促進 

・民生委員・児童委員の活動支援 

・市民後見人の養成と活動支援 

・地域福祉を担う人材の育成 

２ 

地域における支えあいの仕組みづくり 

高齢福祉課 内 

容 

充 

充 

 

充 

 

・地域による支えあい・見守り支援活動の充実 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）による相

談体制の充実 

・ＣＳＷと介護・医療・福祉など関係機関との連携体制

の充実 

３ 

地域福祉活動団体等への支援と連携強化 

高齢福祉課 内 

容 
継 

継 

・社会福祉協議会等、地域福祉団体の支援体制の強化 

・行政と地域福祉活動団体、及び団体同士の連携の促進 

４ 

包括的支援体制の充実 高齢福祉課 

生活福祉課 
子ども子育て課 

障がい福祉課 

内 

容 

充 

新 

・各種相談事業の充実 

・多機関協働の仕組みづくり 

 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第４次地域福祉計画・河内長野市社会福祉協議会

第３次地域福祉活動計画 
R3～R7 
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施策 No.７ 高齢者福祉の充実  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、地域包括ケア

システムの深化が求められているとともに、地域社会を支える一員として高

齢者の一層の社会参加が期待されています。 

・本市においては、老人クラブ・シルバー人材センターの活動を通じた生きが

いづくり・社会参加の促進や、在宅医療・介護の連携推進事業・地域包括支

援センター等を中心とした支援専門機関の機能強化、また、地域における健

康づくり・介護予防への取り組みや認知症支援施策を進めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・本市では、府内自治体と比較しても高齢化が急速に進行しており、特に後期

高齢者の増加による介護や支援を必要とする人の増加が予測されます。 

・「第８期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」に基づき、各種施策・

事業を実施し、介護保険事業の適正な運営を図るとともに、すべての高齢者

が住み慣れた地域で自分らしく人生の最期まで暮らし続けることができる

よう、保健・医療・福祉をはじめ、地域や関係機関との連携による地域包括

ケアシステムのさらなる深化に向けた取り組みを進めます。 

・「認知症施策推進大綱」に基づき、認知症の人や家族の視点を重視した認知

症支援事業を推進し、認知症高齢者の支援体制の充実に努めます。 

・介護予防事業を推進し、健康づくりを支援するとともに、高齢者が生きがい

を感じながら健やかな高齢期を過ごし、知識や経験などを活かして地域での

就労や地域活動などに積極的に参加できるよう支援します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
高齢者が心身ともに健康でいきいきと暮らすことができる環境づくりが進

み、地域の一員として活躍し、健康寿命が延伸するとともに、認知症や介護が

必要な状況になっても住み慣れた地域で安心して生活ができています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策２ みんなで共に支えあう福祉の充実と仕組みづくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

要介護認定を受けて 

いない高齢者の割合 
79.0％ 74.4％ 80.8％ 77.8％ 

認知症サポーター5数 5,102 人 8,100 人 10,909 人 12,000 人 

60 歳以上の高齢者の内、シルバー人

材センター会員登録者の占める割合 
2.1％ 3.0％ 1.8％ 5.0％ 

（参考）「高齢者にとっての暮らしやすさ」に関する市民満足度 13.3％ 15.0％ 12.7％ 20.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

地域における包括的なケア体制の整備 

高齢福祉課 

介護保険課 

健康推進課 

内 

容 

継 

継 

充 

継 

継 

継 

・地域包括支援センターの機能強化 

・在宅医療・介護連携の推進 

・認知症の予防及び早期発見など認知症施策の推進 

・高齢者の権利擁護や虐待防止の推進 

・介護保険サービスの提供と適正な介護保険運営 

・介護を担う人材の確保、育成 

２ 

介護予防と生活支援の充実 

高齢福祉課 

保険医療課 
内 
容 

充 

充 

 

継 

 

・介護予防事業の推進による健康づくりの支援 

・介護予防・日常生活支援総合事業の実施と生活支援体

制の整備 

・老人医療費助成事業を重度障がい者医療費助成事業

等と整理統合して実施 

３ 

高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進 

高齢福祉課 内 

容 

継 

継 

継 

継 

・交流機会の創出のための居場所づくり 

・老人クラブ活動の活性化 

・シルバー人材センターの活性化 

・ボランティア・ＮＰＯ活動等への参加促進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

第８期河内長野市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画 R3～R5 
 
  

 
5 認知症サポーター：「認知症サポーター養成講座」を受講した認知症の人とその家族を理解

し、支援する人。 



53 

 
 

施策 No.８ 障がい者福祉の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・障害者総合支援法のもと、地域生活への支援や虐待の防止、平等な社会参加

等、障がい者が自立し、安心して生活できる環境の整備が求められています。 

・本市では、障がい者手帳の交付、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービ

スの提供、障がい者の社会参加支援を行うとともに、関係機関の協力のもと、

障がい者の自立に向けた就労・訓練等の支援を推進しています。 

・障がい者の相談支援体制の充実や障がい福祉制度の周知・理解促進により、

通所利用や居宅介護の利用者、外出支援の利用者が増加しています。 

・障がい及び障がい者への理解促進に向けた講演会や作品展の実施、障がい者

週間での街頭キャンペーンなどを推進しています。 
 
＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・障がいに対する理解や障がい福祉制度の周知が進み、障がい者の自立と社会

参加は進んでいますが、社会全体で障がい者を支える体制整備は実現できて

いません。 

・地域で障がい者が安心して生活できるシステムの整備等に努め、施設入所者

等の地域生活への円滑な移行を推進するとともに、障がい者の地域での生活

を支援するため、地域での支援体制づくりについて検討し、地域生活支援拠

点等の整備と関係機関や居住支援事業所等の連携を進めます。 

・障がい者が自立した地域生活を送ることができるよう、個々の能力や意欲に

応じた生活支援や就労支援、相談体制の充実等を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
障がいに対する理解がより一層深まり、社会全体で障がい者を支えるととも

に、障がい者の自立と社会参加が進み、誰もが地域でいきいきと暮らしていま

す。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策２ みんなで共に支えあう福祉の充実と仕組みづくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

訪問系サービスの 

利用時間数（年間） 

83,010 

時間 

95,000 

時間 

99,218 

時間 

107,000 

時間 

（参考）「障がい者にとっての暮らしやすさ」に関する市民満足度 6.2％ 8.7％ 5.7％ 11.2％ 
 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

障がい者への理解の促進 

障がい福祉課 内 

容 

継 

継 

・障がいに対する理解の促進 

・障がい者への虐待防止に向けた啓発 

２ 

自立と社会参加の促進 

障がい福祉課 内 

容 

継 

継 

 

継 

継 

・コミュニケーション支援事業の推進 

・就労支援事業所、ハローワークなど関係機関との連携

による支援 

・障がい者の地域移行にかかる支援の推進 

・就労への移行、職業訓練等にかかる支援 

３ 

地域での暮らしを支える地域生活支援拠点等にかかる基盤整備 

障がい福祉課 

保険医療課 
内 
容 

充 

充 

継 

継 

継 

・障がい福祉サービスや地域生活支援事業の充実 

・相談支援体制の充実 

・関係機関の連携による支援体制の構築等 

・障がい者地域自立支援協議会との連携等の推進 

・重度障がい者医療費助成事業の実施 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第３次障がい者長期計画 H30～R9 

河内長野市第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画 R3～R5 
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施策 No.９ 社会保障制度の適正な運営 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・健康で安定した暮らしを支える国民健康保険制度、国民年金制度などの社会

保障制度は、少子・高齢化の進行や人口減少社会の到来を背景として運営が

厳しい状況となっています。 

・制度の効率的かつ安定的な運営を図るため、特定健診・特定保健指導の実施

率の向上やレセプト点検の実施、ジェネリック医薬品の推奨など医療費の抑

制を図るとともに、国民年金制度において加入促進等に努めています。 

・大阪府広域連合で実施している後期高齢者医療制度の適切かつ円滑な運用

をサポートするとともに、保険料の収納確保に努めています。 

・生活保護世帯に対して最低限度の生活保障や就労支援員による自立促進等

を図るとともに、生活困窮者などに対し、仕事への意識付けのため、就職活

動前の就労体験や訓練などの支援を行っています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・高齢化の進行や医療の高度化等により、医療費の増大や生活困窮者の増加等

が予測される中で、社会保障制度の安定した制度運営が課題となっています。 

・平成 30（2018）年度から府・市による国民健康保険の共同運営・広域化が

実施されており、今後も高齢化等による医療費の増加を見据え、国民健康保

険制度を持続可能なものとしていくことが必要です。 

・本市では、医療費適正化により給付費の増加抑制に成果が表れつつあります

が、さらなる取り組みが求められます。 

・生活困窮者や、生活に不安を抱え支援を必要とする人に対するセーフティネ

ットを構築するため、地域と連携しながら、総合的な相談体制や生活支援、

就労支援などの自立支援の充実を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
社会保障制度に対する理解が浸透し、すべての市民が健康で安定した生活が

できるよう、適正な制度の運営が行われています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策２ みんなで共に支えあう福祉の充実と仕組みづくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

国民健康保険料の収納率 93.7％ 94.0％ 96.3％  94.2％ 

ジェネリック医薬品の普及率 49.1％ 80.0％ 77.8％  80.0％ 

生活保護現業員の充足率 - - 100.0％  100.0％ 

（参考）「社会保障制度」に関する市民満足度 7.7％ 8.9％ 7.4％ 10.2％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

国民健康保険の健全な運営 

保険医療課 内 

容 

継 

充 

 

継 

・国民健康保険制度の啓発及び医療費適正化対策の推進 

・生活習慣病予防（特定健康診査・特定保健指導等の保

健事業）に係る事業の推進 

・国民健康保険料の収納率の維持・向上 

２ 

後期高齢者医療制度の適切かつ円滑な運営 

保険医療課 内 

容 

継 

継 

・後期高齢者医療制度の普及・啓発 

・後期高齢者医療保険料の収納率の維持・向上 

３ 

国民年金制度の適正な運営 

市民窓口課 内 
容 

継 

継 

継 

・国民年金制度の普及啓発、加入促進 

・日本年金機構との連携による年金相談の実施 

・国民年金保険料免除申請等の適正な審査 

４ 

生活困窮者対策の推進 

生活福祉課 内 

容 

継 

継 

継 

・生活保護制度の適正な運営 

・生活保護世帯に対する自立支援の推進 

・生活困窮者に対する自立支援の推進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第３期国民健康保険特定健康診査等実施計画 H30～R5 

第２期河内長野市国民健康保険保健事業実施計画 

（データヘルス計画） 
H30～R5 
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施策 No.10 健康づくりの推進と医療体制の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・不適切な食生活、運動不足等の生活習慣の乱れ、ストレスの影響による生活

習慣病の予防やこころの健康づくりなどが求められています。 

・本市では、生活習慣病の予防や適切な食生活の推進のため、妊婦・乳幼児期

から高齢期までの各種検診（健診）事業や、食生活改善推進員による食育推

進事業、保健指導、予防接種の実施、医療体制の整備などを行っています。 

・広報紙やホームページ等を通じて、市民の主体的な健康づくりのための啓発

を行うとともに、健康づくり推進員の養成や活動支援を行い、市民の主体的

な健康づくりを地域全体で支援する体制づくりを進めています。 

・疾病予防から早期発見・治療、機能回復まで対応できる地域医療体制の充実

のため、保健・医療施設の機能集約を行いました。今後は、広域連携も視野

に入れながら、救急医療や休日・夜間も含めた医療提供体制のさらなる充実

に向けて取り組みます。 
 
＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・生涯にわたって心身ともに健康でいきいきと生活できるよう、市民への啓発

や勧奨により健康意識を高めるとともに、市民の主体的な健康づくりを支援

し、健康寿命の延伸を図ります。 

・食事や運動など、健康生活への支援を行うとともに、がん検診や特定健診な

どの各種検診（健診）の受診促進を図ります。 

・市民が安心して暮らし続けることができるよう、保健・医療施設の機能集約

による地域医療体制の構築を進めるとともに、医師会や医療機関との連携強

化を図り、救急医療や休日・夜間診療も含めた医療提供体制づくりに取り組

みます。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民一人ひとりが健康に関する正しい知識と生活習慣を身につけ、市民が自

発的に健康づくりに取り組むことで健康寿命が延伸しています。また、市民の

誰もが適切な医療を受ける体制が整っています。 

  

基本目標１ 「安全・安心・支えあい」の暮らしやすいまち 

分野別政策３ 誰もが元気で暮らせる健康づくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

がん検診受診率 15.5％ 21.0％ 21.0％ 23.0％ 

特定健康診査受診率 40.5％ 60.0％ 39.6％ 60.0％ 

（参考）「健康づくりを進める環境」に関する市民満足度 15.0％ 20.0％ 16.0％ 20.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

生涯にわたる健康生活を支援する体制づくり 

健康推進課 

保険医療課 
内 

容 

継 

継 

継 

充 

・こころと身体の健康づくりの推進 

・特定健康診査やがん検診など各種健診の受診促進 

・各種予防接種の推進 

・各種団体等との連携による食育の推進 

２ 

生涯現役で生活できる地域社会づくり 

健康推進課 内 

容 

充 

継 

充 

・地域やボランティア団体との協働による健康づくりの推進 

・健康支援センターによる健康づくりの推進 

・市民主体の健康づくりの促進 

３ 

安心できる医療体制の充実 

健康推進課 内 

容 

継 

充 

 

継 

・かかりつけ医を持つことの普及・啓発 

・医師会や関係機関などとの連携による地域医療体制

及び感染症予防対策等の充実 

・救急医療体制、休日・夜間医療の充実 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第４次保健計画 H31～R8 

河内長野市第３期国民健康保険特定健康診査等実施計画 H30～R5 

※「河内長野市食育推進計画」は計画期間が終了したため H31 年３月に策定の河内長野

市第４次保健計画に内包して継続 
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施策 No.11 児童福祉の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・児童虐待や障がい児など配慮の必要な子どもを有する家庭やひとり親家庭

など、子育てをする上で困難を抱える家庭への対応が求められています。 

・本市では、児童虐待の防止と早期発見のため、広報等による啓発活動や要保

護児童対策地域協議会（要対協議）において実務者対象の研修会を実施する

とともに、関係機関と情報共有を図るなど、連携を強化し、子どもを虐待か

ら守る環境づくり、虐待を受けた子どもに対する適切な保護と支援を行って

います。 

・障がい児に対しては、障がい福祉サービスを提供するとともに、サポートブ

ック「はーと」の活用を進めるなど継続的な支援を行っています。 

・ひとり親家庭の父又は母に対しては、自立支援プログラムの策定、自立支援

給付金の支給などの支援を行い、仕事と子育てを両立しながら経済的に自立

できるよう、また、子どもが心身ともに健やかに成長できるよう支援してい

ます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・「子ども家庭総合支援拠点」の取り組みを推進し、関係機関との連携を強化

することにより妊娠期から 18 歳までのすべての子どもとその家族に対して、

切れ目のない支援体制を整え、支援を必要としている子どもやその家族等へ

の見守り、支援、適切なサービス提供などきめ細かな対応を継続的に実施す

ることで、子どもがいきいきと育つ環境づくりの実現につなげます。 

・児童虐待について、見守りケースの増加や長期化、困難ケースなどへの対応

が課題となっていることから、関係機関と連携し、児童虐待の未然防止と早

期発見に努めるとともに、見守りが必要な子どもとその家庭への支援と子ど

もを守る体制の強化を推進します。 

・障がい児とその家族に対し、相談支援体制の整備や各関係機関の連携を推進

するとともに、発達障がい児の社会性や自立度の向上を図るため、早期から

の個別療育の場の確保など支援事業等の実施に努めます。 

・ひとり親家庭をはじめ、子育て家庭が地域から孤立することがないよう、情

報提供や相談支援体制の強化を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
子育て家庭が孤立することなく、子どもの権利が保障されることで、子ども

がいきいきと育つ環境づくりが進んでいます。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策４ 子どもが健やかに育つ環境の整備 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

要対協等研修会参加者数 - - 212 人 300 人 

児童扶養手当支給停止者の 

割合（一部及び全部停止） 
47.8％ 50.0％ 46.3％ 52.0％ 

（参考）「児童に対する福祉」に関する市民満足度 14.3％ 17.0％ 15.4％ 20.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

子どもの権利擁護の推進 

子ども子育て課 内 

容 

継 

充 

充 

継 

充 

・児童虐待防止に向けた啓発 

・児童虐待の早期発見、早期対応体制の強化 

・見守りが必要な子どもとその家族への支援体制の整備 

・関係機関の連携による支援 

・子どもの権利を守るための相談体制強化 

２ 

障がい児への支援の充実 

障がい福祉課 内 

容 

充 

継 

継 

・障がい児に対する障がい福祉サービスの充実 

・発達療育にかかる支援事業等の実施 

・障がい児やその家族への相談支援体制の整備 

３ 

ひとり親家庭の自立生活への支援 

子ども子育て課 内 
容 

継 

継 

充 

 

・母子・父子自立支援員による相談・情報提供の実施 

・ハローワークとの連携による就労支援の実施 

・ひとり親家庭自立支援給付金事業等自立に向けた支

援の強化 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

第２期河内長野市子ども・子育て支援事業計画 R2～R6 

河内長野市第３次障がい者長期計画 H30～R9 

河内長野市第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画 R3～R5 
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施策 No.12 子育て支援の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・本市の合計特殊出生率6は全国よりも低い水準にあり、少子化は労働力人口の減少や
地域コミュニティの活力低下など様々な分野に影響を与えることから、子どもを安
心して産み、健やかに育てることができる環境づくりが求められています。 

・本市では、妊婦健康診査費用の公費助成や赤ちゃん訪問事業、子育て情報サイト等に
よる情報提供や、子育て世代包括支援センター「☆ゆめっく☆」の整備などにより、
妊娠から出産、育児へと切れ目のないサポートを行っています。また、産後、育児な
どに不安を持つ人に対しては医療機関等と連携してサポートを行い、不安の解消に
つなげています。 

・子ども・子育て総合センター「あいっく」を中心に、子育て支援拠点事業の充実をは
じめ、幼児健全発達支援事業の推進、家庭児童相談室事業の相談体制の充実を図って
います。 

・地域の公園などで行う事業や子育てサロンなどへの支援など、地域全体で子どもと子
育て家庭を支える仕組みづくりのための取り組みを行っています。 

・子育て世帯の経済的負担を軽減するため、児童手当や児童扶養手当、養育医療給付事
業、ひとり親家庭医療費助成事業を実施するとともに、子ども医療費助成事業につい
ては対象年齢を段階的に拡充しています。また、３歳児から５歳児について、保育料
の無償化や低所得者層などへの副食費免除などの施策を実施しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・少子化や転出などで子どもの数が減少している中、安心して子どもを産み育てるため
の支援策、取り組みをより充実させる必要があります。 

・子育て支援拠点を中心とした子育て支援サービスや相談体制の充実、保育定員の拡
充、多様な保育ニーズへの対応、子ども医療費助成などに取り組むとともに、母子保
健と子育て支援部門の連携強化、連携機関の増加に努め、切れ目のない支援の拡充を
図り、安心して子どもを産み育てられる環境の実現につなげます。 

・ワーク・ライフ・バランスの推進のため、育児休業制度の取得促進等、働きやすい職
場環境づくりに向けた事業所等への啓発を行うなど、仕事と子育ての両立に向けた
支援を充実するとともに、０歳児～２歳児で発生している待機児童の解消に取り組
みます。 

 
◇10 年後のめざす姿 

 
多様な子育て支援サービスの確保・提供や、地域全体で子どもを支える取り組みによ

り、子育てと仕事が両立でき、安心して子どもを産み育てられる環境が整っています。 

  

 
6 合計特殊出生率：女性が生涯に何人の子どもを産むかを表す指標で、15～49 歳の女性の

年齢別出生率を合計したもの。 

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策４ 子どもが健やかに育つ環境の整備 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

合計特殊出生率 1.11 1.60 1.14 1.63 

乳幼児健康診査受診率 95.6％ 96.0％ 95.1％ 96.5％ 

保育所待機児童数 0 人 0 人 13 人 0 人 

（参考）「子育てのしやすさ」に関する市民満足度 19.2％ 22.0％ 19.1％ 25.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 
子どもを産み育てやすい環境の充実 

子ども子育て課 

健康推進課 内
容 

継 
継 

・妊婦や乳幼児に対する健康相談・健康診査の充実 
・母子保健事業の実施 

２ 

切れ目のない子育て支援の充実 

子ども子育て課 

健康推進課 
内 

容 

充 
充 
継 

・相談体制の充実 
・地域子育て支援拠点事業の充実 
・地域における見守りや子育て支援の取り組みへの支援 

３ 

多様な保育サービスの充実 

子ども子育て課 内 

容 

継 
充 
充 
充 
充 

・延長保育、一時預かり事業等の実施 
・ファミリー・サポート・センター事業の充実 
・保育定員の拡充 
・認定こども園への移行推進 
・病児保育の充実 

４ 

子育て世帯の経済的負担の軽減 

子ども子育て課 

保険医療課 
内 

容 
継 
継 
継 
継 
継 

・児童手当の支給 
・児童扶養手当の支給 
・養育医療給付事業の実施 
・ひとり親家庭医療費助成事業の実施 
・子ども医療費助成事業の実施 

５ 

仕事と子育ての両立に向けた支援 

産業観光課 内
容 

充 
継 

・ワーク・ライフ・バランスの推進 
・育児休暇制度の取得促進 

 
◇関連する個別計画  

計画名 計画期間 

第２期河内長野市子ども・子育て支援事業計画 R2～R6 

河内長野市第４次保健計画 H31～R8 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 
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施策 No.13 学校教育の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・確かな学力や豊かな心、健やかな体を育むため、知・徳・体の調和がとれた

「生きる力」を備えた子どもたちの育成や、教職員の指導力向上などの学校

教育の充実が求められています。 

・本市では、小中一貫教育の推進や学校運営協議会の活性化により、「地域と

ともにある学校」づくりに取り組み、子どもたちの体験活動や地域住民によ

る学校の環境整備などの学校支援活動の充実が図られました。特に小中一貫

教育を進めたことにより中学入学前の安心感にもつながっています。 

・河内長野市公私立保幼こ小連絡会において、保育所（園）・幼稚園・認定こ

ども園・小学校の交流連携を推進しています。 

・不登校児童・生徒の相談や居場所づくりのため、適応指導教室の開設のほか、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置を進めていま

す。 

・学校施設の老朽化対策などを進めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・個々の子どもの能力や可能性を伸ばし、知・徳・体の調和がとれた、生涯に

わたる学習の基礎となる「生きる力」を育む教育の充実を図ります。 

・本市の豊かな自然や伝統、文化を活かした体験や仲間づくりの場・機会の充

実などにより、未来を担う子どもが「ふるさと河内長野」への誇りを高め、

大切にする態度を育むことができる環境づくりを推進します。 

・小中一貫教育を充実させるとともに、地域の教育力を活用する体制として学

校運営協議会制度の取り組みを発展させ、全小学校にある学校運営協議会を、

国の必置化に合わせて全中学校にも設置し、「地域とともにある学校」づく

りを推進していきます。 

・小規模化対策として、中学校区の状況に即して、施設一体型小中一貫教育推

進校や公民館との複合化を進めます。 

・学校施設の老朽化対策及び長寿命化対策などに取り組むとともに、教育内容

の多様化にも対応できる質の高い教育環境の維持・充実を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
学校と家庭・地域が連携したふるさとのつながりによる「学びの里」が構築

され、子ども一人ひとりの教育ニーズに応じ、知・徳・体の調和がとれた「生

きる力」を育むとともに、学びの連続性を意識した教育が実践され、安全・安

心な環境の中で、特色ある学校運営が行われています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策５ ふるさとへの誇りを高め未来を拓く教育の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

地域人材の活用回数 299 回 330 回 399 回 360 回 

不登校児童・生徒数 119 人 110 人 136 人 100 人 

（参考）「小中学校の教育環境」に関する市民満足度 17.5％ 20.0％ 16.9％ 22.5％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

知・徳・体の調和がとれた「生きる力」の育成 

教育指導課 内 

容 

充 

充 

充 

継 

充 

充 

継 

・確かな学力の定着 

・豊かな情操と道徳心の定着 

・健やかな身体づくりの充実 

・人権尊重の精神の涵養 

・支援教育の充実 

・食に関する指導の充実 

・子どもの読書活動の推進 

２ 

「ふるさと河内長野」に誇りを持ち、世界へも目を向ける人材の育成 

教育指導課 内
容 

充 

充 

・伝統・文化等に関する教育の推進 

・英語教育やＩＣＴ環境等を活用した特色ある活動の充実 

３ 

幼児期から青少年期まで、継続的な教育の取り組みの推進 

教育指導課 

子ども子育て課 
内 
容 

充 

充 

 

・保幼こ小連携による幼児期の教育の充実 

・豊かな未来を築く力を育む小中一貫性のある指導体

制の充実 

４ 

地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現 

教育指導課 内
容 

充 ・家庭・地域との協働による学校づくりの推進 

５ 

安全・安心で、質の高い教育環境の維持・充実 

教育総務課 内
容 

充 

充 

・安全・安心な学校施設の維持・充実 

・学校教育を支える教育環境の維持・充実 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 

河内長野市幼児教育推進指針 H28～ 

第２期河内長野市子ども・子育て支援事業計画 R2～R6 
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施策 No.14 青少年の健全育成の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・家庭環境の変化やインターネットの普及などの影響により、いじめ、非行、

不登校、ひきこもり、ニート、薬物使用、犯罪の低年齢化など、青少年が抱

える問題はより複雑化しています。 

・本市では、各中学校区の青少年指導員や青少年健全育成会をはじめ、健全育

成に関わる市民や団体などと連携し、青少年の健全育成活動の支援体制の整

備を進め、非行防止や青少年の主体的な活動の支援に取り組んでいます。 

・若年層が社会の一員として地域を担う次代の人材育成を図るため、青少年が

地域活動に参画できる支援体制を整えるとともに、ひきこもりやニートなど

の社会参加が困難な若者には、窓口相談やＮＰＯとの協働による支援体制づ

くりを進めています。 

・保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学生を対象として、「生きる力」

を育む機会の充実を図るため、適切な遊びの場や、放課後の子どもたちの安

全で安心できる居場所を提供し、健全な育成に取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・青少年指導員や青少年健全育成会をはじめ、青少年の健全育成に関わる市民

や団体などと協働し、青少年の健全な成長や若者の自立のための支援策を実

施するとともに、子どもたちの安全・安心を見守る施策を推進します。 

・子どもや若者対象のイベント等の情報提供を通じ、若者の社会参画を求め、

青少年リーダーの確保・養成につなげるとともに、市民への青少年健全育成

活動の周知を図ります。 

・放課後児童会の適正な運営に努めるとともに、放課後子ども教室の充実など、

地域総ぐるみで放課後の子どもの育ちを支援します。 

・ボランティア団体や大学等と連携し、子どもたちが様々な体験ができるよう

取り組むとともに、より多くの参加を促すため、情報発信の強化を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
人と人とのつながりを活かした協働のまちづくりを展開し、家庭の教育力、

地域の教育力を含めた地域力を高め、地域総ぐるみで子どもたちを守り育む地

域社会が実現しています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策５ ふるさとへの誇りを高め未来を拓く教育の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

少年犯罪者数 1,012 人 1,000 人 422 人 400 人 

青少年講座参加者数 1,118 人 1,300 人 1,359 人 1,500 人 

青少年リーダー数 21 人 40 人 26 人 50 人 

（参考）「青少年の健全な育成」に関する市民満足度 11.4％ 15.5％ 12.8％ 19.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

青少年の健全な成長を支援する体制づくり 

地域教育推進課 内 

容 

継 

継 

継 

充 

・青少年健全育成に関わる市民や団体等との協働の推進 

・青少年の非行防止の推進 

・ひきこもり、ニートなどに対する支援の推進 

・青少年リーダーの養成、青少年地域活動への支援の充実 

２ 

子どもたちの放課後の育ちの保障 

地域教育推進課 内
容 

充 

充 

・放課後児童会の適正な運営 

・放課後子ども教室などの充実 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

第２期河内長野市子ども・子育て支援事業計画 R2～R6 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 
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施策 No.15 生涯学習の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・市民の価値観やライフスタイルの多様化、余暇時間の増加などを背景に、生

涯にわたって多様な学習機会を選択して学ぶことができる学習の機会や場

の充実が求められています。また、核家族化などによる家庭の教育力の低下

に対し、地域における家庭教育の支援が求められています。 

・本市では、「学びやんネット」を通じた情報提供をはじめ、「市民大学くろま

ろ塾」や「まちづくり出前講座」など、ニーズに応じた多様な学習機会を提

供し、市民の学びを支援しています。 

・公民館などでは、現代的課題に関する学習機会の提供や、市民の自主的な学

習活動の支援を行い、成果を地域に還元できるよう、子どもから大人まで課

題解決できる力を培うための取り組みを進めています。 

・図書館では、生涯学ぶことのできる環境を整えるため、図書館事業計画や子

ども読書活動推進計画などに基づき、図書館システムの更新、各種サービス

機能の充実や公民館図書室の資料整備など、読書環境の充実に努めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・「教育立市」の精神のもと、あらゆる世代の学びを進め、学びの成果をまち

づくりに活かすため、市民の主体的な学習や自主的な活動を支援し、生涯学

習によるまちづくりを進めるとともに、家庭・地域・学校が連携しながら家

庭教育を支援し、「地域の子どもは地域で育てる」という意識を広げます。 

・生涯学習情報の提供及び学習機会の充実を図るとともに、生涯学習を個人の

「生きがい」や「自己実現」だけでなく、他者との関係の中に位置づけ、総

合的・系統的に推進する中核的機関としてくろまろ塾などを位置づけ、機能

の拡大・充実を図ります。 

・公民館などの社会教育施設において、大学や関係機関などとの連携を図り、

地域課題に関する学習機会を提供します。 

・学校と地域が協力し支えあいながら様々な課題に取り組み、必要とされる学

びを推進するために公民館の役割を高めるとともに、学校との複合化などに

より機能の充実を図ります。 

・子どもたちや市民の読書活動を推進するとともに、生涯にわたって学ぶ環境

整備を図るため、課題解決型の図書館として、図書館のさらなる利便性の向

上や利用機会の拡大、読書環境の充実などを図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
多様な学習機会が確保され、いくつになっても、誰もが学ぶことができ、市

民が充実した生活を送っており、学びの成果が地域課題の解決やまちづくりに

活かされています。  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策６ 生涯にわたる多様な学びの推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 
市民交流センター利用人数 - - 83,256 人 123,000 人 
「市民大学くろまろ塾」塾生数 1,310 人 1,500 人 1,613 人 1,700 人 
社会教育事業延べ参加者数 15,457 人 16,200 人 7,964 人 16,500 人 
図書館利用者数 621,046 人 622,000 人 563,008 人 623,000 人 
（参考）「各種講座や施設など生涯学

習の環境」に関する市民満足度 
15.4％ 17.0％ 14.2％ 18.5％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

学習機会の提供及び学習活動支援の充実 

文化・スポ

ーツ振興課 
内 

容 

継 
継 
継 
継 
継 
継 

・「市民大学くろまろ塾」への参加促進と適正な運営 
・市民の自主的な学びの場や機会の充実 
・生涯学習情報の発信強化 
・生涯学習相談体制の整備 
・生涯学習を推進する人材の育成 
・学びの成果を地域に活かす仕組みづくり 

２ 

社会教育の推進 文化・スポ

ーツ振興課 

地域教育推進課 
内
容 

充 
充 
充 

・今日の社会的な課題の解決に向けた講座の充実 
・子どもの体験活動機会の充実 
・学社連携・融合事業の推進 

３ 

家庭の教育力の向上 

地域教育推進課 内
容 

充 
充 
充 

・保護者や地域住民を対象とした学習機会の提供 
・市民や子育て関連機関等との連携による事業の展開 
・市民主体による家庭の教育力向上のための取り組みへの支援 

４ 

図書館の充実 

図書館 内 

容 
継 
充 
充 
充 
充 

・子どもたちや市民の読書活動の推進 
・課題解決型図書館に対応した情報発信や資料提供、各種講座の実施 
・公民館図書室・自動車文庫の資料整備など読書環境の拡充 
・ＩＣＴを活用した図書館サービスの充実 
・地域や市民との連携による読書活動の推進 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

くろまろ生涯学習プラン（河内長野市第２次生涯学習推進計画） H24～R3 

河内長野市立図書館基本計画 H7～ 

河内長野市第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 

第２期河内長野市立図書館の事業の実施等に関する基本的な運営の方針 H31～R5 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 
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施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・本市は多様な歴史文化遺産を保有しており、これらを保存・活用するととも

に「ぐるっとまちじゅう博物館」などの取り組みを通じ、地域住民と協働で

価値や魅力を発信する取り組みを行っています。 

・金剛寺金堂など指定文化財にかかる保存修理事業の実施や、観心寺恩賜講堂

などが新たに国指定重要文化財となるなど、歴史文化遺産の保全措置を行っ

てきました。令和元（2019）年度及び令和２（2020）年度には日本遺産の

認定を受け、中期長期的な歴史文化遺産の保存活用計画として令和元（2019）

年に策定した「河内長野市文化財保存活用地域計画」に基づき、計画的・効

果的な保存・活用の措置が可能になりました。 

・心豊かで潤いのある生活や活力ある地域社会の実現に向け、文化芸術活動を

支援するとともに、市民が様々な文化芸術に触れ、主体的に参加する機会を

提供しています。 

・文化会館における事業、芸術文化振興事業、森とアート推進事業、さらに文

化振興財団や文化連盟協力のもと、福祉施設や学校へのアウトリーチ事業を

実施しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・地域住民の減少や高齢化などにより歴史文化遺産の保護・伝承が困難になる

ことが懸念されることから、歴史文化遺産の調査研究を通じて価値の共有を

図り、伝統や文化を大切にし、地域に愛着と誇りを持った心豊かな人づくり

を進め、地域の文化財継承の担い手を育みます。 

・市指定文化財を中心に保存修理を行っていく必要のある文化財が残されて

いるため、河内長野市文化財保存活用地域計画に基づき、歴史文化遺産の所

有者、地域住民、ボランティアとの協働により、本市の重要な地域資源であ

る歴史文化遺産の保存・活用を進めます。 

・第２期文化振興計画に基づき、関係団体等と連携しながら、市民の創造性・

多様性・自主性のある活動を支援し、文化芸術活動の充実を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市固有の文化が多様な担い手によって保存・活用されるとともに、郷土に愛

着を持った市民が歴史と文化あふれる環境のもとで質の高い生活を送ってい

ます。また、豊かな文化芸術に触れ、多様で自主的な文化芸術活動が活発に行

われています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策６ 生涯にわたる多様な学びの推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 
文化振興事業延べ参加者数 57,030 人 58,500 人 40,192 人 60,000 人 
指定登録文化財数 192 件 197 件 198 件 202 件 
滝畑ふるさと文化財の森センタ
ー（展示施設）の入館者数 

4,910 人 5,000 人 2,513 人 5,250 人 

ふるさと歴史学習館でのアンケート調
査による認識度・印象度把握 

- - - 80 点 

ふるさと歴史学習館主催
事業参加者数 

- - - 1,100 人 

（参考）ふるさと歴史学習館
主催事業の入館者数 

7,632 人 11,500 人 5,314 人 6,550 人 

文化会館の入場者数 210,285 人 221,000 人 162,245 人 230,000 人 
（参考）「歴史文化遺産の保存・活用」に関する市民満足度 17.6％ 22.6％ 25.2％ 27.6％ 

（参考）「文化芸術活動などの環境」に関する市民満足度 15.1％ 17.5％ 16.2％ 20.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

歴史文化遺産の保存・活用 

文化財保護課 内 

容 

充 
継 
充 
充 
新 
継 

・歴史文化遺産の調査・研究の推進 
・歴史文化遺産の保存の推進 
・活用を通じた地域への愛着と誇りの醸成 
・保存・活用の担い手の育成・確保 
・継承を通じた豊かな地域社会の構築 
・公開、展示、講座、図書刊行等を通じた情報の発信 

２ 

文化・芸術の振興 

文化・スポ

ーツ振興課 
内 

容 

継 
充 
充 
充 
継 

・文化会館における文化芸術活動の充実 
・文化芸術活動を行う機会の提供・支援 
・文化的な伝統（古典）の普及・啓発 
・教育現場や地域での芸術普及活動の推進 
・文化会館の適正な運営、維持・管理 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第２期文化振興計画 H28～R7 

河内長野市歴史文化基本構想 H28～ 

河内長野市文化財保存活用地域計画 R1～R7 

くろまろ生涯学習プラン（河内長野市第２次生涯学習推進計画） H24～R3 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 
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施策 No.17 生涯スポーツ活動の振興 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・余暇時間の増大や健康志向の高まりにより、運動・スポーツへの関心が高ま

っており、誰もが楽しめる生涯スポーツの充実が求められています。 

・本市では、市民の健康づくりや地域コミュニティの活性化に向けて、総合型

地域スポーツクラブなどの地域団体を通じスポーツ振興及びスポーツ人口

の拡大を図るとともに、地域スポーツ活動の場として学校の施設を開放し、

活性化を図っています。 

・スポーツ推進委員による新しいスポーツの取り組みの研究・啓発や情報の発

信、老朽化したスポーツ施設の計画的な整備に取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・子どもから高齢者まで生涯にわたり、スポーツに取り組むことができ、健康

づくりや介護予防、生きがいづくりにつなげることができるよう、スポーツ

活動の充実を図ります。 

・寺ケ池公園野球場をはじめ、スポーツ施設の大半が老朽化しており、大規模

改修や建替等を行う財源や修理に必要な部品などの調達が難しい状況とな

っている中、各種施設の維持・管理が課題となっています。 

・総合型地域スポーツクラブなどの地域団体への活動支援や、指導者の養成、

スポーツ教室・イベント開催等の情報提供等を行い、市民のスポーツ活動へ

の参加を推進します。 

・下里運動公園人工芝球技場などの活用により、大会誘致などによる競技スポ

ーツ活動の充実を図るとともに、スポーツ施設の整備・充実と、市民のニー

ズに合わせた施設運営により、スポーツ環境の向上を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
スポーツに取り組む環境づくりが進み、誰もがスポーツに親しむことができ、

地域コミュニティ形成や、市民の健康づくりにつながっています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策６ 生涯にわたる多様な学びの推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

スポーツ施設利用率 41.6％ 50.0％ 36.5％ 55.0％ 

学校開放事業利用者数 375,041 人 380,000 人 207,681 人 400,000 人 

市民スポーツ大会参加者数 7,171 人 7,500 人 6,881 人 8,000 人 

（参考）「スポーツ施設や活動などの環境」に

関する市民満足度 
12.6％ 20.0％ 15.0％ 30.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

生涯スポーツ活動の振興 

文化・スポ

ーツ振興課 
内 

容 

継 

充 

充 

継 

継 

継 

・スポーツ振興組織の育成・支援 

・スポーツイベント・スポーツ教室の充実 

・スポーツ大会等の開催・誘致 

・競技スポーツ活動の推進 

・指導者の養成、確保 

・高齢者の運動の機会の提供 

２ 

スポーツ施設の充実 

文化・スポ

ーツ振興課 
内 

容 

継 

充 

継 

・学校スポーツ施設等の有効活用 

・スポーツ施設の整備・充実 

・市民ニーズにあった施設運営 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 
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施策 No.18 人権と平和の尊重 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・基本的人権を尊重していくには、市民一人ひとりの人権意識の高揚を図り、

人権を身近な問題として捉えることができる人権感覚の養成が重要です。 

・本市では、人権啓発講演会や人権相談、各相談機関と連携して市民の人権問

題解決の支援を行うなど、人権擁護の推進を図っています。 

・戦争の悲惨な記憶を風化させず、平和の尊さを次世代に継承していくことが

重要であることから、平和啓発事業に取り組み、平和の尊さの再認識を促進

しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・人権課題はさらに多様化しており、共に生き、共に支えあう地域社会の実現

に向け、当事者意識を持つことができるよう、市民への啓発や人権尊重の視

点をあらゆる施策に活かした取り組みを総合的に推進します。 

・市民の人権意識の高揚に向けた啓発活動や新しい人権課題についての理解

を深める取り組みを行うとともに、関係機関と連携しながら人権相談を実施

し、人権擁護の推進を図ります。 

・戦争の悲惨な記憶を風化させず、恒久平和の意識の高揚を図るための取り組

みを推進します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民一人ひとりの人権意識や平和に対する意識が高まり、共に生き、共に支

えあう地域社会が構築されています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策７ 一人ひとりを大切にする思いやりのあるまちの推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

人権啓発事業への参加者数 233 人 250 人 268 人 300 人 

平和意識啓発事業への参加者数 963 人 1,000 人 1,006 人 1,000 人 
（参考）「人権の尊重と平和意識の高揚」に関

する市民満足度 
7.2％ 9.0％ 7.9％ 10.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

人権意識の高揚のための啓発活動の推進 

人権推進課 内 

容 

継 

継 

継 

・人権啓発講演会の実施 

・広報紙等による人権啓発の実施 

・人権に関する職員研修の実施 

２ 

人権に関する相談などによる人権擁護の推進 

人権推進課 内 

容 

継

継

継 

・人権相談等の実施 

・各種相談事業の連携推進 

・国、関係機関などと連携した人権擁護の推進 

３ 

平和意識の啓発 

人権推進課 

高齢福祉課 
内 

容 

継 

継 

・平和意識啓発事業の実施 

・戦争のない恒久平和をめざした取り組みの実施 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市人権施策推進プラン（H30 年３月一部改訂） H28～R7 
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施策 No.19 男女共同参画の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・少子・高齢化やライフスタイル・価値観の変化、家族形態の多様化など、社

会情勢が変化している中、男女が互いに人権を尊重し、責任を分かちあい、

誰もが個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現が重要です。 

・本市では家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野で男女が共に参画し、

個性と能力を発揮することができるよう、固定的な役割分担意識や社会の慣

行に対する意識改革や啓発の機会として、市民向けの講座、講演会開催や啓

発パネル展示を実施しており、意識醸成が図られています。 

・働く場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）支援、女性に対する暴力の根絶などの取り組みを進めています。 

・女性を対象に専門のカウンセラーによる相談の機会を提供するなど人権擁

護の取り組みを推進しています。 

・市の政策や方針の立案などを行う審議会等への女性参画率は上昇していま

すが、目標には達しておらず、各課への個別指導をはじめ、学識経験者や専

門知識を持つ人材の情報提供など、女性の参画率の向上に努めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・少子・高齢化への対応や経済の活性化に向け、男女が対等な社会の構成員と

して、能力や個性を十分に発揮できる社会が求められており、男女共同参画

への理解をより一層深めることが必要です。 

・性別に関わらず多様な生き方が選択でき、家庭、職場、学校、地域その他の

社会のあらゆる分野で共に参画し、利益を享受できるよう、固定的な役割分

担意識や社会の慣行に対する意識改革を行うとともに、誰もが個性と能力を

活かすことができる社会をめざし、市民・事業者・地域と行政が一体となっ

た取り組みを推進します。 

・ＤＶの根絶に向け、相談・支援及び支援者に向けた研修会を行うなど、女性

の人権擁護への取り組みを推進します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
家庭・職場・地域等のあらゆる分野に男女が参画することができるとともに、

ワーク・ライフ・バランスが実現され、誰もが個性と能力を活かすことができ

る社会が構築されています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策７ 一人ひとりを大切にする思いやりのあるまちの推進 



76 

 
◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

市が設置する審議会等へ

の女性の参画率 
29.5％ 35.0％ 30.3％ 40.0％ 

管理職への女性職員登用

率（消防職以外） 
- - 13.7％ 15.0％ 

（参考）「男女共同参画の推進」に関する市民

満足度 
6.6％ 9.0％ 5.7％ 10.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

男女共同参画社会形成のための啓発 

人権推進課 内 

容 

継 

 

継 

継 

継 

・男女共同参画に向けての意識改革のための広報・啓発

活動の推進 

・職場、地域、家庭における男女共同参画の促進 

・男女共同参画に関する情報提供 

・男女共同参画センターによる事業の推進 

２ 

女性の社会参画の推進 

人権推進課 

人事課 
内 

容 

継 

継 

継 

新 

・市が設置する審議会等への女性の参画の促進 

・企業や地域における女性の社会参画に対する理解の促進 

・働く女性の家庭生活と職業・地域活動の推進 

・市の管理職への女性職員登用の推進 

３ 

女性の人権擁護の実施 

人権推進課 内 

容 

継 

 

・専門カウンセラーによる女性の人権擁護のための相

談の実施 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市男女共同参画計画（第４期） H30～R9 

河内長野市女性職員の活躍推進アクションプラン 

（特定事業主行動計画） 
H28～R8 
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施策 No.20 多文化共生と国際交流の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・国際化の進展に合わせ、国籍や民族の異なる人びとの文化、生活習慣等を理

解し、尊重することが必要であり、国際社会の一員として広い視野に立った

人材の育成が求められています。 

・本市では、国際交流協会とともに国際交流事業及び多文化共生施策を推進し、

国際交流・国際協力の促進を図っています。 

・在住外国人に向けた日常生活や災害時の情報提供の多言語化など、多文化共

生理解に向けた取り組みを推進しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・入管法の改正やグローバル化の進展に伴う訪日外国人及び外国人居住者の

増加などに対応すべく、国際化に対応できる人材育成、幅広い国際交流の推

進、多文化共生のまちづくりを推進する必要があります。 

・市民レベルの幅広い国際交流活動の促進や国際理解教育の推進を図るとと

もに、多文化理解を深めるための学習・研修会の開催等により、お互いの文

化や習慣などを理解し、尊重し合えるよう、多文化共生の推進を図ります。 

・在住外国人が安心して生活できるよう、様々な相談や在住外国人向けの各種

ガイドブックの作成など、生活環境の整備に取り組むとともに、来訪外国人

との交流の促進や通訳ボランティアの育成など、受け入れ体制の充実に取り

組みます。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民一人ひとりの国際感覚が養われるとともに、多様な文化や価値観を理解

しあい、外国人との対等な関係を築きながら支えあって共に暮らすまちとなっ

ています。 

  

基本目標２ 「育み・学び・思いやり」の質の高いまち 

分野別政策７ 一人ひとりを大切にする思いやりのあるまちの推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

国際交流協会会員数 670 人 700 人 453 人 730 人 

国際交流活動・ｲﾍﾞﾝﾄ参加者数 5,627 人 5,800 人 6,310 人 6,000 人 
（参考）「国際交流や多文化共生社会の推進」

に関する市民満足度 
7.6％ 9.0％ 7.2％ 10.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

多文化共生の推進 

文化・スポ

ーツ振興課 
内 

容 

継 

継 

継 

継 

充 

 

新 

・多文化共生に向けた意識啓発 

・多文化理解を深めるための学習・研修会の開催 

・在住外国人向けの各種ガイドブックの作成 

・在住外国人の相談・情報提供・生活環境の整備 

・来訪外国人向けの多言語情報の充実と通訳ボランテ

ィアの育成 

・災害時の在住・来訪外国人への対応 

２ 

国際交流の推進 

文化・スポ

ーツ振興課 
内 

容 

継 

継 

継 

・国際姉妹都市との交流促進 

・市民間の国際交流機会の提供による国際感覚の養成 

・市民ボランティアの発掘・育成 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第２期文化振興計画 H28～R7 

河内長野市国際化・多文化共生ビジョン R2～ 

河内長野市教育大綱 R3～R7 

河内長野市教育推進プラン R3～R7 
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施策 No.21 自然環境の保全・活用 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・都市化の影響などにより自然環境が損なわれつつある中、多面的な機能を有

する森林保全をはじめ、地域に存在する貴重な植物や野生動物などの生物多

様性を保全していくことが重要となっています。 

・本市は都市近郊にありながら恵まれた自然環境を有しており、これを保全し、

次の世代へ引き継いでいくため、自然環境保全に関するさらなる人材の育成

が求められています。 

・自然との共生に対する市民の関心は高く、自然環境保護協議会をはじめとす

る自然保護団体などによる調査研究や自然観察会などの市民参加行事の実

施等、市民による自主的な活動が展開されています。 

・野生の動植物を守るため、自然保護展の開催や、特定外来生物であるアライ

グマ等の捕獲・措置に取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・市内の動植物の生息状況を調査し、その結果を展示会で報告するなど、市民

の自然に対する理解を深める取り組みを進めるとともに、体験型の環境学習

を取り入れ、自然とのふれあいを促進します。 

・自然環境保全にかかる市民団体との協働や、近隣市町村との合同事業により、

市民向け体験事業を実施するなど、自然環境保全の啓発、自然環境保全活動

の推進に取り組み、人と自然との共生により、多様な生物が生息する里山の

保全に努めます。 

・環境学習や啓発活動を推進するとともに、自然環境保全に関する市民意識を

高揚させることで、環境保護活動団体の維持・継続に努め、市民・市民団体

の自主的な活動を支援していきます。 

・恵まれた本市の自然環境を次代に継承していくため、特定外来生物の捕獲等、

農業被害の軽減とともに多様な在来種の保護を推進することにより、生物多

様性の保全に取り組みます。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
自然環境や生物多様性の保全についての市民の理解が深まり、本市の貴重な

財産として守られ、都市と自然が調和した暮らしやすいまちとなっています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策８ 豊かな自然と暮らしが調和する環境づくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

「自然環境への配慮」に関する市民満足度 19.9％ 22.0％ 25.0％ 24.0％ 

河川一斉清掃の参加者数 1,324 人 1,400 人 1,191 人 1,400 人 

はがき絵コンクール応募者数 5,908 人 5,950 人 5,954 人 6,000 人 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

自然環境保全の啓発 

環境政策課 内 

容 

継 

継 

継 

・自然保護展の開催等啓発活動の実施 

・環境情報の提供 

・自然を活用した子どもへの環境学習・体験機会の提供 

２ 

自然環境保全活動の推進 

環境政策課 内 

容 

継 

継 

継 

・活動に係る人材育成・確保 

・自然保護活動団体の支援 

・自然保護活動団体との協働事業の推進 

３ 

生物多様性の保全 

環境政策課 

農林課 
内 

容 

継 

継 

継 

・里山の保全と活用 

・森林の保全管理による水環境の保全 

・特定外来生物への対応 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第３次環境基本計画 R3～R12 

第２期かわちながの森林プラン H29～R8 
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施策 No.22 循環型社会の構築 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・地球温暖化の進展や資源の枯渇など地球環境の危機が深刻化している中、環

境負荷の少ない循環型社会へと転換していくことが求められています。 

・本市では、循環型社会の構築をめざし、３Ｒ（リデュース・リユース・リサ

イクル）の推進に取り組んでおり、食器のリユース事業「もったいない市」

や子ども服などのリユース事業「ぐるぐるマルシェ」などのごみ減量化・資

源化に向けた取り組みを行うことで、エコライフ意識が浸透し、ごみの排出

量は減少傾向にあり、府内トップクラスのリサイクル率となっています。 

・地球温暖化防止や低炭素型社会の実現に向けて、庁舎内の節電をはじめ、庁

舎設備等の省エネルギー化改修の実施やエコドライブの出前講座等を実施

しています。 

・集会施設などへの太陽光発電施設の設置支援など再生可能エネルギーの導

入促進を図るとともに、竹のコンポスト化についての大阪府立大学などとの

共同研究や、リサイクル事業者と連携し廃食用油の再利用を行うなど、未利

用バイオマスや廃棄物系バイオマスの利用促進を図るバイオマスタウン推

進事業に取り組んでいます。 

・高齢化社会等への対応として、ごみ出しが困難な住民への「家庭ごみふれあ

い収集」を推進しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・ごみの減量化、分別収集などが市民に浸透しており、ごみの排出量は減少傾

向にありますが、リサイクル率が低下傾向にあることから、市民ニーズを見

極めながら新たな３Ｒの取り組みを推進します。 

・ごみの適正処理と処理施設の適正な維持管理を図るとともに、今後も進む高

齢化に対応した、効果的なごみ収集を推進します。 

・地球温暖化対策をはじめ、限りあるエネルギーを有効に使う低炭素社会の実

現をめざして、太陽光発電など、再生可能エネルギーの導入やバイオマスの

利用促進を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民一人ひとりが資源の大切さを理解し、地域全体でごみの減量化や資源の

有効活用を進めるとともに、自然エネルギーへの転換・活用など、循環型社会

の構築に向けた取り組みが進んでいます。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策８ 豊かな自然と暮らしが調和する環境づくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

リサイクル率 25.8％ 30.5％ 21.8％ 30.5％ 

市民１人１日あたりの 

ごみの排出量 
885ｇ 865ｇ 889ｇ 865ｇ 

市施設における 

自然エネルギー定格出力 
608Kw/年 608Kw/年 911Kw/年 608Kw/年 

市施設のエネルギー使用量 214,081GJ 203,377GJ 210,155GJ 172,921GJ 

（参考）「リサイクル施策など循環型社会へ

の取り組み」に関する市民満足度 
20.0％ 25.0％ 21.4％ 30.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

ごみの適正処理と３Ｒの推進 

環境衛生課 内 

容 

継 

継 

継 

・環境学習・環境啓発の推進 

・ごみの効果的収集と適正処理の推進 

・ごみの３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進 

２ 

地球温暖化対策の推進 

環境政策課 内 

容 

継 

継 

継 

・省エネ意識の啓発 

・自然エネルギーの普及・促進 

・バイオマスの利用促進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第３次環境基本計画 R3～R12 

河内長野市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 R3～R12 
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施策 No.23 快適な生活環境の確保 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・工場などを発生源とする産業型の公害だけでなく、騒音や生活排水による河

川の汚濁などの都市生活型の公害の発生など、公害問題は多様化しています。 

・本市では、有害な化学物質等による環境汚染を防止するため、事業活動から

生じる環境負荷の把握や工場・事業所への規制指導などを近隣市町村との広

域連携により実施するとともに、適切なし尿処理やパトロールによる不法投

棄の未然防止、埋立て規制などを通じ、良好な環境の保全に取り組んでいま

す。 

・市営斎場について、平成 28（2016）年に建て替えが完了し、指定管理者と

連携を図りながら適正な維持管理を行っています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・快適な生活環境の確保をめざして、環境負荷の把握や工場・事業所への規制

指導、立入り調査などを強化し、事業活動による環境汚染を防止します。 

・生活排水の適切な処理について啓発活動を行うとともに、浄化槽の設置を推

進するため、財源確保に努めます。 

・し尿処理等については、事業規模に応じ適切かつ効率的に実施するとともに、

ごみの不法投棄の発生防止や埋立規制、市営斎場の適正な維持・管理など、

快適な生活環境を保全します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
事業者への規制指導に加え、市民や事業者が家庭や地域、職場などにおいて、

生活環境の保全に対する意識が向上し、快適な生活環境が守られています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策８ 豊かな自然と暮らしが調和する環境づくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

一般環境騒音基準達成箇所割合 70.0％ 75.0％ 100.0％ 100.0％ 

水質環境基準（ＢＯＤ7値）

達成箇所割合 
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

規制基準達成事業所割合 97.0％ 97.0％ 98.0％ 98.0％ 

不法投棄件数 79 件 71 件 100 件 64 件 
（参考）「騒音・悪臭などの少なさ」に関する

市民満足度 
30.9％ 32.0％ 41.6％ 34.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

公害防止対策等の推進 

環境政策課 

下水道課 
内 

容 

継 

継 

継 

継 

・公害防止意識の普及・啓発 

・公害の監視・測定体制の充実 

・事業者への公害に対する指導の強化 

・適正な埋立て指導 

２ 

適切なし尿処理の推進 

環境衛生課 内 

容 

継 

継 

・し尿収集の適切な実施 

・し尿処理の効率的な実施 

３ 

不法投棄の発生防止 

環境衛生課 

環境政策課 
内 

容 
継 

継 

・ごみの不法投棄防止についての意識啓発 

・監視体制の強化 

４ 

斎場の適正な維持管理 

環境政策課 内
容 

継 ・市営斎場の適正な管理・運営 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市第３次環境基本計画 R3～R12 

南河内６市町村地域循環型社会形成推進地域計画 H27～R3 

河内長野市生活排水処理計画 R3～R12 

  

 
7 ＢＯＤ：生物化学的酸素要求量（Biochemical oxygen demand）の略称。一般的な水質指標

のひとつであり、その値が小さいほど水質が良いと言える。 
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施策 No.24 魅力的な景観の形成 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・市内には、美しく豊かな自然景観をはじめ、寺社や街道、里山集落などの歴

史的景観があり、これらの景観は市民の郷土に対する誇りや愛着を育むとと

もに、市外から多くの人を引き寄せる魅力の一つとなっており、良好な景観

の保全と形成が求められています。 

・「きれいなまちづくり条例」に基づき、清潔で美しいまちづくりや、みどり

豊かなまちづくりなどを推進しており、河川一斉清掃などの市民との協働に

よる自然環境保全活動を実施しています。 

・歴史的景観の調査、普及啓発、活用を目的として文化財保存活用地域計画を

策定しています。 

・市民の協力のもと、高野街道を中心とした景観整備を進めるとともに、景観

の構成要素ともなる文化財や史跡の保全・活用を進めています。 

・道路上の違法屋外広告物の簡易除去を市民との協働により進めるとともに、

市内の公共施設案内標識等の設置や適切な維持・管理などを行っています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・豊かで特徴ある自然景観、歴史的景観は、市民の財産であることから、「ふ

るさと河内長野」を感じることができる景観として、市民や地域との協働に

よる自然環境保全・活用を促進します。 

・都市景観については、市民との協働を進めながら、地域の環境美化を図り、

良好な生活空間の確保を行うとともに、市民主体の景観に関するルールづく

りなどの協働による景観形成を推進します。 

・歴史的景観については、その価値を地域住民と共有し、保存に対する意識を

醸成したうえで、歴史的景観の保全を行います。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民との協働の取り組みにより、地域の資源が守り、活かされ、自然景観と

歴史的景観が調和した、潤いの感じられる美しい景観が形成されています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策８ 豊かな自然と暮らしが調和する環境づくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

景観に関するルールの策定件数 0 件 1 件 0 件 2 件 

（参考）「まちなみ・自然・歴史など景観の美

しさ」に関する市民満足度 
40.3％ 45.0％ 46.7％ 50.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

自然景観の保全と活用 

環境政策課 内 

容 

継 

継 

・自然環境を守る人材の育成・確保 

・自然環境との共生の意識の啓発 

２ 

歴史的景観の保全と活用 

文化財保護課 内 

容 

充 

充 

継 

・景観の特徴に関する調査 

・歴史的景観に関する普及啓発事業の実施 

・歴史的景観を構成する歴史文化遺産の保存・活用 

３ 

都市景観の保全と活用 
環境政策課 

道路課 

広報広聴課 

内 

容 

継 

継 

継 

・きれいなまちづくり条例の推進 

・違法屋外広告物の簡易除去、指導 

・景観に配慮した都市サインの維持・管理 

４ 

景観形成活動への支援 

都市計画課 内 
容 

継 

継 

・建築協定認可手続きの相談、支援 

・地域との協働による景観形成の促進 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市景観形成計画 H12～ 

河内長野市歴史文化基本構想 H28～ 
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施策 No.25 市街地整備の推進 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・大阪都市圏のベッドタウンとしての役割を担ってきた本市では、市内の商業、

行政、教育、医療、居住などに関する人口集中区域内の整備はほぼ完了して

います。 

・旧市街地及び住宅地における人口減少、少子・高齢化や商店街における空き

地・空き店舗の発生などを背景に、都市機能の再配置、市街地などの活性化

に向けた検討が必要になっています。 

・平成 28（2016）年度からの立地適正化計画に基づき、集約連携都市（ネッ

トワーク型コンパクトシティ）に向けた取り組みを進めるとともに、平成 29

（2017）年に河内長野駅周辺地区まちづくり方針を定めるなど、魅力ある

中心市街地の整備を進めています。 

・地域の活力を創出する可能性が高い上原・高向地区において、地域住民によ

るまちづくり活動への支援を行っています。 

・開発団地の再生をめざし、南花台地区において、地域住民、産・学などとの

協働により、スマートエイジング・シティの取り組みを進めています。 

・各地域において、地域特性に応じた取り組みを行っており、地元組織の設立

や民間事業者の参画等、市街地整備の実現に向けて着実に進めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・豊かで質の高い暮らしが送れるよう、既存の都市基盤の活用や市街地の整備

を図るとともに、地域ごとの特性に応じた計画的な整備とマネジメントを推

進します。 

・市街地の無秩序な拡大を抑制しながら、都市機能の集約など、「集約連携都

市（ネットワーク型コンパクトシティ）」への再構築を図り、効率的で持続

的なまちづくりを推進します。 

・市街化区域での低・未利用地の有効利用を推進するとともに、市街化調整区

域における地域活力の創出に資する可能性が高い地域では、自然環境との調

和を図りながら、有効な土地活用を推進します。 

・各地域の整備においては、地域及び河内長野市のみでなく、大阪府や民間事

業者などの関係機関との連携・協力が必要であり、各者との連携をさらに進

めて事業に取り組むことで、良好な市街地整備の実現を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市街地に活気があり、地域ごとの特性を活かしながら、交通ネットワークの

充実を図ることにより、機能の補完・連携を行い、質の高い暮らしが実現して

います。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

地区計画決定の件数 - - 0 件 3 件 

（参考）「市街地の整備」に関する市民満足度 17.3％ 20.0％ 14.2％ 30.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

集約連携都市づくりの推進 

都市計画課 

政策企画課 
内 

容 

新 

 

充 

・集約連携都市（ネットワーク型コンパクトシティ）に

向けた取り組み 

・開発団地の再生（スマートエイジング・シティの推進など） 

２ 

魅力ある中心市街地の整備 

都市計画課 

都市整備課 
内 

容 

新 

充 

充 

・市所有施設の活用推進 

・まちづくり方針に基づく取り組みの推進 

・河内長野駅前線等の道路環境の整備促進 

３ 

効果的な土地利用 

都市計画課 

都市整備課 
内 

容 

継 

継 

継 

・主要鉄道駅周辺の低・未利用地の活用促進 

・幹線道路沿道の低・未利用地の活用促進 

・市街化調整区域における計画的な土地利用の推進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市都市計画マスタープラン H28～R7 
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施策 No.26 住宅環境の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・都市部への人口の一極集中が進む一方で、田舎暮らしへの関心の高まりなど、

住宅環境へのニーズも多様化しています。 

・本市では、平成 12（2000）年まで人口が増加していましたが、市外からの

転入の減少などにより、急速な人口減少と少子高齢化が進行し、空き家・空

き地への対応が課題となっています。 

・市営住宅の適正な維持・管理を行うとともに、平成 25（2013）年からは「空

き家バンク制度」を導入するなど、中古住宅の流通促進に取り組んでいます。 

・若年層の定住・転入促進を図るため、本市内に親などが在住している若年層

世帯に対し、同居・近居を要件としたマイホーム取得補助制度を実施してい

ます。 

・昭和 56（1981）年５月 31 日以前に建築された既存民間建築物について、

耐震診断・設計・改修・除却補助金を交付し、耐震化を促進しています。 

・地震発生時における災害を未然に防止し、安全かつ迅速な避難経路を確保す

るため、道路等に倒壊する可能性のあるブロック塀等の撤去補助制度を実施

しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・若年層の転入・定住促進に向けた効果的な住宅施策に取り組むとともに、

様々な生活スタイルを持つ市民の多様なニーズを満たし、豊かな生活を送る

ことができるよう、住宅の耐震化を含めた住宅環境の充実を図ります。 

・マイホーム取得補助制度の啓発や不動産事業者と連携しながら空き家・空き

地等の有効活用の促進を図ります。 

・市営住宅について、入居者の安全性の確保や誰もが安心して暮らせる住まい

づくりに向け、住宅の適正な維持管理や良好な住環境の保全に取り組みます。 

・アクションプログラムに基づき、住宅等の耐震化を促進するとともに、空き

家・空き地の適切な管理を促し、住環境の保全を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
子育て世代である若年層の定住・転入が進み、誰もが住んで良かったと感じ

る安全・安心で快適な質の高い住宅環境が整っています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

一般住宅の耐震化率 77.0％ 86.0％ 83.5％ 95.0％ 

社会動態の転入者／転出者の率 75.0％ 90.0％ 78.0％ 98.0％ 

（参考）「住環境」に関する市民満足度 25.5％ 37.8％ 28.3％ 50.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

住宅施策の充実 

都市計画課 内 

容 

充 

継 

・空き家・空き地等の有効活用の促進 

・若年層に対する効果的な定住・転入施策の実施 

２ 

良質な市営住宅の供給 

都市計画課 内 

容 

継 

継 

・市営住宅の適正な維持・管理 

・良好な住環境の保全 

３ 

安全な住宅環境づくり 

都市計画課 内 

容 

継 

継 

継 

継 

充 

・耐震診断等の必要性に関する普及啓発及び情報提供 

・耐震診断・設計・改修の実施における支援 

・木造住宅除却補助制度の実施 

・ブロック塀等撤去補助金の実施 

・空き家・空き地の適切な管理の促進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市住宅マスタープラン H25～R4 

河内長野市営住宅長寿命化計画 ～R12 

河内長野市耐震改修促進計画 H28～R7 
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施策 No.27 公園・緑地の整備  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・公園・緑地は、人びとに潤いと安らぎを与え、レクリエーションの場や動植

物の生息空間、雨水の貯留等による災害の防止、良好な景観形成など、様々

な機能を有しています。 

・本市の都市公園は、昭和の住宅開発に伴って整備・帰属した公園が多く、造

成後 40 年以上となり、施設の老朽化が進行しているため、必要性の高いと

ころから撤去・更新していますが、遊具の設置基準の厳格化や財政状況によ

り、再設置する遊具の数や規模は小さくなる傾向があります。 

・ボランティアによる定期的な公園の清掃・美化活動を行うアドプト・パーク・

プログラムを推進するなど、協働による取り組みを進めています。 

・公園の安全性の確保が重要であることから、誰もが安心して利用できるよう、

適正な維持管理に取り組んでいます。 

・緑地については、地域の団体による花壇づくり、ボランティアによる里山保

全活動、植栽事業、公園清掃活動の実施により、地域の方々による緑化活動

を行っています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・誰もが利用しやすい公園をめざし、ユニバーサルデザインに配慮した施設整

備や老朽化対策を進めるとともに、公園のさらなる有効活用を推進します。 

・公園の安全性や快適さの向上を図るため、計画的な維持管理を行うとともに、

アドプト・パーク・プログラムの周知・啓発を行い、協働による公園の維持

管理を推進します。 

・郊外の開発団地においては、住民の高齢化が進んでおり、これまで市民が担

ってきた公園・緑地の維持管理活動の縮小・休止傾向が見られることから、

円滑な世代交代を進めていくことが必要です。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
公園・緑地が、市民との協働により管理され、安全性や快適性が確保される

とともに、憩いや交流の場・活動の場として多くの市民に利用されています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

アドプト・パーク・プロ

グラム導入公園数 
5 か所 6 か所 5 か所 7 か所 

緑地面積 88ha 89ha 88ha 90ha 
（参考）「公園や緑地などの環境」に関する市

民満足度 
24.0％ 28.0％ 28.9％ 30.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

公園機能の充実・活用 

公園河川課 内 

容 

継 

継 

継 

・公園設備の安全確認、老朽化対策の充実 

・ユニバーサルデザインへの配慮 

・公園の有効活用の推進 

２ 

緑化活動の推進 

公園河川課 内 

容 

充 

充 

充 

継 

継 

・緑化意識の啓発 

・ボランティアによる里山保全活動の実施 

・市民協働による植栽事業の実施 

・アドプト・パーク・プログラムの周知及び拡充 

・「ふれあい花壇」事業の実施 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市緑の基本計画 H12～ 

公園施設長寿命化計画 R2～R11 
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施策 No.28 道路基盤の整備 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・道路は移動や交流、産業振興、まちの活性化の機能を担うとともに、災害時

には緊急輸送の機能を担うなど、市民の暮らしを支える重要な都市基盤です。 

・市内道路網及び広域道路網の形成を目的に、市道の整備や広域幹線道路など

の整備促進に取り組み、安心・安全な道路環境の構築が促進されました。 

・道路・橋梁の計画的な維持管理や補修・更新を行うとともに、住民参加によ

るアドプト・ロード・プログラムを導入し、道路環境の美化を図っています。 

・誰もが安心して歩行・通行できるよう、安全に配慮した道路や歩道の整備を

行っています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・国道 371 号バイパスや大阪河内長野線、高速道路などの広域的な幹線道路

や、堺市方面へのアクセス道路等の整備促進について、関係機関と連携を図

りながら取り組むとともに、新たな市道整備については、優先順位をつけな

がら取り組みを進めます。 

・市税や国の補助金などの歳入面が減少し、高度経済期に造られた橋梁や道路

が更新時期を迎え、修繕箇所が増加する状況の中で、長寿命化修繕計画に基

づき補修・更新を行うなど、適正な維持管理を行います。 

・人にやさしい道路環境をめざし、道路や歩道の整備を進めるとともに、市民

との協働によるアドプト・ロード・プログラムの取り組みを推進します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市内道路網及び広域道路網が整備され、市内外のネットワークが強化される

とともに、誰もが安心して移動できる道路環境が構築されています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

アドプト・ロード・プロ

グラム団体数（府+市） 
26 団体 27 団体 31 団体 32 団体 

アドプト・ロード・プロ

グラム団体数（市） 
12 団体 13 団体 17 団体 18 団体 

緊急交通路等の橋梁の耐震化率 20.0％ 30.0％ 20.0％ 39.0％ 

舗装修繕計画の補修率 3.0％ 11.0％ 9.7％ 19.0％ 

（参考）「道路や橋などの交通網」に関する市

民満足度 
14.4％ 17.5％ 14.2％ 20.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

道路網の整備 

都市整備課 

道路課 
内 

容 

継 

充 

・市内道路網の整備 

・広域的な幹線道路等の整備促進 

２ 

道路・橋梁の維持管理 

道路課 内 

容 

継 

継 

継 

・道路・橋梁の計画的な維持管理 

・安全性に配慮した道路・歩道の整備 

・アドプト・ロード・プログラムの促進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

舗装修繕計画 R2～ 

橋梁長寿命化修繕計画 H25～ 

河内長野市都市計画マスタープラン H28～R7 
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施策 No.29 公共交通の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・人口減少や少子高齢化により、バスなどの公共交通の利用者減少が進む一方

で、高齢化を踏まえ、より綿密な公共交通網の構築を望む声が多くなってい

ます。 

・市民生活の質の向上につながる交通体系の確立のため、河内長野駅・千代田

駅・三日市町駅・美加の台駅の４駅のエリアをモックルコミュニティバスで

結び、公共施設へのアクセスの充実を図るとともに、一部路線の上限 200 円

運賃の試行運行やバスマップ、企画乗車券のＰＲチラシの配付など、公共交

通の利用促進を図っています。 

・公共交通空白・不便地域の解消に向け、一部地域において、地域とタクシー

会社との連携による「乗合タクシー」の運行を行うとともに、地域の実態に

応じた公共交通のあり方について地域住民との勉強会を実施しています。 

・公共交通の維持発展に向け、高齢者等の利便性を目的とした、路線バスの一

部区間についてフリー乗降制度やノンステップバスの導入などに取り組ん

でいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・公共交通空白・不便地域の解消をめざすとともに、生活利便性の向上を図る

ため、地域の特性にあわせ、市民・交通事業者・行政などとの協働による地

域主体の交通の確保を行うなど、交通ネットワークの充実を促進します。 

・人口減少や少子・高齢化に対応するため、既存ルートにこだわらず、需要や

まちの変化に応じて、柔軟に公共交通網を検討していくとともに、高齢者を

はじめ、誰もが利用しやすく、利用する人に優しい公共交通サービスの充実

を推進し、公共交通の持続・発展を図ります。 

・自動運転や地域の様々な輸送資源などの情報収集にも努め、持続可能な移動

手段の確保をめざしていきます。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
地域の実態に応じた交通ネットワークが整備され、市民の生活利便性が確保

されています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

バス年間利用者数 

（H27 実績を 100 とする） 
100.00 100.00 89.85 100.00 

公共交通不便地域への支援 

（支援地区数） 
１件 ３件 ３件 ３件 

（参考）「バスなどの公共交通サービス」に関

する市民満足度 
12.1％ 14.6％ 11.3％ 17.1％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

公共交通によるネットワーク化の推進 

都市計画課 内 

容 

継 

継 

充 

充 

・コミュニティバスの維持・充実・改善 

・バス路線の維持・確保・改善 

・地域の特性に合わせた交通手段の確保（乗合タクシーなど） 

・公共交通空白・不便地域解消へ向けた取り組み 

２ 

公共交通サービスの充実 

都市計画課 内 

容 

継 

継 

・バスの利便性の向上など公共交通の利用促進策の実施 

・高齢者などの移動困難者への支援 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市地域公共交通計画（第２期地域公共交通網形成計画） H30～R4 
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施策 No.30 上下水道の整備 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・上下水道は、良好な水循環を創出し、市民が健康で安全かつ快適な生活を送

るうえで欠くことのできない都市基盤施設、ライフラインとなっています。 

・上水道については、安全で強靭な水道システムの構築をめざし発足した「河

南水質管理ステーション」において水道水の安全性の確保を図っています。 

・下水道等の生活排水処理施設は、快適な生活環境の確保と河川などの公共用

水域の水質保全など多面的な役割を担っていることから、公共下水道汚水管

渠の整備や市設置型浄化槽の設置に取り組み、水洗化を図っています。 

・上下水道施設の老朽化・耐震化対策としては、改築更新を進めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・安全な水の安定供給を推進するため、今後も地震や事故に強い水道システム

の構築に取り組むとともに、基幹水道施設と基幹管路の耐震化事業に取り組

みます。 

・生活排水の適切な処理について、公共下水道と市設置型浄化槽のすみ分けを

行い、効率的・経済的な処理方式による事業を進め、より一層の水洗化を図

ります。また、老朽化した下水道施設がさらに増加するため、計画的に点検、

調査を行い、効率的な改築・更新を図ることで、安全かつ快適で衛生的な生

活環境の確保に努めます。 

・上下水道ビジョンに掲げた将来像・目標を達成するため、施策を着実に実施

するとともに、その進捗管理を行うことで、持続可能な上下水道事業の経営

をめざし、経営の効率化及び健全化を図ります。 

・人口減少に伴う使用水量の減少により、水道料金・下水道使用料の減収が想

定されますが、上下水道施設の老朽化・耐震化対策に係る事業費を確保して

いく必要があります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
災害に強い上水道施設等の整備が進み、市民の安全・安心な暮らしが確保さ

れています。また、生活排水が適切に処理され、かつ、下水道施設が適正に維

持管理されることにより、市民の安全かつ快適で衛生的な生活環境が確保され

ています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策９ 地域経済活力や生活利便性を高める都市基盤づくりとマネジメント 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

上水道管路の耐震化率 22.7％ 28.7％ 25.9％ 36.2％ 

下水道普及率（浄化槽を含む） 91.1％ 93.6％ 96.7％ 96.6％ 

老朽下水道管路の改築更新延長 5,399m 12,500m 12,103m 18,000m 

（参考）「上下水道」に関する市民満足度 23.3％ 24.6％ 23.2％ 24.6％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

安全な水の供給 

水道課 内
容 

充 

継 

・水質管理体制の確立 

・水質基準改正への対応 

２ 

強靭な水道施設の構築 

水道課 内
容 

継 

充 

・基幹水道施設及び水道管路の耐震化事業の推進 

・老朽化施設及び設備の更新事業の推進 

３ 

安定した下水道（汚水）の整備・管理 

下水道課 内 

容 

継 

充 

充 

継 

・下水道事業（汚水）の推進（浄化槽整備を含む） 

・老朽化した管路の計画的な改築・更新 

・下水道施設（汚水）の維持・管理 

・水洗化の促進 

４ 

安定した下水道（雨水）の整備・管理 

下水道課 内 

容 
継 

継 

充 

継 

・下水道事業（雨水）の推進 

・老朽化した管路の計画的な改築・更新 

・下水道施設（雨水）の維持・管理 

・浸水被害軽減対策の実施（内水ハザードマップ作成） 

５ 

持続可能な上下水道事業の経営 
経営総務課 

水道課 

下水道課 

内 

容 

継 

継 

新 

・経営の効率化及び健全化 

・上下水道施設の整備計画・更新計画の策定及び見直し 

・水道施設のダウンサイジングの実施 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市水道施設整備計画 R1～R10 

河内長野市上下水道ビジョン R1～R10 

河内長野市生活排水処理計画 R3～R12 

河内長野市下水道ストックマネジメント計画 H29～R7 
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施策 No.31 商工業の振興 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・少子・高齢化に加え、消費者ニーズの多様化やインターネット販売の拡大等

を背景に、商業形態そのものが変化するとともに、社会経済のグローバル化

の進展により、特に製造業については生産コストの高騰や生産拠点の移転、

人材確保の困難など、経営環境は厳しくなっています。 

・本市では、商工会などと連携しながら企業訪問を実施し、事業者ニーズの把

握に努め、販路開拓への支援など経営や金融面に関する支援に取り組んでい

ます。 

・本市の産業活力の維持、拡大を図るため、産業振興ビジョン及び産業振興に

関する提言に基づき、既存事業者への支援や起業促進、企業誘致の推進等に

取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・地域経済を支え活力を維持するため、不足する産業用地の確保に取り組み、

市内事業者の事業拡張や市外からの企業誘致を推進するとともに、市内で起

業する創業者を支援する取り組みを関係機関と連携して実施することで、市

内での働く場を確保し、より多くの市民が地元で働くことができる環境を構

築します。 

・地域商業を維持し、消費者ニーズや市場・顧客ニーズにも応えることができ

るよう、商工会や商店連合会などと情報交換を行い、連携・協力しながら、

商工業の活性化に取り組みます。 

・今後加速化するデジタルトランスフォーメーション（DX)を見据えながら、

市内事業者の成長発展が市内経済の発展につながるよう、下支えとなる金融

面を含む各種支援を強化します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
地域の特性である豊かな資源を活かしながら、事業者や関係団体と行政の連

携等を進めることにより、市内企業の経営基盤の安定や、新規創業等による雇

用の創出など、商工業の振興が図られています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策 10 にぎわいと活力を創造する地域産業の振興 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

事業所数 2,814 2,800 2,858 2,800 

小売店舗年間商品販売額 
66,596 

百万円 

66,600 

百万円 

64,967 

百万円 

66,600 

百万円 

製造品出荷額 
79,269 

百万円 

79,300 

百万円 

93,714 

百万円 

79,300 

百万円 

法人市民税納税事業所数 1,556 1,556 1,636 1,556 

（参考）「商業地などの賑わい」に関する市民

満足度 
3.3％ 6.7％ 4.2％ 10.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

商工業事業者に対する支援 

産業観光課 内 

容 

充 

充 

継 

継 

継 

継 

・意欲的に挑戦する事業者の拡大の支援 

・人材確保及び人材育成や事業基盤強化の促進 

・地域産業の情報発信 

・経営に関するサポート体制の支援 

・各種支援制度の活用や情報の提供 

・産官学金の連携による支援体制の強化 

２ 

魅力ある商業活動の推進 

産業観光課 内 
容 

継 

継 

充 

・事業者との多様な連携の促進 

・買い物困難者対策の推進 

・地域商業の活性化推進 

３ 

事業者の参入・育成につながる仕組みづくり 

産業観光課 内
容 

継 

充 

・起業・創業の推進 

・企業誘致の推進（産業用地の確保を含む） 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市産業振興ビジョン H26～R5 
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施策 No.32 農林業の振興 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・農林業を取り巻く環境が厳しさを増す中、農林業の担い手の高齢化や後継者

不足などによる耕作放棄地や管理放棄林が増加しており、担い手の育成や経

営安定化に向けた支援が重要となっています。 

・農空間保全のため、基盤整備及び土地改良施設の保全・改良や有害鳥獣対策

を推進しています。 

・各種営農支援策や有害鳥獣対策の実施により、農産物直売所における売上及

び客数、出荷農家数は着実に増加しています。 

・かわちながの森林プランに則し、森林整備や「おおさか河内材」の利用促進

にかかる事業や支援を実施し、豊かな森林空間の保全につなげるとともに、

多様な目的での活用促進に取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・農産物直売所において、売上は着実に増加しているものの、品揃えなどに課

題があることから、栽培講習会の実施やブランド化、６次産業化の推進など

農林産物の出荷拡大に取り組むとともに、販売農家の育成及び体験農園など

の都市農村交流を促進します。 

・農家の高齢化や後継者不足は喫緊の課題であり、営農支援や鳥獣被害対策、

ふるさと農道やほ場整備などの生産基盤の整備を進めることにより、販売農

家の育成、担い手の確保などの取り組みを継続して実施します。 

・林業においても高齢化や後継者不足が課題であり、林業講座の実施や公共施

設や住宅での木材利用促進などによる「おおさか河内材」の流通促進、林道

などの整備の推進など、林業従事者等の育成・支援に取り組むことで、多様

な担い手の育成・確保の実現につなげます。 

・農空間、森林空間の保全に向けた意識啓発を図るとともに、農空間の整備促

進及び森林空間の多様な目的での活用促進に取り組みます。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
農林業の多様な担い手が育成・確保され、地域資源を活かした安定的かつ持

続的な農林業が展開されており、多面的機能を有する豊かな森林空間が保たれ

ています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策 10 にぎわいと活力を創造する地域産業の振興 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

農業従事者数（兼業農家含む） 934 人 934 人 844 人 844 人 

林業従事者数 48 人 48 人 29 人 48 人 

朝市・直売所の売上高 2.59 億円 7.20 億円 7.89 億円 8.00 億円 

農地集積面積 - - 17.9ha 24ha 

森林経営管理制度に基づく経営管理意向調査実施率 - - 0% 30% 

森林ボランティア登録数 86 人 120 人 85 人 145 人 

（参考）「農林業の振興」に関する市民満足度 5.1% 7.5% 4.9% 6.1% 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

地域経済を支える農林業の推進 

農林課 内 

容 

継 
継 
継 
継 
充 

・農林業を支える多様な人材の育成・確保 
・多様な担い手による森林整備への参画の推進 
・地元材の利用促進 
・農林業の経営基盤の整備・支援 
・自給的農家から販売農家への転換 

２ 

農林業の経営基盤の整備 

農林課 内 

容 

継 
継 
継 
継 

・農林業の生産基盤の整備 
・鳥獣被害対策の推進 
・森林整備の集約化の推進 
・ふるさと農道整備の促進・活用 

３ 

地元農林産品の生産体制と販路拡大 

農林課 内 

容 
継 
充 
継 
継
充 
継 

・農林業生産体制の支援 
・農林商工連携による農林産物のブランド化及び６次産業化、地産地消の推進 
・生産性、収益性の高い農林産物の奨励 
・農産物直売所を活用した市内農産物の流通促進 
・おおさか河内材の流通体制の構築及び普及・啓発 
・公共施設や住宅での木材の利用促進 

４ 

魅力的で多様な目的に活用される農空間、森林空間の形成 

農林課 内
容 

継 

継 

・農空間、森林空間を守り育てる意識の醸成 

・農空間、森林空間の整備推進及び保全・活用 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野農業振興地域整備計画 H24～R3 
河内長野市営農振興計画 H25～ 
河内長野市産業振興ビジョン H26～R5 
河内長野市森林整備計画 R2～R11 
第２期かわちながの森林プラン H29～R8 
河内長野市木材利用基本方針 H25～ 
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施策 No.33 観光の振興  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・本市は、古くから高野街道の宿場町として栄え、大阪都心などに近い交通至

便の地でありながら、金剛・岩湧と連なる山々に囲まれた緑の自然美と数多

くの史跡、文化財等の観光資源を有しています。 

・近年はレジャー型観光だけでなく、地域資源を活かした自然や歴史・文化、

産業などの体験型観光への注目度が増し、観光ニーズが多様化しています。 

・多様化する観光ニーズに対応し、交流人口の増加を図るため、自然や歴史・

文化等の観光資源を有効活用し、観光協会・観光ボランティア等の市民参画

を図りながら、受け入れ体制の強化に取り組んでいます。 

・道の駅「奥河内くろまろの郷」の活性化や観光に関する環境整備の推進、観

光魅力の効果的な発信などにより、交流人口が増加しています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・自然や日本遺産をはじめとした歴史・文化等の観光資源を最大限に活かしな

がら、本市がめざす集客と消費を高める観光振興の推進につなげます。 

・市内への誘客のため、観光マーケティングの実施による調査・分析を行い、

本市の観光魅力の効果的な発信を戦略的に進めるとともに、広域的な連携に

よる観光振興を推進します。 

・案内板の整備など観光客が利用しやすい環境整備を進めるとともに、観光協

会・観光ボランティアなどを含めた市民・関係団体と連携し、外国人対応も

含めた受け入れ体制の整備を図ります。 

・交流人口のさらなる増加と経済活動の活性化を図るため、道の駅「奥河内く

ろまろの郷」を観光ハブ拠点として観光関連産業との連携強化を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
河内長野の魅力を最大限に活かすとともに、おもてなしの心を持って観光客

を受け入れる体制を整備するなど、観光の振興を図ることにより、交流人口が

増加し、地域の人と訪れる人がふれあい、にぎわいが創出され、経済の活性化

にも寄与しています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策 10 にぎわいと活力を創造する地域産業の振興 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

観光入込客数 986,800 人 1,051,000 人 1,134,000 人 1,076,000 人 

観光ボランティア数 194 人 170 人 170 人 170 人 

（参考）「観光事業」に関する市民満足度 5.1％ 8.0％ 6.2％ 10.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

地域資源の発掘と活用 

産業観光課 内 

容 

充 

充 

・地域資源を活かした観光の推進 

・観光を支える人づくり 

２ 

観光振興のための仕組みづくり 

産業観光課 内 

容 

充 

充 

充 

充 

・観光関連産業の連携強化 

・観光客の受け入れ体制の整備 

・広域的な連携の推進 

・道の駅「奥河内くろまろの郷」の観光ハブ拠点化の推進 

３ 

観光魅力の発信 

産業観光課 内 

容 

継 

充 

・日本遺産等の観光魅力の発信強化 

・観光情報の効果的な発信 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市観光産業振興計画 H30～R7 

河内長野市産業振興ビジョン H26～R5 
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施策 No.34 雇用の確保と就労・労働環境の充実 
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・昨今の雇用情勢については、全国と比べれば、依然として厳しい状況が続い

ています。加えて新型コロナウイルスの影響で求人の減少が続き、雇用情勢

は一段と悪化しています。産業構造や雇用形態の変化、新しい生活様式への

対応を背景に、職業観やライフスタイルの多様化など、就労環境は大きく変

化しています。 

・本市では、すべての勤労者や求職者が安心して働くことができるよう、勤労

者の職場定着に向けた相談事業や講座の開催、就職困難者等に対する各種支

援事業、福利厚生事業の推進などに取り組んでいます。 

・安定した雇用・就労機会の確保と安心して働き続けられる環境整備をめざし

て、労働環境の向上に向けた市内企業への働きかけや、地元高校や就労関係

機関などとの連携に取り組み、就労・労働環境の充実につなげています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・厳しい雇用情勢が続く中、就労・労働環境の充実を図るため、就労相談や労

働相談を行うとともに、就労ニーズや雇用状況に応じた就労機会の確保と職

業能力向上を図るための就労支援を推進します。 

・若者や女性、高齢者、就職氷河期世代などを含めた就職困難者に対する就労

支援や、労働基準法などで定められた労働条件が確保され、年齢や性別にか

かわらず安心して働き続けられる労働環境づくりに向け、事業者への働き方

改革推進の啓発や、就労関係機関との連携をさらに進め、個人のニーズに合

わせた就労・労働支援事業の促進につなげていきます。 

・既存の市内企業への支援の強化や企業誘致の推進などによる雇用や働く場

の拡充を図りながら、職住近接をめざし、地元企業への就労に向けた取り組

みを推進します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
多様な働き方が選択でき、安定した雇用・就労機会が確保されているととも

に、年齢や性別などに関わらず安心して働き続けられる環境が整っています。 

  

基本目標３ 「潤い・快適・活力」のにぎわいのまち 

分野別政策 10 にぎわいと活力を創造する地域産業の振興 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 
「身近な場での働きやすさ」に関する市民

満足度 
3.7％ 6.9％ 5.3％ 10.0％ 

有効求人倍率 

（ハローワーク河内長野管内） 
0.69 倍 0.69 倍 0.85 倍 0.69 倍 

(公財)勤労者福祉サービス

センター被登録者数 
875 人 900 人 831 人 900 人 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

就労環境の充実 

産業観光課 内 

容 

継 

継 

充 

充 

・就労相談・情報提供の実施 

・就労支援機関との連携による支援 

・若者・女性・高齢者等の雇用の確保・拡大 

・地元企業での雇用・就労に向けた取り組み 

２ 

労働環境の充実 

産業観光課 内 

容 

継 

継 

継 

継 

・労働相談・情報提供の実施 

・市内事業所のコンプライアンス遵守に向けた啓発 

・職場環境の改善に向けた啓発 

・労働関係機関との連携による支援 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市産業振興ビジョン H26～R5 
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施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・本市が「選ばれる都市」となるためには、市民の本市に対する誇りや愛着を

高めていくとともに、都市イメージのブランド化によるまちの品格や評価を

高め、市外からの関心や憧れの獲得につなげることで、市民の転出抑制と転

入者や観光客の増加に結び付けていく必要があります。 

・「ちかくて ふかい 奥河内」をキーワードとしたイメージ戦略や、様々な分

野での魅力発信により、「緑に囲まれた自然豊かな暮らし」「国宝・重要文化

財などの歴史・文化遺産」というイメージが市内外に浸透しつつあります。 

・都市ブランドの構築に向け、市民が主体となった都市ブランド検討会議にお

いて、「将来都市像」を共有しながら、本市の魅力や強みを活かした都市ブ

ランドの戦略的な方策の検討を進めてきました。 

・河内長野市広報戦略プランに基づき、市民や事業者等との協働を進め、市民

の本市への誇りや愛着、一体感の醸成とともに、各施策の目的やターゲット

に応じて、多様な媒体を活用した情報発信や報道機関へのパブリシティなど

に取り組んでいます。 

・ＵＩＪターンなどの移住者受け入れや観光客へのおもてなしの意識醸成等

に取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・市民・関係団体・事業者・行政等が連携して市民の本市に対する誇りや愛着

を高め、まちの魅力を発掘・創出し、「河内長野市ブランド」を構築します。 

・住む（住宅政策や交通政策）・働く（就労支援や創業支援）・学ぶ（学校教

育や生涯学習）・遊ぶ（観光やスポーツ）・買う（観光振興やふるさと納税）

などの様々な場面で本市が「選ばれる都市」となるよう、庁内部局間の連携

強化を促進するとともに、市民や事業者等との協働による効果的・効率的な

プロモーションを包括的に展開していきます。 

・ＵＩＪターンなどによる新規移住者の受け入れや、本市を訪れる観光客など

来訪者の受け入れ体制の充実を図ります。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
市民の本市に対する誇りや愛着、市内外からの認知度や好感度が高まること

により、住む・働く・学ぶ・遊ぶ・買うなどの様々な場面において本市が「選

ばれる都市」となっています。 

  

 

包括的施策 都市魅力の創造と効果的な発信 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

「河内長野市に愛着と誇りを

感じている」市民の割合 
45.9％ 50.0％ 38.8％ 55.0％ 

「河内長野市に住み続けたい

と感じている」市民の割合 
51.4％ 55.0％ 45.5％ 60.0％ 

観光入込客数 986,800 人 1,051,000 人 1,134,000 人 1,076,000 人 

社会動態の転入者／転出者の率 75.0％ 90.0％ 78.0％ 98.0％ 
 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

市民との協働による都市ブランドの構築・推進 

広報広聴課 内 

容 

継 

継 

・市民の本市への誇りや愛着、一体感の醸成 

・都市ブランドの戦略的な方策の策定・運用 

２ 

効果的な都市魅力の発信 

広報広聴課 内 

容 

継 

継 

継 

継 

・各施策に応じた効果的な情報発信 

・市民や事業者などとの協働による効果的なプロモーション 

・紙媒体やインターネットなど多様な媒体による情報発信 

・報道機関との連絡調整によるパブリシティ8の推進 

３ 

移住者等の受け入れ体制の整備 

広報広聴課

産業観光課 
内 

容 
継 

 

継 

・ＵＩＪターンなどの新規移住者に対する受け入れ体

制の構築 

・観光客に対するおもてなしの意識醸成 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市広報戦略プラン～まちへのファンを増やす魅力発信～ H29～ 

 

 

  

 
8 パブリシティ：ＰＲの一種でプレスリリースやインタビューへの応対などを通じ、メディア

に内容を取り上げてもらう活動のことをいう。 
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施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・複雑化・多様化する地域課題や市民ニーズに行政だけで対応することが困難

となる中、地域コミュニティの重要性が再認識されており、市民主体の地域

づくりが重要となっています。 

・本市では、広報紙やホームページ等による情報提供のほか、パブリックコメ

ントやアンケート、市長との意見交換会など広聴機能の充実を図っています。 

・市民公益活動支援センターを中心に市民公益活動の活性化を図るとともに、

市民向け講座や職員の研修により、地域と行政の協働促進に向けた人材育成

の取り組みを行っています。 

・集会所整備補助など自治会活動の活性化への支援のほか、地域まちづくり協

議会において、地域課題の解決へ向けた市民主体の取り組みを進めています。 

・協働の推進と地域コミュニティの活性化のため、これまでの取り組みの維

持・充実を図るとともに、地域の状況や社会潮流を把握しながら、市民主体

のまちづくりにつなげる新たな事業にも取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・市民公益活動の活性化に向け、市民公益活動支援補助金等について、ＰＲ強

化とニーズ把握を行うことで、使いやすい制度につなげます。 

・若者をはじめとする多様な担い手の確保や多様な主体の連携・協働の促進、

相談・コーディネート機能をはじめ、社会潮流に合った新たな活動や地域ま

ちづくり活動の支援を行うなど、市民公益活動支援機能の充実を図ります。 

・地域コミュニティ活動の活性化に向けて、「地域まちづくり協議会」など地

域ぐるみで行うまちづくり活動について、世代や分野を超えた連携を進め、

地域特性に合ったボトムアップの取り組みを推進するとともに、女性や現役

世代の参画など体制の維持・充実への支援を行います。 

・自治会を取り巻く社会状況を踏まえ、活動のさらなる活性化と負担軽減策に

取り組むとともに、集会所整備補助やコミュニティ施設の利用促進に向けた

設備更新など、活動拠点の確保を支援します。 
 
◇10 年後のめざす姿 

 
地域コミュニティが活性化され、多くの市民が地域のまちづくり活動に主体

的に参画するとともに、担い手である市民等と行政とが、まちづくりの方向性

を共有し、相互理解に基づく、多様な主体による「協働によるまちづくり」が

進められています。  

まちづくりを支える施策 

基本政策１ 協働によるまちづくり 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

「地域のまちづくり活動が充実して

いると感じている」市民の割合 
18.4％ 24.0％ 19.8％ 30.0％ 

地域のまちづくり活動への参加状況

（年１回以上参加した市民の割合） 
46.8％ 48.0％ 51.7％ 52.0％ 

ボランティア・市民公益

活動団体数 
128 団体 135 団体 135 団体 140 団体 

（参考）「市民同士の連携や市民と行政の協

働」に関する市民満足度 
7.4％ 15.0％ 7.2％ 20.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

市政に関する情報の共有と市民参画の推進 

広報広聴課

自治協働課 
内 

容 

継 

継 

継 

・見やすく親しみやすい広報機能の充実 

・様々な機会を通じた広聴機能の充実 

・行政への市民参画の促進 

２ 

市民公益活動への支援 

自治協働課 内 

容 

継 

継 

充 

・市民公益活動支援補助金制度の活用促進 

・市民公益活動団体等の連携・協力に向けた支援 

・市民公益活動支援機能の充実 

３ 

協働の促進 

自治協働課 内 

容 
充 

充 

 

・協働のまちづくりの推進のための人材育成の充実 

・市民、市民公益活動団体、大学、事業者など、多様な

担い手との協働の促進 

４ 

コミュニティ活動の促進 

自治協働課 

環境政策課 
内 

容 

継 

充 

 

継 

・地域の自治会活動活性化への支援 

・地域まちづくり協議会等の地域の主体的なまちづく

り活動への支援 

・コミュニティ施設の利用促進 
 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

市民公益活動支援及び協働促進に関する指針 H18～ 
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施策 No.37 効果的・効率的な行政運営の推進  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・人口減少や少子・高齢化が進む中、本市の特性に応じた特色ある施策を推進
するために、効果的・効率的な行政運営が求められています。 

・国連は、令和 12（2030）年を期限とする国際社会全体の持続可能な開発目
標（SDGs）を定め、国でも SDGs 達成に向けて総合的な取り組みを推進して
おり、本市においても地域課題に対応するため、SDGs の理念を反映した市
政運営が求められるとともに、企業や地域においても取り組みが期待されま
す。 

・本市では、行政評価を活用したＰＤＣＡサイクルの構築を進め、施策の選択
と集中による効率的・効果的な行政運営を推進しています。 

・行政経営プランに基づき、取り組み項目を着実に実行し、事務の集約や担い
手の最適化、情報通信技術を用いた事務の簡素化・効率化による行政サービ
スの向上と事務コストの削減を進めています。 

・市民ニーズの多様化・高度化に対応するため、職員の能力開発に向けた研修
等を実施するとともに、人事評価制度の導入や人事評価制度を活用した人
事・給与制度の導入、適材適所の人事配置などに取り組んでいます。 

・近年、パソコンやスマートフォンなどの普及による利便性の向上が図られて
おり、本市でも、行政サービスの情報化や庁内の情報基盤の維持・管理など
内部事務の効率化を図るとともに、マイナンバー制度やコンビニ交付の導入
など行政サービスの向上に取り組んでいます。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・人口減少、少子・高齢化が進行し、財政状況が厳しくなる中、多様化・高度
化する市民ニーズに的確に応えるため、計画的な行政運営の推進に向け、施
策の選択と集中や事業の見直しを進め、将来世代へ負担を先送りしない持続
可能な行政経営を進めます。 

・情報格差への配慮や情報セキュリティ対策の推進など情報の適正管理を図
りながら、情報通信技術の活用による行政の簡素化・効率化を図り業務改革
に取り組むとともに、ＡＩやＲＰＡなど新たな情報化技術について、効果性
の検証を進めます。 

・簡素で柔軟な組織づくりと「市民と共にまちを創造し、信頼される職員」を
めざして、職員の意欲・能力の向上や適材適所の人事配置に取り組み、効率
的・効果的な行政運営の実現を図ります。 

 
◇10 年後のめざす姿 

 
行政評価を活用した行政経営の仕組みにより施策の選択と集中が進み、時代

に即した行政サービスが提供されています。また、庁内連携や民間活力の活用
などの効果的・効率的な推進体制により、計画的な行政運営が行われています。 

まちづくりを支える施策 

基本政策２ 「選択と集中」による行政運営の推進 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

行財政改革の取り組み項目

の達成率 
94.0％ 100.0％ 52.7％ 100.0％ 

行政サービスの電子化件数 35 件 40 件 37 件 45 件 

（参考）「行政改革への取り組み」に関する市民満足度 4.3％ 7.2％ 4.9％ 10.0％ 
 
◇施策の展開  
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

効果的・効率的な行政運営の確立 

政策企画課 

総務課 
内 

容 

継 

新 

継 

継 

充 

継 

 

継 

継 

・計画的な行政運営の推進 

・持続可能なまちづくりのための SDGs の研究、普及啓発 

・行政評価を活用した行政運営の推進 

・外部評価制度の推進 

・民間活力の活用や行政サービスの向上 

・効果的・効率的で市民ニーズに的確に対応できる組織

体制の構築 

・定員の適正化 

・事務の適正な執行 

２ 

市民に信頼される人材の育成 

人事課 内 
容 

継 

継 

継 

充 

・人物重視の職員採用 

・職員の能力開発及び育成 

・適材適所の人事配置 

・人事評価制度を活用した人事・給与制度 

３ 

行政手続き及び行政事務の情報化の推進 

総務課 内 

容 

継 

継 

継 

・行政サービスの電子化の推進 

・庁内情報システムの導入及び適正な運用 

・情報セキュリティ対策の推進 

４ 

広域連携の推進 

政策企画課 内 

容 

継 

継 

・近隣自治体との連携による行政サービスの向上 

・事務の共同化による行政コストの削減 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市行政経営改革プラン R3～R7 

河内長野市職員人材育成基本方針（改訂版） H26～ 

河内長野市コンプライアンス推進指針 H27～ 

河内長野市情報化推進方針 H21～ 



113 

 

施策 No.38 健全な財政運営の推進  
 
◇現状と課題 

 
＜現状やこれまでの取り組み＞ 

・本市では、公共建築物をはじめ、道路や橋梁、上下水道、公園などのインフ
ラ施設などが更新時期を迎えるとともに、高齢化の進展により社会保障関係
経費が増加する一方、生産年齢人口の減少により、市税をはじめとする歳入
の伸びは期待できない状況であり、厳しい財政状況となっています。 

・人件費や建設事業債の発行抑制による公債費の圧縮など歳出の抑制を図る
とともに、市税の適正課税の推進や徴収率向上、基金の一括運用などによる
資産の有効活用、ふるさと納税の拡充等による歳入の確保に努めるなど、健
全な財政運営に向けた取り組みを進めています。 

・滞納整理の早期着手などに取り組んだ結果、市税徴収率は向上しており、高
齢化等の影響により市税が減収しているものの、事業の組換えや業務改革な
どの取り組み、包括予算制度に基づく各部局の創意工夫により、必要な市民
サービスを確保しています。 

・公共施設等については、全てを維持管理・更新していくことは困難であるこ
とから、「公共施設等総合管理計画」や、その実施計画である各公共施設等
の「長寿命化計画」や「個別施設計画」などに基づき、公共施設等の長寿命
化や最小化、最適化などに向けた取り組みを進めています。 

＜今後の課題や取り組みの方向＞ 

・本市の財政状況は依然厳しいものの、持続可能な行政経営を行うため、限ら
れた財源の中で「全庁視点」による横断的な改革と「現場視点」による事業
の見直しに取り組みます。 

・適正課税の推進、徴収率の向上、受益者負担の適正化、資産の有効活用など
により自主財源の確保を行うとともに、実効性のある行財政改革に積極的に
取り組み、財政の健全化を図ります。 

・滞納事案の早期対応、差押などの強制徴収を進め、効率的な滞納整理を行う
とともに、高額・困難案件は、大阪府域地方税徴収機構へ引継ぐことにより
徴収の強化を図り、徴収率の向上を図ります。 

・公共施設等のうち、インフラ施設については住民生活に直結し、なくすことが困難で
あることから、施設の長寿命化や耐震化を進め、公共建築物については、施設機能な
どが重複しているものは稼働状況や採算性等を十分に検証した上で統廃合や複合化、
また、管理運営の見直しなどとともに、ネーミングライツや有料広告事業などの新た
な財源の確保に向けた取り組みを進めます。 

・公有財産の適切な維持管理を行うとともに、「資産の有効活用基本方針」に
基づき、公有財産の有効活用を推進します。 

 
◇10 年後のめざす姿 

公共施設等の適正な機能の確保を行い、中長期的に持続可能かつ計画的な財
政運営が図られているとともに、歳入の確保と徹底した歳出の抑制により、安
定した財政基盤が確立されています。  

まちづくりを支える施策 

基本政策３ 安定した財政基盤の確立 
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◇住みよさ指標 

 

指標名 
基準値 中間値 目標値 

実績（H27） 目標（R2） 実績（R1） 目標（R7） 

市税徴収率（現年分） 99.28％ 99.12％ 99.20％ 99.39％ 

経常収支比率（普通会計） 103.9％ 95.0％ 99.2％ 96.7％ 

実質公債費比率（普通会計） 5.5％ 5.3％ 2.3％ 2.3％ 

（参考）「適正で透明性の高い財政運営」に関

する市民満足度 
4.6％ 7.3％ 6.0％ 10.0％ 

 
◇施策の展開 

 
№ 主な取り組み 担当課 

１ 

自立的な財政運営 

財政課 内 

容 

継 

充 

継 

・財政健全化に向けた取り組みの推進 

・基金の効果的・適正な運用 

・国・府補助金の有効活用 

２ 

安定した財政基盤の確保 

税務課 

財政課 

政策企画課 

内 

容 

継 

継 

継 

充 

・適正課税の推進と徴収率の向上 

・公会計制度の活用 

・受益者負担の適正化 

・ふるさと納税の拡充 

３ 

公共施設等の適切な維持管理と有効活用 

資産活用課 内 
容 

充 

継 

・公共施設等の維持保全・有効活用の実施 

・市有財産の有効活用 

 
◇関連する個別計画 

 
計画名 計画期間 

河内長野市行政経営改革プラン R3～R7 

公共施設等総合管理計画 H27～R7 

公共施設再配置計画 R1～R7 

資産の有効活用基本方針 H27～ 
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第５章 地域別計画 
  
第１節 地域別計画の概要 

１．地域別計画の趣旨と内容 

各地域で特性や課題が異なることから、全市一律のまちづくりではなく、

より地域の実態に合った個性ある地域づくりを市民主体で進めていくため、

より身近な地域である小学校区を「地域」の基本単位として、主にソフト面

のまちづくりの方針を示す「地域別計画」を策定します。 

本計画では、地域の将来像や目標とともに、市民が主体的に行う取り組み

や、市民と行政が協働して行う取り組みなどを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本計画 

総合計画 

地域地域地域地域別計画（別計画（別計画（別計画（13131313 小学校区小学校区小学校区小学校区））））    

●校区の概要、データ  ●校区の特徴   

●地域のめざす将来像  ●地域づくりの目標 

●主な取り組み・活動  ●地域づくりを支える主な施策 

基本構想 

実施計画 

分野分野分野分野別計画別計画別計画別計画    
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２．地域別計画の期間 

計画の期間は、平成 28（2016）年度～令和７（2025）年度の 10 年間と

し、後期基本計画における地域別計画は令和３（2021）年度～令和７（2025）

年度の５年間とします。 

 

３．分野別計画との関係 

地域別計画では、地域の魅力や課題を踏まえ、地域がめざす将来像を掲げ

るとともに、将来像の実現に向けて、市民が主体的に取り組むものや市民と

行政の協働による取り組みをまとめています。また、これらの取り組みを行

政が支えていくため、分野別計画に示している関連施策を「地域づくりを支

える主な施策」としてまとめており、地域別計画の推進にあたっては、分野

別計画との連携・調整を図り、相乗効果を高めながら、地域特性に合ったよ

り効果的なまちづくりを進めていきます。 

 

４．地域別計画の策定経過 

地域別計画は、小学校区ごとに開催した地域別ワークショップでの意見

を踏まえて、とりまとめています。 

 

５．地域別計画の進め方 

地域別計画に描いた地域の将来像の実現に向けては、自治会や町会をは

じめ、各種団体、ＮＰＯ、事業者など多様な主体によるネットワーク化を図

り、地域ぐるみで取り組みを進めていくことが必要となっています。市では、

このような地域ぐるみでまちづくりを行う仕組みとして、地域のネットワ

ーク組織である「地域まちづくり協議会」を推進しています。 

今後、地域別計画の実現に向け、市と地域が連携・調整を図り、地域ぐる

みの取り組みを進めるとともに、地域の主体性を尊重しながら、地域のまち

づくり活動を支援していきます。 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

1,862 1,856 1,827 1,782 1,768 1,700 

8,979 8,766 8,766 8,645 8,479 8,356

4,042 4,100 4,222 4,353 4,393 4,416

14,883 14,883 14,883 14,883 14,722 14,722 14,722 14,722 14,815 14,815 14,815 14,815 14,780 14,780 14,780 14,780 14,640 14,640 14,640 14,640 14,472 14,472 14,472 14,472 

27.2% 27.8% 28.5% 29.5% 30.0% 30.5%

20%
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40%

50%

60%

0

2,000

4,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H26

（2014）年度

H27

(2015)年度

H28

（2016）年度

H29

（2017）年度

H30

（2018）年度

R１

（2019）年度

（人）

6,550 6,594 6,731 6,761 6,770 6,769 

2.27 2.23 2.20 2.19 2.16 2.14 

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H26

（2014）年度

H27

(2015)年度

H28

（2016）年度

H29

（2017）年度

H30

（2018）年度

R１

（2019）年度

（世帯） （人）

世帯数 １世帯あたり人員

１．長野小学校区 
■長野小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
14,472 人（市全体の 13.9％） 

（男性：6,870 人、女性：7,602 人） 

高齢化率（R2.3） 30.5％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 6,769 世帯（市全体の 14.3％） 

交通条件、 

地理的条件 

南海・近鉄河内長野駅、国道 310 号、大阪外環状線、国道 170 号、

国道 371 号、中心商業地、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

ノバティながの、高野街道（酒蔵通り）、つまようじ資料室、長野神社、

西代神社と西代神楽、奥河内さくら公園、テクルート、地酒（天野酒）、

つまようじ、長野小学校、長野中学校、市役所、ラブリーホール（文

化会館）、キックス（市民交流センター、図書館）、武道館、ノバテ

ィホール、子ども・子育て総合センター、河内長野駅前観光案内所、

河内長野荘、職業安定所、河内長野警察、長野高等学校（府立）、錦

渓幼稚園（私立）、清教学園幼稚園（私立）、長野こども学園（私立）、

聖愛保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 
 

 

■長野小学校区の特徴 
地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○公共施設が充実しており、生活の利便性

が高い 

○古いまち並みがあり、歴史的魅力ある資

源が豊富 

○地酒（天野酒）の酒造がある 

○観光ボランティアガイドがいる 

○公共交通機関が充実している 

○駅前商店街のにぎわいの向上が必要 

○地域資源のさらなる活用が求められて

いる 

○未利用地の有効活用が求められている 

○地域のつながりづくりの充実が必要 

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 

 
第２節 地域別計画について 

 

 

 

 

  

小学校区の人口や地域資源等の概要、位

置などについて記載しています。 

地域の人口等のデータを掲載しています。 

小学校区の特徴として、地域の魅力など地域づくりに活かしたいところや、地

域の課題など改善したいところについて記載しています。 
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交流と賑
に ぎ

わいのあふれる 

「河内長野の玄関口」 長野 

来訪者が増加するよう、観光施策の充実を図るとともに、歴史や文化の情報発信・活用を進めます。 

 歴史文化遺産の保存・活用（施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興） 

 観光資源の発掘と活用、観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 

 都市景観の保全と活用（施策 No.24 魅力的な景観の形成） 

 効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

本市の玄関口としての賑わいの創出を進めます。 

 魅力ある中心市街地の整備（施策 No.25 市街地整備の推進） 

 魅力ある商業活動の推進（施策 No.31 商工業の振興） 

 住宅施策の充実（施策 No.26 住宅環境の充実） 

住民同士のふれあい活動や交流機会の充実を図り、誰もが安心して暮らせる環境づくりを進めます。 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 青少年の健全な成長を支援する体制づくり（施策 No.14 青少年の健全育成の推進） 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

■みんなでつくる将来の長野小学校区の姿 
豊かな歴史や文化資源をはじめ、多様な公共施設、商業施設等の地域資源

を活かし、人と人とのふれあいを大切にしながら、「河内長野の玄関口」に

ふさわしい、居住者も訪問者も満足できる、交流と賑わいのあるまちづくり

をめざします。 

 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

歴史資源や特産品

等を活かしたまち

づくり 

・観光ルートやハイキングコースの整備を行う 

・住民や観光客等に対してマップづくりなど魅力の発信を行う 

・河内長野市の玄関口としてふさわしい、おもてなしのまちづくりを進める 

２ 
人が集う賑わいの

あるまちづくり 

・空き家等を活用した世代を超えた交流の場づくりを行う 

・駅前の活性化に向けたイベント等の取り組みを行う 

・駅前の活性化のあり方について検討を進める 

３ 

みんなにやさしい

安全・安心なまちづ

くり 

・みんなが集まれる場づくりなど地域ぐるみによる安全・安心の取り組みを促進する 

・安心して子育てができる環境づくりを行う 

・学校との連携等を進め、見守り活動など地域のつながりづくりを推進する 

・仲間づくり等を通じて、まちづくりを担う人材の育成や団体

のネットワーク化により持続可能な環境を整える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす将来像を記載

しています。 

地域の将来像の実現に向けた地域づ

くりの目標と、市民及び市民と行政の

協働による取り組み・活動等について

記載しています。 

地域の取り組み・活動を支える施策に

ついて、分野別計画の関連する主なも

のを記載しています。 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

1,862 1,856 1,827 1,782 1,768 1,700 
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4,042 4,100 4,222 4,353 4,393 4,416
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１．長野小学校区 

■長野小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
14,472 人（市全体の 13.9％） 

（男性：6,870 人、女性：7,602 人） 

高齢化率（R2.3） 30.5％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 6,769 世帯（市全体の 14.3％） 

交通条件、 

地理的条件 

南海・近鉄河内長野駅、国道 310 号、大阪外環状線、国道 170 号、

国道 371 号、中心商業地、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

ノバティながの、高野街道（酒蔵通り）、つまようじ資料室、長野神社、

西代神社と西代神楽、奥河内さくら公園、テクルート、地酒（天野酒）、

つまようじ、長野小学校、長野中学校、市役所、ラブリーホール（文

化会館）、キックス（市民交流センター、図書館）、武道館、ノバテ

ィホール、子ども・子育て総合センター、河内長野駅前観光案内所、

河内長野荘、職業安定所、河内長野警察、長野高等学校（府立）、錦

渓幼稚園（私立）、清教学園幼稚園（私立）、長野こども学園（私立）、

聖愛保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■長野小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○公共施設が充実しており、生活の利便性

が高い 

○古いまち並みがあり、歴史的魅力ある資

源が豊富 

○地酒（天野酒）の酒造がある 

○観光ボランティアガイドがいる 

○公共交通機関が充実している 

○駅前商店街のにぎわいの向上が必要 

○地域資源のさらなる活用が求められて

いる 

○未利用地の有効活用が求められている 

○地域のつながりづくりの充実が必要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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交流と賑
に ぎ

わいのあふれる 

「河内長野の玄関口」 長野 

来訪者が増加するよう、観光施策の充実を図るとともに、歴史や文化の情報発信・活用を進めます。 

 歴史文化遺産の保存・活用（施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興） 

 観光資源の発掘と活用、観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 

 都市景観の保全と活用（施策 No.24 魅力的な景観の形成） 

 効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

本市の玄関口としての賑わいの創出を進めます。 

 魅力ある中心市街地の整備（施策 No.25 市街地整備の推進） 

 魅力ある商業活動の推進（施策 No.31 商工業の振興） 

 住宅施策の充実（施策 No.26 住宅環境の充実） 

住民同士のふれあい活動や交流機会の充実を図り、誰もが安心して暮らせる環境づくりを進めます。 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 青少年の健全な成長を支援する体制づくり（施策 No.14 青少年の健全育成の推進） 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

■みんなでつくる将来の長野小学校区の姿 
豊かな歴史や文化資源をはじめ、多様な公共施設、商業施設等の地域資源

を活かし、人と人とのふれあいを大切にしながら、「河内長野の玄関口」に

ふさわしい、居住者も訪問者も満足できる、交流と賑わいのあるまちづくり

をめざします。 

 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

歴史資源や特産品

等を活かしたまち

づくり 

・観光ルートやハイキングコースの整備を行う 

・住民や観光客等に対してマップづくりなど魅力の発信を行う 

・河内長野市の玄関口としてふさわしい、おもてなしのまちづくりを進める 

２ 
人が集う賑わいの

あるまちづくり 

・空き家等を活用した世代を超えた交流の場づくりを行う 

・駅前の活性化に向けたイベント等の取り組みを行う 

・駅前の活性化のあり方について検討を進める 

３ 

みんなにやさしい

安全・安心なまちづ

くり 

・みんなが集まれる場づくりなど地域ぐるみによる安全・安心の取り組みを促進する 

・安心して子育てができる環境づくりを行う 

・学校との連携等を進め、見守り活動など地域のつながりづくりを推進する 

・仲間づくり等を通じて、まちづくりを担う人材の育成や団体

のネットワーク化により持続可能な環境を整える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

1,081 1,019 959 920 863 814 
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8,830 8,830 8,830 8,830 8,683 8,683 8,683 8,683 8,585 8,585 8,585 8,585 8,454 8,454 8,454 8,454 8,285 8,285 8,285 8,285 8,160 8,160 8,160 8,160 

32.7% 33.4% 34.0% 34.2% 35.4% 35.8%

20%

30%

40%

50%

60%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H26

（2014）年度

H27

(2015)年度

H28

（2016）年度

H29

（2017）年度

H30

（2018）年度

R１

（2019）年度

（人）

3,858 3,832 3,831 3,816 3,797 3,800 

2.29 2.27 2.24 2.22 2.18 2.15 

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H26

（2014）年度

H27

(2015)年度

H28

（2016）年度

H29

（2017）年度

H30

（2018）年度

R１

（2019）年度

（世帯） （人）

世帯数 １世帯あたり人員

２．小山田小学校区 

■小山田小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
8,160 人（市全体の 7.8％） 

（男性：3,711 人、女性：4,449 人） 

高齢化率（R2.3） 35.8％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 3,800 世帯（市全体の 8.0％） 

交通条件、 

地理的条件 
大阪河内長野線（赤峰トンネル付近のみ）、住宅地、丘陵部、農用地 

観光資源・特産

品・施設※等 

住吉神社と馬駆神事、テクルート、小山田の桃・梨、小山田小学校、あ

やたホール、消防本部、障がい者福祉センター、学校給食センター、寺

ケ池公園、寺ケ池公園プール・野球場・庭球場・ゲートボール場、荘園

庭球場、赤峰市民広場、千代田台こども園（市立）、大阪千代田短期大

学（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■小山田小学校区の特徴 
地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○豊かな自然環境に恵まれている 

○見守り活動が活発である 

○寺ケ池公園のような市民の集まる場所

がある 

○小山田の桃をはじめとした果物が多く

ある 

○交通の便が比較的よい 

○地域の魅力の発信力を向上することが

求められている 

○地域のつながりの充実が必要 

○農業の後継者不足の解消が求められて

いる 

○災害時に対する危機感の向上が必要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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みんなの夢と温かい心が育む 

いきいき暮らせる 潤いのまち 小山田 

地域における支えあいによりつながりが深まるよう、交流促進の取り組みを進めます。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

 高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進 （施策 No.７ 高齢者福祉の充実） 

防災意識の向上と防犯体制の強化を促進し、絆の強い地域づくりを進めます。 

 防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

市民による主体的な健康づくりを推進するとともに、自然を活かした環境の整備を進めます。 

 生涯現役で生活できる地域社会づくり（施策 No.10 健康づくりの推進と医療体制の充実） 

 公園機能の充実・活用、緑化活動の推進（施策 No.27 公園・緑地の整備） 

地域産業の活性化を図るとともに、地域の魅力について効果的な発信を進めます。 

 地元農林産品の生産体制と販路拡大（施策 No.32 農林業の振興） 

 効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

■みんなでつくる将来の小山田小学校区の姿 
恵まれた自然や地域資源を活かしながら、住民一人ひとりがまちづくり

に夢を持ち、それらを温かい心によって育むとともに、人と人とのつながり

を大切にし、若者から高齢者まで、健康でいきいき暮らせる、潤いのある魅

力的な地域づくりをめざします。 

 

  

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

人とのふれあいや

つながりを大切に

するやさしいまち

づくり 

・世代間交流を進め、継続的に地域課題を検討する 

・各自治会を越えた交流により、つながりを深める 

・寺ケ池公園や赤峰市民広場等の施設を交流の場として活用する 

・あいさつや声かけ運動など、地域住民のつながりづくりを進める 

・元気な高齢者の力を活かした取り組みを推進する 

・団体などの連携やネットワーク化を進め、活動の担い手を確保する 

２ 
安全・安心なまちづ

くり 

・地域連携による防災・防犯体制の強化を行う 

・高齢者や子どもなどの見守り活動の充実を行う 

・買い物支援や移動支援などの取り組みを推進する 

３ 
健康で元気に暮ら

せるまちづくり 

・寺ケ池公園等を活用したラジオ体操やウォーキング等を実施する 

・世代を超えた健康づくりなどの多様なイベントを開催する 

４ 
小山田の魅力あふ

れるまちづくり 

・小山田の桃など特産品の販路を拡大する 

・特産品の生産等に関する担い手の確保を進める 

・地域の魅力や情報の発信を行う 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

1,744 1,714 1,694 1,692 1,712 1,648 

6,896 6,781 6,744 6,707 6,773 6,709

2,808 2,876 2,894 2,945 2,959 2,990
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３．三日市小学校区 

■三日市小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
11,347 人（市全体の 10.9％） 

（男性：5,426 人、女性：5,921 人） 

高齢化率（R2.3） 26.4％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 4,836 世帯（市全体の 10.2％） 

交通条件、 

地理的条件 
南海三日市町駅、国道 371 号、近隣商業地、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

フォレスト三日市、高野街道（三日市宿）、旧三日市交番、烏帽子形八

幡神社、テクルート、三日市小学校、三日市市民ホール、三日市公民

館、（仮称）イズミヤテラス、大師庭球場、烏帽子形公園、河内長野郵

便局、三日市幼稚園（市立）、大典保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■三日市小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○落ち着いたまち並みである 

○高野街道を中心に歴史的資源が豊富で

ある 

○見守り隊など、子どもたちを見守る仕組

みがある 

○新旧混在した多様なコミュニティがあ

る 

○街道の保存やアピールの充実が必要 

○まちの美化や景観に対する意識の向上

が必要 

○子どもの遊び場所の充実が求められて

いる 

○住民同士のつながりづくりの充実が必

要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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豊かな自然、歴史・文化が織りなす 

賑
に ぎ

わいと人情のあふれるまち 三日市 

歴史文化遺産や街道の景観の保存・継承を進めるとともに、観光客増加を促進する取り組みを進めます。 

 歴史文化遺産の保存・活用（施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興） 

 観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 

 効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

市民と協働して環境美化活動や良好な景観の形成を進めます。 
 都市景観の保全と活用（施策 No.24 魅力的な景観の形成） 

子どもの安全・安心の確保を行うとともに、地域資源を活用した学習・体験機会を提供します。 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 社会教育の推進（施策 No.15 生涯学習の推進） 

地域資源を有効利用し、地域活力の創出を進めます。 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

地域の安全・安心に関する取り組みを進めます。 

 防災意識の普及・啓発（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

■みんなでつくる将来の三日市小学校区の姿 
自然との調和を図りながら、元宿場町として栄えてきた歴史を有するこ

とから、地域への郷土愛のもと、豊かな地域資源を活かしながら、交流の拠

点として、人情あふれる賑わいあるまちづくりをめざします。 

 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

地域資源を活かし

た賑わいとおもて

なしのまちづくり 

・地域ぐるみで歴史的資源を活用したイベント等の取り組みを行い、活性化につなげる 

・地域資源を効果的に発信する 

・高野街道の観光振興につながる環境を整備する 

・まちの景観形成に向けた取り組みを進める 

２ 
子どもがいきいき

と育つまちづくり 

・声かけや見守り活動など、子どもの安全・安心への取り組みを行う 

・子どもたちに地域の歴史を伝える取り組みを行う 

・学校との連携による教育環境の充実を図る 

３ 
人情あふれるふれ

あいのまちづくり 

・歴史的資源をはじめ多様な地域資源を活用して世代を超えた交流の場をつくる 

・まちの魅力を活かした地域の交流イベントを実施する 

・まちづくりを下支えする自治会活動の担い手の確保や育成を図る 

・子どもから高齢者まですべての人が安全・安心に暮らせる取

り組みを充実する 

・団体の連携により、防災や感染症予防などの取り組みを行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

46 50 51 49 41 41 
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４．天見小学校区 

■天見小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
790 人（市全体の 0.8％） 

（男性：371 人、女性：419 人） 

高齢化率（R2.3） 52.5％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 390 世帯（市全体の 0.8％） 

交通条件、 

地理的条件 

南海千早口駅、南海天見駅、国道 371 号、国道 371 号バイパス、

南河内グリーンロード、山林地 

観光資源・特産

品・施設※等 

高野街道、大地の里「友邦」、南天苑、八幡神社（流谷）、蟹井神社、薬

師寺、地蔵寺、ダイヤモンドトレール、テクルート、南天、天見小学

校、天見公民館 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■天見小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○自然豊かな環境である 

○地域での子育て支援が充実している 

○地域のつながりや支えあいが強い 

○観光客が増えている 

○病院や商業施設の充実が求められてい

る 

○就業環境を改善していくことが必要 

○若者世代の増加を図ることが必要 

○地域としてのまとまりを向上させるこ

とが必要 

○地域の魅力発信の充実が求められてい

る 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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豊かな自然を保護し、活用できるよう環境整備を進めるとともに、体験や学習の機会を提供します。 

 環境保全の啓発、環境保全活動の推進（施策 No.21 自然環境の保全・活用） 

 魅力的で多様な目的に活用される農空間、森林空間の形成（施策 No. 32 農林業の振興） 
 住宅施策の充実（施策 No.26 住宅環境の充実） 
 観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 

子育て支援の充実を図り、若者世代の転入・定住促進につなげます。 

 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 
 移住者等の受け入れ体制の整備、効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

高齢者福祉や防災・防犯体制の強化など、安全・安心の確保に向けた取り組みを進めます。 

 地域における包括的なケア体制の整備（施策 No.７ 高齢者福祉の充実） 
 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 
 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

農林業等の振興により、地域の活性化を図ります。 

 地域経済を支える農林業の推進、農林業の経営基盤の整備（施策 No. 32 農林業の振興） 

多様な担い手との協働を促進し、コミュニティの活性化を進めます。 

 協働の促進、コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

 
豊かな自然を身近に体感！ 

夢と活力を未来につなぐまち 天見 

■みんなでつくる将来の天見小学校区の姿 
自然豊かな魅力を身近に感じられる環境を地域の内外に発信するととも

に、農林空間や空き家など、地域資源を活用した取り組みを推進し、来訪者

だけでなく転入者の増加をめざすことで、夢と活力を次代（未来）につなぐ、

魅力的なまちづくりを進めます。 
 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
豊かな自然など、地
域の魅力を活かし
たまちづくり 

・自然や歴史など、地域資源を活かしたイベント等を開催し、さまざまな団体が連携し

て一体感をつくり、地域の活性化につなげる 
・田舎の生活や農業、林業を体験できる取り組みを行う 
・空き家を活かした取り組みを進める 

・多様な団体が様々な情報媒体を通して地域の取り組みや魅力を発信する 

２ 
若者に魅力的なま
ちづくり 

・若者や子育て世代を地域で支える仕組みをつくり、若者が集まれる場づくりを行う 

・地域ぐるみによる教育環境の充実を図る 
・子育て世代をターゲットとした転入促進の取り組みを行う 

３ 

人や地域がたくま

しくなるまちづく
り 

・高齢者を支える仕組みの充実を図る 

・地域ぐるみでの見守りや支え合いにより、防災や防犯など安
全・安心につながる取り組みを行う 

・担い手の育成や販路の拡大など、農林業の活性化を図る 

・他の地域との交流を通じて、情報の集約・共有や人の交流、人
材を発掘する仕組みや場をつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率
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５．川上小学校区 

■川上小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
7,977 人（市全体の 7.7％） 

（男性：3,785 人、女性：4,192 人） 

高齢化率（R2.3） 45.2％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 3,701 世帯（市全体の 7.8％） 

交通条件、 

地理的条件 
国道 310 号、南河内グリーンロード、丘陵部、山林地 

観光資源・特産

品・施設※等 

山本家住宅（小深）、行者湧水直売所、観心寺、延命寺、川上神社、奥

河内あじさい公園（河合寺地区）、奥河内楠公の里（観心寺・丸山地区）、

奥河内もみじ公園（延命寺地区）、ダイヤモンドトレール、テクルート、

川上小学校、東中学校、くすのかホール、川上公民館、福祉センター錦

渓苑、シルバー人材センター、市民総合体育館、大師総合グランド・庭

球場、ウッドベースかわちながの、清教学園中・高等学校（私立）、く

すのき幼稚園（私立）、観心寺保育園（私立）、天宗清見台園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■川上小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○歴史遺産や文化財が豊富にある 

○新鮮な野菜がすぐに手に入る 

○自然が豊かで、ハイキングに最適な場所

が多い 

○高齢者が多く、人と人とのつながりが残

っている 

○教育環境が良い 

○開発団地と既存集落の交流促進が求め

られている 

○特に既存集落の高齢化への対応が必要 

○防犯・防災対策のさらなる充実が必要 

○買い物や移動など、日常生活での利便性

の向上が求められている 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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絆つながり 楽しさ広がる 

居心地の良いまち 川上 

歴史・文化等地域資源を活用し、地域の絆を深めます。 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

 歴史文化遺産の保存・活用、文化・芸術の振興（施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

高齢者福祉や防災・防犯意識の向上を図り、安全・安心なまちづくりを進めます。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 公共交通サービスの充実（施策 No.29 公共交通の充実） 

 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

 防犯意識の普及・啓発、防犯環境の整備促進（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

地域の活性化を図るため、自然や農作物、農空間を活用した交流促進や魅力発信の取り組みを進めます。 

 環境保全の啓発、環境保全活動の推進、生物多様性の保全（施策 No.21 自然環境の保全・活用） 

 魅力的で多様な目的に活用される農空間、森林空間の形成（施策 No.32 農林業の振興） 

 観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 

 効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

■みんなでつくる将来の川上小学校区の姿 
地域住民が集い、交流を行うことで地域のつながりを深めるとともに、豊

かな自然や食の魅力を活かして、楽しみながら活性化に向けた取り組みを

進めることで、住民同士がいつまでもいきいきと住み続けられる、居心地の

良いまちづくりをめざします。 

 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
絆つながるまちづ

くり 

・世代を超えた地域・自治会行事を開催する 

・地域ぐるみで定期的な清掃活動を行う 

・地域の伝統や祭りを盛り上げるプロジェクトを行う 

・学校等との連携により、多世代交流によるつながりづくりを行う 

２ 
安全・安心で快適な

まちづくり 

・移動支援や健康増進、子どもの見守りなど支え合える仕組みを充実する 

・子どもの安全・安心への取り組みなど、子育て支援の充実を図る 

・空き家や空き巣対策など、防犯の取り組みを行う 

・防災訓練や避難行動要支援者対策など、防災の取り組みを行う 

３ 

豊かな地域資源を

活用したまちづく

り 

・自然や文化財など、地域資源の再発見プロジェクトを行い、魅力を発信する 

・農地の有効活用を推進する 

・地域資源の魅力を効果的に発信する 

・小学校区を越えたまちづくりの交流を行い新たな活動につなげる 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率
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６．千代田小学校区 

■千代田小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
15,533 人（市全体の 14.9％） 

（男性：7,216 人、女性：8,317 人） 

高齢化率（R2.3） 27.9％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 7,200 世帯（市全体の 15.2％） 

交通条件、 

地理的条件 

南海千代田駅、近鉄汐の宮駅、国道 310 号、大阪外環状線、国道

170 号、近隣商業地、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

千代田神社、千代田小学校、千代田中学校、千代田公民館、消防署北出

張所、保健センター、休日急病診療所、子育て世代包括支援センター、

大阪南医療センター、ひなぎく幼稚園（私立）、汐の宮保育園（私立）、

柳風台保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■千代田小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○生活インフラが整備され、交通の利便性

が良い 

○子どもの見守り活動などが活発である 

○災害のリスクが低く、住みやすい環境で

ある 

○田畑が残されており、自然豊かである 

○地域のつながりづくりの充実が必要 

○農地を残す取り組みが求められている 

○交通ルールなど、生活マナーの向上が必

要 

○防犯や防災へのさらなる取り組みが必

要 

○商店街の活力の向上が求められている 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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勇気と愛情を持って育み 助けあう 

活力と暮らしやすさが共存するまち 千代田 

人びとの交流の場をつくり、地域の交流や活動を促進します。 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

 公園機能の充実・活用（施策 No.27 公園・緑地の整備） 

地域の人びとが、支援が必要な人を見守り、支えていく仕組みをつくります。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

快適な生活空間が確保できるよう、地域の環境美化を進めます。 

 都市景観の保全と活用、景観形成活動への支援（施策 No.24 魅力的な景観の形成） 

市民の安全・安心の確保に向けた、交通安全、防犯、防災体制の強化を進めます。 

 交通安全意識の向上（施策 No.４ 交通安全対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

地域の人びとが、子どもを育む取り組みを進めます。 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

地域商業の活性化を図ります。 

 商工業事業者に対する支援（施策 No.31 商工業の振興） 

まちの魅力を効果的に発信します。 

 効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

■みんなでつくる将来の千代田小学校区の姿 
地域資源を活かした活力のあるまちづくりを進めながら、世代間の交流

などを通して、子どもや高齢者を勇気と愛情を持って見守り、支え、育むこ

とで、暮らしやすいまちづくりをめざします。 

 

 

 
■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
人とつながり、人を

育むまちづくり 

・自治会や住民同士の小さい単位の交流を促進する取り組みを行う 

・地域で活動している団体間の連携を深め、地域資源の活用による地域活動の活性化を行う 

・高齢者や障がい者等を地域で支える仕組みづくりを進める 

２ 

安心・安全で快適、

ルールを守るまち

づくり 

・公園や歩道、車道等の景観の美化を進める 

・交通ルールの遵守や千代田駅東側の迷惑駐輪への対応など、交通安全対策を促進する 

・地域や関係機関等の連携による防災・防犯への取り組みを行う 

３ 

子どもが思いやり

を持ち、いきいきと

育つまちづくり 

・子どもから高齢者まで参加できる交流の機会を充実する 

・子どもを対象とした見守り、あいさつ運動を実施する 

・地域や学校等の連携による子育ちを支援する仕組みや場所をつくる 

４ 
活力あふれるまち

づくり 

・地域資源を学び、活かすまちづくりを推進する 

・地域商業の活性化に向けた取り組みを進める 

・地域活動やまちの情報を発信する仕組みづくりを進めるととも

に、他地域の活動の情報を収集し、新たな取り組みにつなげる 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

1,210 1,168 1,138 1,067 1,025 985 

7,309 7,269 7,068 6,839 6,671 6,451

3,154 3,269 3,368 3,465 3,542 3,596
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７．楠小学校区 

■楠小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
11,032 人（市全体の 10.6％） 

（男性：5,246 人、女性：5,786 人） 

高齢化率（R2.3） 32.6％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 5,132 世帯（市全体の 10.8％） 

交通条件、 

地理的条件 
南海千代田駅、国道 310 号、近隣商業地、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

西・中高野街道、松林寺、盛松寺、テクルート、楠小学校、千代田公民

館、大阪暁光高等学校（私立）、大阪千代田短期大学附属幼稚園（私立）、

おおさかちよだ保育園（私立）、ちづる保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■楠小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○自治会活動が活発で地域のつながりが

深い 

○歴史遺産や伝統文化が多く残っている 

○駅や商店、病院等の生活インフラが整備

され利便性が高い 

○防災の意識が高い 

○学校環境が良い 

○世代間のさらなる交流を進めることが

必要 

○観光資源のＰＲの充実が必要 

○災害時への対応の充実が求められてい

る 

○空き家の増加など防犯面での対応が必

要 

○校区内の利便性に関して、地域によって

異なる課題やニーズへの対応が求めら

れている 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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一人ひとりがつながり 助けあう 

永住したくなる 優しいまち 楠 

地域力を活用、強化できるよう、地域による支えあいの仕組みをつくります。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

緊急時の迅速・的確な市民の安全確保など、防災・防犯体制の強化を進めます。 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

地域資源を活用した、市民による主体的な健康づくりを推進します。 

 生涯現役で生活できる地域社会づくり（施策 No.10 健康づくりの推進と医療体制の充実） 

地域の人びとが、子どもを育む取り組みを進めます。 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

子どもから大人まで多様な担い手との協働による取り組みを進めます。 

 協働の促進、コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

活力ある地域の実現をめざし、地域の核となる歴史的資源を有効活用した取り組みを進めます。 

 歴史文化遺産の保存・活用（施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興） 

 社会教育の推進（施策 No.15 生涯学習の推進） 

 地域資源の発掘と活用（施策 No.33 観光の振興） 

■みんなでつくる将来の楠小学校区の姿 
日頃のあいさつや声かけをはじめ、世代間交流や祭りなどの地域行事を

通じてつながりを深めるとともに、必要なときには助け船を出すことがで

きる関係づくりを行うことで、住民一人ひとりが、いつまでも住み続けたい

と思えるまちづくりをめざします。 

 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

地域力を活かした

支えあいのまちづ

くり 

・祭りや催し等を通じて地域のつながりを深める 

・地域のみんなで声かけや見守り等を行う 

・災害時に助けあいができるよう防災訓練等を行う 

・地域ぐるみで防犯の取り組みを進める 

・健康増進に向けた地域ぐるみの取り組みを行う 

・自治会や団体同士の連携により、新たな活動につなげる 

２ 
若者から高齢者までが

つながるまちづくり 

・保育・教育施設等との連携により世代間交流を進める 

・自治会や地域団体、学生等により催しを実施し、地域の交流を図る 

３ 
いきづく文化を核

としたまちづくり 

・歴史的資源の理解を促進する取り組みを行う 

・小中学生などの子どもを含む多様な担い手などの参画により、

地域資源を活かした取り組みを実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 



133 

グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

427 424 401 383 363 356 
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８．天野小学校区 

■天野小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
4,499 人（市全体の 4.3％） 

（男性：2,145 人、女性：2,354 人） 

高齢化率（R2.3） 47.0％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 2,120 世帯（市全体の 4.5％） 

交通条件、 

地理的条件 
大阪外環状線、国道 170 号、住宅地、農用地、丘陵地、山林地 

観光資源・特産

品・施設※等 

天野街道、関西サイクルスポーツセンター、フルーツランド天野山、河

内長野ユースホステル、天野山ゴルフ場、すだれ資料館、天野山金剛

寺、青賀原神社、奥河内天野キャンプの森（天野山地区）、テクルート、

天野小学校、西中学校、天野公民館、市営斎場「金剛霊殿」、天野少年

球技場、下里総合運動場、下里運動公園、長野台幼稚園（私立）、天野

山保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■天野小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○自然豊かで住みやすい環境である 

○レジャー施設や文化財が豊富である 

○農業の基盤が充実している 

○教育環境が良い 

○地域独自で様々なイベントが行われて

いる 

○観光資源のさらなる活用が求められて

いる 

○道路網や公共交通、商店などの整備が必

要 

○農業や地域活動の後継者の育成が必要 

○若年層の人口減少への対策が求められ

ている 

○開発団地と既存集落の交流促進が必要 

○防犯・防災面へのさらなる対応が必要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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絆でつながり 活気と賑
に ぎ

わいがあふれる 

笑顔が巡る 輝きのまち 天野 

地域の絆が強くなるよう、市民主体による地域交流の取り組みを進めます。 

 協働の促進、コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 移住者等の受け入れ体制の整備、効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

地域の安全・安心を守る、防犯・防災の取り組みを進めます。 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

観光資源を有効に活用・ＰＲし、地域の賑わいを創出します。 

 地域資源の発掘と活用、観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観

光の振興） 

 歴史文化遺産の保存・活用（施策 No.16 歴史文化遺産の保存・活用及び文化芸術の振興） 

農業の活性化を通して地域活性を図るとともに、地産地消の取り組みを進めます。 

 地域経済を支える農林業の推進、農林業の経営基盤の整備、地元農林産品の生産体制と販路

拡大（施策 No.32 農林業の振興） 

■みんなでつくる将来の天野小学校区の姿 
地域内の交流を促進することで、地域の絆をさらに深めていくとともに、

魅力ある地域資源を活かし、まちに活気と賑わいを生み出すことで、子ども

たちがずっと住み続けたいと思えるまちづくりをめざします。 

 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
絆の強い、ふれあい

豊かなまちづくり 

・公共施設の活用などにより、子どもから高齢者まで参加でき

る地域ぐるみの交流イベントを実施する 

・地域で多世代が交流できる場づくりや、買い物支援などの取り組みを行う 

・地域全体での防災の仕組みづくりを行う 

・子どもの見守り活動の充実を図る 

・暮らしやすさをＰＲし、特に子育て世代の転入の促進を図る 

２ 

地域資源を活用し

た、賑わいのあるま

ちづくり 

・金剛寺やレジャー施設、天野街道を活用した賑わいづくりを行う 

・日本遺産など観光資源の効果的なＰＲを行う 

３ 
豊かな食と農のい

きづくまちづくり 

・農業の後継者育成など農業を振興する 

・休耕田を活用した農業体験や観光などの取り組みを行う 

・地産地消を促進する取り組みを行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

396 393 376 351 341 348 
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９．高向小学校区 

■高向小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
4,078 人（市全体の 3.9％） 

（男性：1,914 人、女性：2,164 人） 

高齢化率（R2.3） 41.9％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 1,837 世帯（市全体の 3.9％） 

交通条件、 

地理的条件 
大阪外環状線、国道 170 号、住宅地、農用地、丘陵地、山林地 

観光資源・特産

品・施設※等 

自然休養村滝畑湖畔観光・光滝寺キャンプ場、高向神社、天神社、光滝

寺、日野地区獅子舞、岩湧山のカヤ場、滝畑四十八滝、府立花の文化

園、滝畑ダム、ダイヤモンドトレール、テクルート、みのでホール、高

向小学校、高向公民館、道の駅「奥河内くろまろの郷」（地域活性・交

流拠点）、くろまろ館（ふるさと歴史学習館）、木根館（林業総合センタ

ー）、滝畑ふるさと文化財の森センター、南河内環境事業組合第２清掃

工場、高向保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 
 
■高向小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○奥河内くろまろの郷や花の文化園、キ

ャンプ場等の施設が豊富である 

○蛍や魚が生息するなど、自然が豊かで

ある 

○地域のつながりが深い 

○地域における見守りが盛んである 

○奥河内くろまろの郷等の施設のさらなる

活用が必要 

○自然環境のさらなる整備が求められてい

る 

○防災に関する取り組みの充実が必要 

○開発団地と既存集落での交流促進が必要 

○子どもの遊ぶ場の充実が求められている 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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清流でつながり 花と文化が薫る 

賑
に ぎ

わいあふれる 活力のまち 高向 

地域交流が活性化するよう、奥河内くろまろの郷をはじめとした、地域資源の保全・有効活用を進めます。 

 観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 
 環境保全の啓発、環境保全活動の推進、生物多様性の保全（施策 No.21 自然環境の保全・活用） 

地域や農業を活性化させることをめざして、農業と自然を生かした魅力ある取り組みを実施します。 

 地元農林産品の生産体制と販路拡大、魅力的で多様な目的に活用される農空間、森林空間の形成（施策 No.32 農林業の振興） 

交流の場や機会を創出し、地域活動の活発化を図るとともに、参加を促進する取り組みを進めます。 

 緑化活動の推進（施策 No.27 公園・緑地の整備） 

 住宅施策の充実（施策 No.26 住宅環境の充実） 
 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

安全・安心で健康な暮らしをめざした取り組みを進めます。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 
 生涯現役で生活できる地域社会づくり（施策 No.10 健康づくりの推進と医療体制の充実） 

地域における防災訓練や防犯活動を促進し、安全に対する意識向上を図ります。 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

安心な生活の確保に向け、公共交通等、移動手段の維持・充実を図ります。 

 公共交通サービスの充実（施策 No.29 公共交通の充実） 

■みんなでつくる将来の高向小学校区の姿 
地域や住民がつながりを深めながら、豊かな緑や滝畑ダムから続く清流、

多様な施設など、豊かな地域資源を活かしたまちづくりに取り組むことで、

文化的で賑わいあふれる、活力のあるまちをめざします。 
 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

恵まれた地域の魅

力を活かしたまち
づくり 

・自然や施設などの地域資源を活用したイベント等を開催する 
・自然を活かした子どもの遊び場の創出を行う 
・花や野菜づくりなど、休耕地の活用を推進する 

・農業体験や農の担い手づくりなど、農業の活性化を図る 

２ 
子どもから大人ま
でつながる元気な

まちづくり 

・地域の祭り等の交流を通じ、世代を超えたつながりを深め、歴史の魅力を発信する 

・子どもから大人まで多世代がふれあえるイベントを開催する 
・高齢者などが安心して暮らせる取り組みを行う 
・健康を促進する取り組みを行う 

３ 
美しい環境を創り・

守るまちづくり 

・花をテーマに環境美化活動を推進する 
・ホタルを増やすなど、自然環境の保全活動を実施する 
・アドプト（ロード、リバー）制度などによる地域の清掃活動を行う 

４ 
安全・安心なまちづ

くり 

・防災訓練などにより危機管理意識を高め、それぞれの地域の
特性に合わせた防災の取り組みを行う 

・通学路の見守りを強化し、子どもの安全を守る 
・団体同士の連携や多様な担い手の参画により、買い物支援など生活支援の取り組みを推進する 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

745 702 653 619 584 569 

3,847 3,726 3,656 3,571 3,515 3,426
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10．加賀田小学校区 

■加賀田小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
6,575 人（市全体の 6.3％） 

（男性：3,139 人、女性：3,436 人） 

高齢化率（R2.3） 39.2％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 2,939 世帯（市全体の 6.2％） 

交通条件、 

地理的条件 
国道 371 号、ふるさと農道、住宅地、丘陵部、山林地 

観光資源・特産

品・施設※等 

高野街道、伝大江時親邸跡、岩湧寺、加賀田神社、岩湧の森「四季彩

館」、ダイヤモンドトレール、テクルート、加賀田小学校、加賀田公民

館、衛生処理場、奈良佐保短期大学附属河内長野幼稚園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■加賀田小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○加賀田川や岩湧山など、自然が豊かであ

る 

○ボランティア活動や地域活動が活発で

ある 

○子育てに協力的な風土がある 

○農作物が豊かである 

○坂道が多く交通アクセスなど利便性の

向上が必要 

○単身高齢者世帯の生活支援への対応が

必要 

○休耕地や休耕田の増加への対応が必要 

○災害時へのさらなる対応が求められて

いる 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 



138 

 
美しい自然に抱かれた 笑顔つながる 

安心とふれ愛のまち 加賀田 

人びとの交流がさらに活性化されるよう、市民による地域振興の取り組みを支援します。 

 協働の促進、コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

 住宅施策の充実（施策 No.26 住宅環境の充実） 

豊かな自然環境を守り育てるとともに、その魅力を活かした取り組みを進めます。 

 環境保全活動の推進、環境保全の啓発（施策 No.21 自然環境の保全・活用） 

 地域資源の発掘と活用、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 

 生涯現役で生活できる地域社会づくり（施策 No.10 健康づくりの推進と医療体制の充実） 

 移住者等の受け入れ体制の整備、効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

子育て世代が住みたくなるまちをめざして、子育て・教育環境の充実を進めます。 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

 魅力的で多様な目的に活用される農空間、森林空間の形成（施策 No.32 農林業の振興） 

誰もが安心して暮らせるよう、安全と安心に配慮した環境整備や、防犯・防災の取り組みを進めます。 

 防犯意識の普及・啓発（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 公共交通によるネットワーク化の推進（施策 No.29 公共交通の充実） 

  

■みんなでつくる将来の加賀田小学校区の姿 
岩湧山の山並みや加賀田川のホタルなどの美しい自然をはじめ、豊かな

農作物などを活かして、地域の活性化を図るとともに、地域住民が笑顔でつ

ながり、支えあいを通して安心して暮し続けられる、いきいきとしたふれあ

いのあるまちづくりをめざします。 
 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
人がつながるまち

づくり 

・地域で困りごとを話しあえる場や仕組みをつくる 
・公民館や自治会館等を活用して小さい単位の集まりや交流の場

づくりを行う 
・イベントや地域活動を通して、世代を超えた交流を促進する 
・自治会など地域で活動している団体の連携により交流を広げる 

２ 
自然を活かしたま

ちづくり 

・岩湧山や加賀田川などの自然環境を保護・活用する 
・地域の実態に応じた健康促進の取り組みを行う 

・ホームページの作成など、地域の魅力を発信する 

３ 
子育てにやさしい

まちづくり 

・子育てしやすい環境を整え、若年世帯の定住・転入促進を図る 

・自然や農林空間を活かした遊びや体験の場をつくる 

４ 
安心して暮らせる

まちづくり 

・空き家対策など、防犯や美化への取り組みを進める 
・地域合同での防災訓練を実施する 
・地域でお互いに見守り、多世代で支えあう仕組みとして生活支援の取り組みを行う 

・買い物支援や移動支援など、利便性の向上に向けた取り組みを進める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率

655 624 606 601 571 561 
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11．石仏小学校区 

■石仏小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
5,399 人（市全体の 5.2％） 

（男性：2,525 人、女性：2,874 人） 

高齢化率（R2.3） 39.6％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 2,431 世帯（市全体の 5.1％） 

交通条件、 

地理的条件 

南海美加の台駅、国道 371 号、国道 371 号バイパス、住宅地、丘

陵地、山林地 

観光資源・特産

品・施設※等 

高野街道、石仏寺、加賀田神社、庚申堂、石仏城跡、左近城跡、弘法大

師の井戸（石仏寺付近）、石仏小学校、加賀田中学校、勝山愛和青葉台

幼稚園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■石仏小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○高野街道や石仏寺など、歴史的史跡が多

い 

○元気な高齢者が多く、地域のつながりが

深い 

○地域活動が盛んである 

○自然が豊かである 

○防犯・防災意識が高く、活動も活発であ

る 

○地域の歴史的資産のさらなる活用が必

要 

○坂道が多く、利便性の向上が求められて

いる 

○防犯や交通安全の面で不安のある道路

への対策が求められている 

○高齢化対策のさらなる充実が必要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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地域の情報を共有・魅力を発信！ 

みんながふれあう 洗練されたまち 石仏 

地域資源を活用した子育て環境の充実を図り、子育て世代の転入につなげます。 

 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 
 青少年の健全な成長を支援する体制づくり（施策 No.14 青少年の健全育成の推進） 
 移住者等の受け入れ体制の整備、効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

高齢者が生きがいを持って元気に暮らせるよう、地域の人びとによる見守り、支えあいの仕組みをつくります。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 住宅施策の充実（施策 No.26 住宅環境の充実） 
 高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進、介護予防と生活支援の充実（施策 No.７ 高齢者福祉の充実） 
 公共交通サービスの充実（施策 No.29 公共交通の充実） 

安全・安心に関する市民意識の向上と環境整備を進めます。 

 防犯意識の普及・啓発、防犯環境の整備促進（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 防災意識の普及・啓発（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

自然や歴史、文化に関する情報発信・活用を促進し、担い手の育成を進めます。 

 観光振興のための仕組みづくり、観光魅力の発信（施策 No.33 観光の振興） 
 社会教育の推進（施策 No.15 生涯学習の推進） 

協働によるまちづくりを進めるため、情報の共有・発信や相互理解を深めるとともに、地域活動を支援します。 

 市政に関する情報の共有と市民参画の推進、コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

■みんなでつくる将来の石仏小学校区の姿 
自然や歴史などの地域の魅力はもちろんのこと、課題も含めて地域の情

報を共有し、地域内外に発信していくことにより、地域住民がまちに愛着と

誇りを持ち、まちづくりに関わることを通して、子どもから高齢者までがふ

れあいながら、安全・安心に暮らせる、洗練されたまちづくりをめざします。 
 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
子どもに優しいま
ちづくり 

・高齢者の力などを活かした子育て支援を実施する 
・学校等との連携により教育環境の充実を図る 
・見守り活動など、子どもの安全確保に向けた取り組みを行う 

・放課後等を活用した子どもの学びの充実を図る 

２ 
安全・安心で思いや
りのあるまちづく

り 

・空き家の活用等により、住民同士の交流や活躍の場をつくる 

・見守り活動など、高齢者を支える仕組みを充実する 
・移動手段の確保や生活の困りごとの支援など、利便性の向上に向けた取り組みを進める 
・防犯や防災など、地域ぐるみで安全・安心への取り組みを行う 

３ 
自然と歴史を活かした
活力のあるまちづくり 

・ウォーキングマップの作成など地域資源を活用した取り組みを行う 
・学校との連携等により、地域資源の魅力を子どもに伝える取り組みや子どもが地域のみんなに伝える取り組みを行う 

４ 
情報共有・発信の活

発なまちづくり 

・地域や団体同士の連携による話しあいの場や協力体制の充実を図る 
・ＳＮＳ等による情報発信・共有・交流により、子どもから高齢者まで参加できる仕組みをつくる 
・市と地域との連携強化を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル

65歳以上（高齢者人口） 15～64歳（生産年齢人口）

０～14歳（年少人口） 高齢化率
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12．南花台小学校区 

■南花台小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
7,203 人（市全体の 6.9％） 

（男性：3,405 人、女性：3,798 人） 

高齢化率（R2.3） 41.4％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 3,317 世帯（市全体の 7.0％） 

交通条件、 

地理的条件 
国道 371 号バイパス、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

南花台小学校、南花台中学校、南花台公民館、消防署南出張所、コノミ

ヤテラス、おしお幼稚園（私立）、南嶺保育園（私立）、錦秀会看護専門

学校（私立） 

 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■南花台小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○公園や緑地が多く、まち並みがきれい 

○見守り隊等のボランティア活動が活発

である 

○防犯・防災に対する意識が高い 

○様々な経験を持った人材が豊富である 

○住民同士の交流の場の充実が必要 

○住民の力を引き出す場の充実が必要 

○空き家や空き室の増加への対応が求め

られている 

○子育て世帯に適した環境の向上が必要 

○地域情報の発信力の向上が必要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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みんなで考え みんなで創る 

笑顔の花が咲き続けるまち 南花台 

活気あるまちづくりを進めるため、市民主体による地域活性化の活動を支援します。 

 コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

子どもがのびのびと育つよう、保育や教育環境の充実を進めます。 

 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 移住者等の受け入れ体制の整備、効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

高齢者福祉を充実するとともに、元気な高齢者の社会参加の場をつくります。 

 高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進、介護予防と生活支援の充実 （施策 No.７ 高齢者福祉の充実） 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

緑豊かな美しい景観の保全活動を推進します。 

 緑化活動の推進（施策 No.27 公園・緑地の整備） 

地域資源を活用した、市民による主体的な健康づくりを推進します。 

 生涯現役で生活できる地域社会づくり（施策 No.10 健康づくりの推進と医療体制の充実） 

市民の安全・安心の確保に向けた、防犯・防災体制の強化を進めます。 

 防犯意識の普及・啓発、防犯環境の整備促進（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

■みんなでつくる将来の南花台小学校区の姿 
より良い地域をめざして、多様な住民が集まり、考え、実践を重ね、地域

に新たな価値を生み出し続けることにより、将来にわたって、誰もがいきい

きと暮らし続けることのできる、活気あるまちづくりをめざします。 
 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 
ふれあいと創造の

まちづくり 

・地域のつながりやふれあいを深める取り組みを行う 

・世代を超えた地域ぐるみのイベントを行う 

・拠点を活用し、地域課題の解決に向けて継続的に取り組める仕組みをつくる 

・空き家や空き店舗等のストックの有効活用を図る 

・地域情報の情報発信を行い、子育て世代の転入促進や、まちの活性化を図る 

２ 
子育て・子育ちのま

ちづくり 

・子育て世代が参加・協力し、交流を深められる場をつくる 

・地域資源を活かして子育てを支援する 

・学校等との連携による教育環境の充実を図る 

３ 
いきいきした活力

のあるまちづくり 

・元気な高齢者が活躍できる機会や場をつくる 

・住民によるまちの緑化運動を推進する 

・健康増進に向けた地域ぐるみの取り組みを行う 

・多様な活動団体の連携により、担い手の確保や新たな取り組みにつなげる 

４ 
安全・安心でぬくも

りのあるまちづくり 

・移動支援や生活支援など高齢者を支える取り組みを進める 

・地域ぐるみで防犯・防災等の活動に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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グラフグラフグラフグラフ タイトルタイトルタイトルタイトル
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13．美加の台小学校区 

■美加の台小学校区の概要、データ 

人口（R2.3） 
6,966 人（市全体の 6.7％） 

（男性：3,318 人、女性：3,648 人） 

高齢化率（R2.3） 33.4％（市全体は 34.7％） 

世帯数（R2.3） 2,981 世帯（市全体の 6.3％） 

交通条件、 

地理的条件 
南海美加の台駅、国道 371 号バイパス、住宅地 

観光資源・特産

品・施設※等 

興禅寺、赤坂上之山神社、テクルート、美加の台小学校、美加の台中学

校、美加の台コミュニティルーム「さくら」、子ども教育支援センター、

えぴーく幼稚園（私立）、美加の台保育園（私立） 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】   【世帯数と１世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■美加の台小学校区の特徴 

地域づくりに活かしていきたいところ 改善していきたいところ 

○地域活動やボランティア活動が活発で

ある 

○公園・緑地が整備されており、景観が良

い 

○桜や紅葉の名所などの地域資源がある 

○地域で子どもを育てる意識が高い 

○元気な高齢者が多い 

○ボランティア活動のさらなる参加者の

増加が求められている 

○防災面での取り組みの充実が必要 

○地域のＰＲ力の向上が必要 

  

※施設については、令和３（2021）年４月１日現在の状況を反映しています。 
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人と自然が育ち 世代を超えて支えあう 

みんなに優しいまち 美加の台 

地域活動やボランティア活動等への参加を促進するとともに、人材の育成を進め、活動を支援します。 

 地域福祉を推進する人材の育成、地域福祉活動団体等への支援と連携強化（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 協働の促進、コミュニティ活動の促進（施策 No.36 協働の推進と地域コミュニティの活性化） 

高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、地域で支援する仕組みをつくります。 

 地域における支えあいの仕組みづくり（施策 No.６ 地域福祉の推進） 

 介護予防と生活支援の充実（施策 No.７ 高齢者福祉の充実） 

 魅力ある商業活動の推進（施策 No.31 商工業の振興） 

緊急時の迅速・的確な市民の安全確保など、防犯・防災体制の強化を進めます。 

 防犯意識の普及・啓発、防犯環境の整備促進（施策 No.３ 防犯対策の推進） 

 防災意識の普及・啓発、防災組織の強化（施策 No.１ 危機管理・防災対策の推進） 

美しい自然環境を活かすとともに、自然保護活動に係る人材の育成・確保を進めます。 

 環境保全活動の推進（施策 No.21 自然環境の保全・活用） 

 緑化活動の推進（施策 No.27 公園・緑地の整備） 

質の高い教育環境の充実を図るとともに、学校や地域と連携し、教育環境の良さについてＰＲすることによ

り、子育て世代のＵターンを促進します。 
 切れ目ない子育て支援の充実（施策 No.12 子育て支援の充実） 

 地域総ぐるみで子どもを守り育む教育の実現（施策 No.13 学校教育の充実） 

 移住者等の受け入れ体制の整備、効果的な都市魅力の発信（施策 No.35 都市ブランドの構築と魅力発信） 

■みんなでつくる将来の美加の台小学校区の姿 
将来に向けて、地域の豊かな資源である、人と自然をさらに育むことで、

住民の地域への愛着を高め、まちづくりの担い手づくりを進めるとともに、

世代を超えて互いに支えあうことで、子どもから高齢者まで、みんなに優し

いまちづくりをめざします。 
 

 

 

■地域づくりの目標と主な取り組み・活動 

№ 地域づくりの目標 主な取り組み・活動 

１ 

助けあい・支えあい

で安心の広がるま

ちづくり 

・住民同士の交流や困りごとを話しあえる場づくりを行い、様々

な世代がまちづくりに関心を持ち、参加できる取り組みを行う 

・地域活動の活性化に向けた仕組みや体制をつくる 

・買い物支援など、高齢者の生活を支援する取り組みを行う 

・地域全体で防犯・防災などの安全・安心に関する地域の協力体制を

強化する 

２ 
地域資源を活かし

たまちづくり 

・緑地の桜など、地域資源を活かして地域のつながりづくりを行う 

・多様な団体の連携により、まちづくりに関する人材の確保・育成を推進する 

・住環境の良さなど、美加の台の魅力を発信する 

３ 
子どもを育みやす

いまちづくり 

・地域ぐるみで子育て支援を行う 

・教育環境の良さなど子育て世代をターゲットにしたＰＲを行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のめざす 

将来像 

地域づくりを支える主な施策 
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Ⅲ 第２期総合戦略 
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第１章 基本的な考え方 
  
第１節 策定の趣旨 

少子・高齢化に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏

への一極集中を是正し、活力ある社会を維持していくため、平成 26（2014）

年に「まち・ひと・しごと創生法」が制定されました。 

これに基づき、平成 26（2014）年 12 月に、「まち・ひと・しごと創生長期

ビジョン」（以下「国の長期ビジョン」）及び、平成 27（2015）年度から令和

元（2019）年度までの５か年の政府の施策の方向を提示する「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」（以下「国の総合戦略」）が閣議決定されました。令和元

（2019）年 12 月には「国の長期ビジョン」を改訂し、令和 42 年（2060 年）

に約１億人の人口を確保することとして、合わせて令和２（2020）年度から令

和６（2024）年度までの５か年の政府の施策の方向を提示する第２期「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、閣議決定されました。 

 全国の市町村においても人口ビジョン、総合戦略を策定し、地方創生の取り

組みを進めている中、東京圏への一極集中に歯止めがかかっておらず、地方で

は若年層を中心とした生産年齢人口の減少が続いています。 

本市では、平成 28（2016）年度からの第５次総合計画において、令和 7（2025）

年度末を目標としたまちづくりを展開していくこととしており、人口減少の抑

制について、さらに戦略的・計画的に取り組むため、これまでの取り組みや成

果・課題を踏まえ、「河内長野市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」（以下

「人口ビジョン」）とともに、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しご

と」を呼び込む好循環の確立と、その好循環を支える「まち」の活性化を図る

ため、「第２期総合戦略」を策定します。 

 
 

第２節 総合戦略の位置づけ 
 
１．国・府の戦略との関係 

第２期総合戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」第 10 条に基づく「市町

村まち・ひと・しごと創生総合戦略」であり、国・府の「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を勘案して策定するものです。また、本市における人口の

現状と将来展望を示した人口ビジョンを踏まえて策定します。 

また、河内長野市第５次総合計画後期基本計画や各分野の個別計画との

整合を図りながら、人口減少対策の重点戦略をとりまとめたものであり、市

全体で共有して推進する戦略として位置づけます。  
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２．後期基本計画等との関係 

本総合戦略は、令和３（2021）年度を始期とする後期基本計画との整合

を図りつつ、長期的な視点に立って、人口減少克服・地方創生の目的を達成

するための具体的な目標、施策を位置づけるものです。 

後期基本計画や各分野の個別計画において、本市の様々な分野にわたる

総合的な振興・発展をめざすなかで、本総合戦略の目的を達成する観点から、

戦略的、一体的に施策を推進するものとします。 

 

３．様々な主体の参画 
行政をはじめとして、市民、地域、団体、企業など市全体で共有して推進

する計画と位置づけます。 

 
 

第３節 計画期間 
本総合戦略の計画期間は、令和３（2021）年度から令和７（2025）年度ま

での５年間とします。なお、実施した施策・事業の効果を検証し、必要に応じ

て見直すものとします。 
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第２章 施策推進の考え方と基本目標 
  
第１節 政策５原則を踏まえた施策の推進 
 

まち・ひと・しごとの創生に向けて、次の５原則を踏まえた施策の展開を

図ります。 
 
■国の総合戦略における政策５原則抜粋 

 

１．自立性 

地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながる施策に取り組む。 

２．将来性 

施策が一過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題

に積極的に取り組む。 

３．地域性 

地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的か

つ主体的に取り組む。 

４．総合性 

多様な主体との連携や他の地域、施策との連携を進めるなど、総合的な

施策に取り組み、限られた財源や時間の中で最大限の成果を上げるため、

直接的に支援する施策に取り組む。 

５．結果重視 

PDCA メカニズムの下に、客観的データに基づく現状分析や将来予測等

により短期・中期の具体的な数値目標を設定した上で施策に取り組む。そ

の後、政策効果を客観的な指標により評価し、必要な改善を行う。 
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「しごと」と「ひと」の好循環づくり「しごと」と「ひと」の好循環づくり「しごと」と「ひと」の好循環づくり「しごと」と「ひと」の好循環づくり    

    

好循環を支える、まちの活性化好循環を支える、まちの活性化好循環を支える、まちの活性化好循環を支える、まちの活性化    

    

横断的な目標横断的な目標横断的な目標横断的な目標    

 
第２節 基本目標 

「河内長野市第５次総合計画」では、これまで築いてきた良好な住環境の維

持・向上を図ることにより、多様なニーズに対応しながら市民の豊かな暮らし

をめざすとともに、様々な分野においてまちの魅力を高め、活力に満ちたまち

をめざしています。 

この方向性を踏まえ、本市の地域資源である「人・自然・歴史・文化」を最

大限に活用しながら、定住人口や交流人口を増加させ地域活力を高めるため、

基本目標として次の４つを設定します。また、まち・ひと・しごとの創生をさ

らに効果的に進めるため、「多様な人材の活躍を推進する」「新しい時代の流れ

を力にする」という２つの横断的な目標を踏まえ、施策を展開します。 

 

 

 

基本目標１ 安定した雇用を創出する 

基本目標２ 新しいひとの流れをつくる 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
 

 

 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、 

地域と地域を連携する 
 

 

 

 

 

 

 

  

多様な人材の活躍を推進する 
域内外にかかわらず、地域に関わる一人ひとりが担い手として参画し、地域

資源を活用しながら、内発的な発展につなげていくため、多様な人材が活躍で

きる環境づくりを進める。また、若者、女性、高齢者、障がい者、外国人など、

誰もが居場所と役割を持ち活躍できる地域社会をめざす。 

新しい時代の流れを力にする 
Society5.0 の実現に向けた技術を活用し、人手不足の解消や利便性の高い生

活を実現し、地域の魅力を一層向上させる。 

「誰一人取り残さない」社会の実現をめざす持続可能な開発目標（SDGs）の

理念に沿ってまちづくりや地域活性化に向けた取り組みを推進することで、政

策全体の最適化や地域課題解決の加速化という相乗効果が期待できる。 
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第３章 具体的な施策の展開 
  
第１節 施策の体系 

 

政策分野 施策・内容 

基本目標１ 

安定した雇用を創出する 

施策１．地域産業の育成・支援 

施策２．農林業の振興 

施策３．多様な就労環境の創出 

 

基本目標２ 

新しいひとの流れをつく

る 

施策１．都市ブランドの推進 

施策２．移住・定住の促進 

施策３．観光交流の振興 

 

基本目標３ 

若い世代の結婚・出産・

子育ての希望をかなえる 

施策１．婚活支援及び出産・子育ての負担軽減 

施策２．子育てと仕事の両立できる環境の充実 

施策３．特色のある教育の推進 

 

基本目標４ 

時代に合った地域をつく

り、安心なくらしを守る

とともに、地域と地域を

連携する 

施策１．安全・安心な地域づくり 

施策２．暮らしやすく活力のある地域づくり 

施策３．健康寿命の延伸 

施策４．地域包括ケアシステムの構築 

施策５．地域で支え合える環境づくり 

施策６．広域連携の推進 
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■商工業の振興 

 地域経済の発展及び就業機会の拡大、安定した雇用を創出するため、可鍛
鋳鉄やステンレス・ベアリング・爪楊枝などの地場産業の経営基盤の強化を
促進します。また、社会変化や消費者のニーズに対応した起業を支援すると
ともに、地域特性に合った企業誘致を推進します。 

■農林業の振興 

 ５つの谷の農業資源や市域の約７割を占める森林資源を有効活用し、生
産基盤の強化や営農支援、地産地消、ブランド化、６次産業化などを推進し、
付加価値を高めるとともに、自給的農家から販売農家への転換を図ります。 
 また、農林業従事者の減少や高齢化に対応するため、後継者の育成や新た
な担い手の確保を推進します。 

■誰もが働きやすい環境づくり 

 若者や女性、高齢者、障がい者など誰もが安心して仕事に就き、安定した
生活を確保できるよう、それぞれの能力を発揮することができる雇用環境
の創出や就労支援を推進します。 

 
第２節 基本目標別施策 

基本目標１ 安定した雇用を創出する 

本市の自然や歴史、伝統に加え、長年築いてきた技術やノウハウ、立地とい

った「河内長野らしさ」を活かした産業振興を図ります。 

また、地域に根ざし、環境にもやさしく、先端技術を活用するなど、多様で

付加価値の高い産業を創造するとともに、起業促進や地域特性を活かすことが

できる企業誘致を推進し、職住近接による雇用や働く場の確保を創出します。 

さらに、若者、女性、高齢者、障がい者、外国人など、誰もが働くことがで

きる地域社会をめざします。 
 

数値目標 現状値（R1） 目標値（R７） 

事業所数 2,858 2,800 

製造品出荷額 93,713 百万円 79,300 百万円 

小売店舗年間商品販売額 64,967 百万円 66,600 百万円 

朝市・直売所の売上高 7.89 億円 8.00 億円 

農業従事者数（兼業農家含む） 844 人 844 人 

林業従事者数 29 人 48 人 

有効求人倍率（ハローワーク河内長野管内における数値） 0.85 倍 0.69 倍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方向基本方向基本方向基本方向    
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施策１．地域産業の育成・支援 
 企業誘致や産業用地の確保を推進するとともに、企業の経営基盤の強化

や金融支援などの支援を行い商工業の振興を図ります。 

主な取り組み内容 

○企業誘致の推進（産業用地の確保を含む） 

○企業の事業拡張（土地取得、建物拡張・更新を支援） 

○起業・創業支援 

○企業の経営基盤の強化（先端設備導入・人材育成支援等） 

○企業に対する金融支援 

○ふるさと応援寄附金謝礼品による特産品の充実 

 

施策２．農林業の振興 
 農業を支える多様な人材の育成・確保を図るとともに、営農支援や販路

拡大への支援、森林整備や地元河内材の利用促進など農林業の振興を図り

ます。 

主な取り組み内容 

○新規・青年就農者育成 

○営農支援（農業経営指導及び栽培技術指導など） 

○自給農家から販売農家への転換 

○６次産業化の推進 

○推奨作物の産地化の推進 

○森林整備の推進 

○林道の基盤整備 

○「おおさか河内材」の利用促進 

 

施策３．多様な就労環境の創出 
 若者や女性、高齢者、障がい者などの、多様な就労ニーズに対応するた

め、職業能力の向上や就労機会の確保、就労支援を推進します。 

主な取り組み内容 

○就職支援機関との連携による就職支援 

○地元企業での雇用・就労支援 

○高齢者の就労支援（シルバー人材センターでの事業開拓、就労ニーズマッチングなど） 

○障がい者、ひとり親家庭や就職困難者等に対する就労支援 

○生活困窮者の自立支援（自立相談、就労準備支援、一時生活支援、学習支援など） 

○女性の就労支援（就労相談、セミナー開催など） 
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■都市ブランドの構築によるイメージ戦略 

 都市ブランド戦略プランを策定し、本市の地域資源の価値を再発見し、磨

き上げ、市内外に発信することによって、「河内長野市」のブランドイメー

ジを浸透させ、市民のまちへの愛着や誇りを育むとともに、本市の認知度向

上とイメージアップを図ります。 

■移住・定住の促進 

 若者や子育て層などを中心に定住・転入施策の推進や河内長野市の魅力

を効果的にＰＲするとともに、Ｕ・Ｉ・Ｊターンに対応する総合窓口の設置

や各地域におけるコミュニティの受入れ体制の構築などを図りながら定

住・転入を促進します。 

■観光交流の振興 

 道の駅「奥河内くろまろの郷」をはじめ、本市の５つの谷を含めた豊か

な自然や歴史・文化などの地域資源を活かし、日本遺産のまちとして観光ま

ちづくりを進めます。また、外国人観光客をはじめ、観光客への利便性の向

上や”おもてなし”の充実、整備を行い、交流人口の増加や滞在時間の拡大

を図り、集客と消費を高める観光振興を推進します。 

基本目標２ 新しいひとの流れをつくる 

本市が持つ豊かな自然、歴史・文化、多様な人材などまちの魅力を発掘・創

出し、市民のまちへの愛着や誇りを育むとともに、市への良好なイメージの定

着を進めます。また、本市の様々な魅力を市内外に向けた効果的な発信を行い、

本市への関心と憧れを獲得するとともに、新規移住者や来訪者等の受け入れ体

制の整備等を推進することにより、定住人口と交流人口の増加を図ります。 

 

数値目標 現状値（R1） 目標値（R７） 

「河内長野市に愛着と誇りを感じてい

る」市民の割合 
38.8％ 55.0％ 

「河内長野市に住み続けたいと感じて

いる」市民の割合 
45.5％ 60.0％ 

社会動態の転入者／転出者の率 78.0％ 98.0％ 

観光入込客数 1,134,000 人 1,076,000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方向基本方向基本方向基本方向    
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施策１．都市ブランドの推進 
 都市ブランドの推進を通じて、市民の本市への愛着や誇りを育むととも

に、市内外に向けて本市の魅力を効果的に発信します。 

主な取り組み内容 

○「都市ブランド」構築と市内外への都市ブランドの推進 

○戦略的な本市の魅力発信（ＰＲイベント、ＳＮＳ、広告、報道機関等） 

    
施策２．移住・定住の促進 
 若者や子育て層などを中心に転入・定住を促進するとともに、Ｕ・Ｉ・

Ｊターン移住者の受入れ体制を整備します。 

主な取り組み内容 

○移住支援（総合窓口設置・情報発信・受入体制整備など） 

○定住転入（近居・同居）促進（近居・同居促進マイホーム取得補助） 

 

施策３．観光交流の振興 
 日本遺産の活用や道の駅「奥河内くろまろの郷」の観光ハブ拠点化な

ど、本市への外国人観光客をはじめ来訪者の増加と滞在時間の拡大に向け

た取り組みを推進します。 

主な取り組み内容 

○日本遺産の活用 

○道の駅「奥河内くろまろの郷」の観光ハブ拠点化の推進 

○観光情報の効果的な発信（外国人観光客向けを含む） 
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■結婚・出産・子育ての切れ目のない支援 

 婚活イベントを行う団体等への支援や婚活に関する情報を提供します。 

 また、子育て世帯の経済的負担の軽減や、子育てと仕事を両立できるよ

う、子育て保育サービスの充実や、保育・子育て支援環境の整備を図り、妊

娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行います。 

■教育立市の推進 

 「ふるさとのつながりによる豊かな学び」を基本理念として、幼小中の一

貫した教育や英語教育などにより学力向上を図るとともに、本市の豊かな

自然・歴史・文化を生かした様々な体験学習を通じ、「社会を生き抜く力」

と「ふるさと河内長野」に誇りを持ち、大切にする態度を育みます。また、

子ども一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな教育の推進や、良好な教育

環境の整備などにより、子育て世代を惹きつける魅力のある教育を推進し

ます。 

 また、歴史文化遺産等の保存・活用を推進するとともに、下里運動公園人

工芝球技場等を活用し市民が親しむことができるスポーツなどの振興を図

ります。 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

若い世代が結婚・出産・子育てに希望が持てるよう、結婚から子どもを安心

して産み育てられる環境づくりを推進します。また、「教育立市のまち河内長

野」の基本理念に基づき、知・徳・体の調和のとれた生涯にわたる学習の基礎

となる「生きる力」を育む教育の充実を図るとともに、学校を地域の学びの核

とした教育総合コミュニティの推進により、大阪一の教育都市をめざします。 

 

数値目標 現状値（R1） 目標値（R７） 

乳幼児健康診査受診率 95.1％ 96.5％ 

合計特殊出生率 1.14 1.63 

保育所待機児童数 13 人 ０人 

スポーツ施設利用率 36.5％ 55.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方向基本方向基本方向基本方向    
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施策１．婚活支援及び出産・子育ての負担軽減 
 出会いの機会を提供するため、民間が行う、結婚活動などの取り組みを

支援します。  

 また、安心して出産や子育てできるよう相談体制の充実や子育て役立ち

情報の発信など子どもを産み育てるサポート体制の充実を図るとともに、

子育て家庭への経済的な負担軽減を図ります。 

主な取り組み内容 

○婚活イベントへの支援 

○子ども・子育て総合センター「あいっく」の充実 

○家庭児童相談（乳幼児から学校卒業・就職まで切れ目のない支援） 

○子育て情報発信 

○発達障がい児支援 

○子育て世代包括支援センター（母子保健型）の設置 

○つどいの広場（地域子育てサロン）の設置 

○子ども医療費助成 

○妊婦健康診査支援 

○ひとり親家庭自立支援 

 

施策２．子育てと仕事の両立できる環境の充実 
 仕事をしながら、安心して子育てできるよう、ニーズに対応した保育サ

ービスの充実を図ります。 

主な取り組み内容 

○ファミリー・サポート・センター事業の充実 

○認定こども園等整備 

○病児・病後児保育の推進 
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施策３．特色のある教育の推進 
 小中一貫教育や英語教育などをさらに推進し、学力向上をめざすととも

に、子どもたちの豊かな情操と道徳心を育むため、本市の豊かな自然を活

用した体験活動の推進やコミュニティスクールの充実など学校と家庭・地

域が一体となった取り組みを推進します。 

 また、放課後の子どもの育ちの取り組みの充実や教育環境の整備、歴史

文化遺産の保存・活用、競技スポーツなどの振興を図ります。 

主な取り組み内容 

○小中一貫教育の推進 

○英語教育の推進 

○支援教育環境の充実（インクルーシブ教育の推進） 

○豊かな体験活動の推進 

○コミュニティ・スクールの推進 

○放課後子ども総合プラン推進（放課後児童会開設時間延長、子ども教室の充実） 

○教育ＩＣＴ環境の整備 

○学校施設へのエアコン設置 

○歴史文化遺産の保存・継承と活用 

○下里運動公園の人工芝球技場を活用したスポーツ振興 
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■大阪一の安全・安心なまちづくり 

 市民の生命、財産を守り、安全・安心に暮らすことができるよう、地域に

おける防犯・防災体制の強化や災害時の情報・伝達手段の充実を図ります。 

■暮らしやすさと地域活力の創出 

 人口減少、少子・高齢化に対応し、暮らしやすいまちづくりに向け、公共

交通や広域道路網をはじめとする交通ネットワークの充実、空き家・空き地

対策やネットワーク型コンパクトシティを推進します。また、地域活力の創

出を図るため、中心市街地の活性化や市街化調整区域の有効な土地利用を推

進します。 

■いつまでも健康で安心して暮らせる地域づくり 

 市民が生涯にわたって生き生きと健康で暮らすことができるよう、地域全体で健

康寿命の延伸に取り組むとともに、地域コミュニティの活性化や高齢者が住み慣れ

た地域で医療や介護が必要になっても安心して暮らすことができるよう、地域包括

ケアシステムの深化をはじめとして、地域で支えあう仕組みづくりを推進します。    

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとと

もに、地域と地域を連携する 

子どもから高齢者まで誰もが健康で、住み慣れた地域でいきがいを持って安

全に安心して暮らせるよう、防災・防犯対策を充実し、大阪一安全・安心なま

ちをめざすとともに、地域コミュニティの活性化や地域包括ケアシステムの構

築など、みんなが支えあうことができる地域づくりを進めます。 

また、市民にとって暮らしやすい地域づくりに向け、地域活力の創出を図り、

人口減少及び人口構造の変化に対応した機能的で利便性の高いまちづくりを

めざします。 
 

数値目標 現状値（R1） 目標値（R７） 

自主防災組織化率 68.9％ 100.0％ 

地域防災活動参加者数 3,885 人 4,000 人 

刑法犯認知件数 407 件 850 件 

バス年間利用者数（H27 実績を 100 とする） 89.85 100.00 

地域福祉活動への延べ参加者数 69,830 人 70,000 人 

要介護認定を受けていない高齢者の割合 80.8％ 77.8％ 

特定健康診査受診率 39.6％ 60.0％ 

がん検診受診率 21.0％ 23.0％ 

地区計画決定の件数 ０件 ３件 

ボランティア・市民公益活動団体数 135 団体 140 団体 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方向基本方向基本方向基本方向    
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施策１．安全・安心な地域づくり 
 市民が安心して暮らせるよう、地域における防犯・防災体制を強化しま

す。 

主な取り組み内容 

○自治会、商店街防犯カメラの充実 

○公設防犯カメラの増設 

○災害時備蓄物資の整備 

○災害時情報伝達手段の整備 

○地域安全マップ作成 

○ハザードマップ更新 

 

施策２．暮らしやすく活力のある地域づくり 

 人口減少や人口構造の変化に対応するため、「集約連携都市」（ネットワ

ーク型コンパクトシティ）の推進を図るとともに、公共交通など交通機能

の充実、空き家・空き地の適正管理や有効活用、中心市街地の活性化や市

街化調整区域における有効な土地利用の推進を図ります。 

主な取り組み内容 

○公共交通空白・不便地域解消及び移動困難者への対策（乗合タクシー運行など） 

○公共交通の利用促進 

○空き家等の対策（空き家等の適正管理と有効活用、木造住宅除却補助など） 

○中心市街地の活性化の推進 

 （河内長野駅前線の整備促進、建築物共同化の支援など） 

○上原・高向地区地域活性化の促進 

○三日市町駅東地区地域活性化の促進 

○小山田地区地域活性化の促進（広域道路延伸、産業地形成） 

 

施策３．健康寿命の延伸 
 市民が生涯にわたって生き生きと健康で暮らせるよう、安心できる地域

医療体制の充実を図るとともに、生活習慣病の予防やがん検診受診率の向

上、地域での健康づくり活動の推進など地域全体で健康寿命の延伸に向け

た取り組みを推進します。 

主な取り組み内容 

○地域医療体制の充実 

○生活習慣病の予防 

○がん検診など受診率向上 

○地域健康づくり活動の促進 

○市民主体の健康づくりの推進 

○食育の推進 
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施策４．地域包括ケアシステムの深化 
 住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、医療・介

護をはじめ、地域や関係機関との連携による地域包括ケアシステムの深化

に向けた取り組みを推進します。 

主な取り組み内容 

○介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

○在宅医療と介護連携の推進 

○生活支援体制の整備（生活支援コーディネーターの設置、協議体活動の推進） 

○認知症施策の推進（認知症初期集中支援チームの設置など） 

○地域包括支援センターの機能強化 

 

施策５．地域で支え合える環境づくり 
 みんなが支え合う地域づくりをめざして、高齢者等の見守り活動の推

進、スマートエイジング・シティの推進、地域コミュニティ活性化への支

援など地域で支え合える環境づくりを推進します。 

主な取り組み内容 

○「孤立死」の防止 

○高齢者等の見守り活動や地域の集いの場づくりなどへの支援（地域サロンなど） 

○コミュニティソーシャルワーカーによる相談体制の充実 

○南花台スマートエイジング・シティ団地再生モデル事業 

○地域コミュニティの活性化支援 

 

施策６．広域連携の推進 
 広域的な課題に対応し、地域全体の活性化を図るため、近隣市町村との

広域的な施策展開を推進します。 

主な取り組み内容 

○河内長野市・橋本市・五條市広域観光推進事業 

○南河内地域広域活性化推進事業 
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第４章 推進体制及び進捗管理 
  
第１節 各主体の役割分担 
 

本総合戦略を推進するにあたって、各主体の特性を踏まえ、担うべき役割を

示します。 
 
市市市市    民民民民    

自らが居住し、生活するまちをより良いものにするため、サービスの受け手

としてだけでなく、担い手として地域活動や公益的活動に積極的に参加します。 
 

地域・団体地域・団体地域・団体地域・団体    

自治会をはじめとする地域団体や市民公益活動団体は、新たな公共の担い手

として、少子高齢化やコミュニティ意識の希薄化等の課題に対応した取り組み

を推進します。 
 

企企企企    業業業業    

地域産業・経済の活性化に貢献するとともに、雇用の創出を図り、より暮ら

しやすい地域社会の実現に寄与します。 
 

行行行行    政政政政    

本総合戦略の目標達成に向け、各主体のネットワークづくりと協働の推進

を図るとともに、地方創生に関わる情報共有を図ります。また、本市の資源

を最大限に活かして独自性に富んだ施策を展開し、その効果的な進捗管理を

展開しながら、目標の達成をめざします。 

 

第２節 国や府、近隣自治体との連携推進 
国、府の地域連携施策を活用しつつ、近隣自治体をはじめとする地域間の広

域連携を積極的に進めます。    
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第３節 計画の進捗管理 
 

総合戦略は、市民、地域、団体、企業、行政など市全体で共有し、協働し

て推進する計画であるため、計画策定（Ｐｌａｎ）、推進（Ｄｏ）、点検・評

価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）の各過程においても、市全体が関わ

る体制を構築し、高い実効性を確保することが必要となります。 

そこで、庁内の策定・推進組織として、副市長を会長とする「河内長野市

まち・ひと・しごと創生策定委員会」を置くとともに、市内各界各層ととも

に推進・検証をしていくため、産業界、教育機関、金融機関、市民団体等を

含めた「有識者会議」からの意見などを反映させます。あわせて、本市地域

のみでは対応できない課題等においては、必要に応じて、国、府、近隣市町

村との連携を図ります。 

また、総合戦略の推進にあたっては、政策分野ごとの基本目標と具体的な

施策を示し、各施策の効果を客観的に検証できる指標（重要業績評価指標

（ＫＰＩ））を設定し、ＰＤＣＡサイクルにより、実効性を高めます。各数値

目標、指標については、実施した事業の量を測定するものではなく、その結

果によって得られた成果を測定する成果指標を原則とし、目標を明確化する

ことで、市全体での目標の共有化と成果を重視した取り組みの展開を図りま

す。 




